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日本建築学会「優秀卒業論文賞」「優秀修士論文賞」

この賞は、田島ルーフィング株式会社、株式会社タジマから、タジマグループ創業７０周年を

記念して寄せられた寄金によって１９８９年に設置された「建築教育振興基金(タジマ基金）」

により、当該年度の学部卒業論文、大学院修士論文を対象に、優れた論文を表彰

するものである。



［優秀卒業論文賞］ 
RC造建築物の保有水平耐力計算に関する研究 
─下層階の部分崩壊層を有する 
14階建骨組の地震応答─

正会員｜秋山光 殿｜千葉大学

地盤の影響を考慮した免震建物の 
インパルス列を用いた地震時極限外乱法

正会員｜明橋弘樹 殿｜京都大学

 
交番繰り返し軸力を受ける短スパンH形鋼梁の 
塑性変形能力

正会員｜阿部叶子 殿｜東北大学

遊戯道路の実態からみた 
道路空間の活用に関する研究

正会員｜内海皓平 殿｜東京大学

コペンハーゲン市における 
ローカルプラン策定過程での住民参加の実態

正会員｜河合有美 殿｜岐阜工業高等専門学校

 

中世仏堂建築における桔木構法と軒出に関する研究 
─修理工事報告書の分析を通して─

正会員｜篠倉一希 殿｜東京理科大学

屋外着座空間における滞留行動と 
環境特性に関する研究 
─ぽっぽ町田屋外広場・自由が丘九品仏川緑道・ 
数寄屋橋公園における使われ方調査を通して─

正会員｜柴戸未來 殿｜東京大学

測定機器の応答速度が 
トレーサガス換気量測定に及ぼす影響

正会員｜杉山顕文 殿｜福井大学

若齢者と高齢者の快適照明に関する研究 
─若齢者における生活行為別の 
室内の印象と照度・色温度─

正会員｜多賀綾香 殿｜奈良女子大学

サービス付き高齢者向け住宅の 
居室設備に関する研究  
─入居者の生活行動からみる 
居室設備の必要性と課題─

正会員｜高橋大志 殿｜芝浦工業大学

二重屋根の研究

正会員｜玉井浩登 殿｜京都工芸繊維大学

人工知能を用いた地震被災建築物の 
画像診断に関する研究

正会員｜千田紘之 殿｜東北大学

マンションの修繕積立金と資産価値の関係性の 
空間分布構造に関する基礎的研究

正会員｜長根乃愛 殿｜東京大学

日本における木骨煉瓦造建造物の構法に関する 
技術史的研究

正会員｜冨士本学 殿｜東京大学

出雲崎町海岸地区における 
町家の空間構成に関する研究  
─海岸の埋立に伴うトオシニワの改修と 
室構成の変容─

正会員｜渡部裕樹 殿｜新潟大学
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［優秀修士論文賞］

Licit Architecture〈道義的合法建築〉論 
─タイ王国バンコク都クロントイ70ライ地区を 
事例とした居住空間の現状および 
増改築による変容に関する研究─

正会員｜阿部拓也 殿｜芝浦工業大学

高齢期の居住選択のための評価指標の策定  
─ICFを応用して─

正会員｜一色紗綾 殿｜日本女子大学

普天間飛行場基地跡地計画における 
緑地計画に関する提案型研究

正会員｜榮野川優也 殿｜琉球大学

バヌアツ共和国にみられるノンエンジニアド住宅の 
強風災害に対するレジリエンス評価

正会員｜岸田夏葵 殿｜京都大学

巨大災害における疎開・移住行動に関する研究 
─東日本大震災の定量分析と予測手法の提案─

正会員｜齊藤健太 殿｜名古屋大学

江戸武家屋敷の庭園に関する研究

正会員｜内藤啓太 殿｜法政大学

地域包括ケア病棟の運営実態からみた 
施設類型と療養環境計画に関する研究

正会員｜仲間巧 殿｜首都大学東京

外装用難燃処理木材の経年劣化を考慮した 
防火性能評価に関する研究

正会員｜中村美紀 殿｜東京理科大学

 

 
超高層RCラーメン構造の 
被災度評価法に関する研究

正会員｜仁科智貴 殿｜千葉大学

大庇を受ける梁に作用する風力の動的荷重効果

正会員｜畠山智貴 殿｜東北大学

複数開口を有する室を対象とした 
気流の乱れによる換気量の簡易予測手法

正会員｜藤田拓也 殿｜大阪市立大学

戦時下住宅政策成立過程における議論と 
調査活動に関する史的研究  
─同潤会住宅制度調査委員会による 
住居法研究に着目して─

正会員｜堀内啓佑 殿｜神戸大学

液状化地盤における鋼管杭の 
動座屈崩壊に対する累積損傷評価

正会員｜的場萌子 殿｜東北大学

棒鋼ダンパーを用いた鉄筋コンクリート造方立壁の 
有効活用に関する研究

正会員｜森貴禎 殿｜東京工業大学

原発事故被災地域の建築空間を対象とした 
放射線解析における仮想線源モデルの開発

正会員｜山守諒 殿｜東北大学
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［選考報告］
─
本会では、1989年7月に建築教育振興基金（タジマ基金）による

学生を対象にした論文の顕彰事業「優秀卒業論文賞」「優秀修士
論文賞」を設け、優れた論文を顕彰してきた。2018年は第29回であ
る。
卒業論文等顕彰事業委員会は、毎年幅広い分野からの多数の

応募論文に対応するため、12分野の調査研究委員会から推薦され
た委員28名により構成されている。
第1回委員会は、2017年12月4日に開催し、応募要項について確

認を行い、昨年と同じ要領にて応募論文の募集を行うこととした。応
募論文の締切日は2018年3月23日として、2018年1月より募集を開始
した。
第2回委員会は、2018年4月6日に開催し、関係規程、応募論文

数および各部門別分類を確認し、授賞数の算出、選考部会の設置
を審議した。総応募論文数178編のうち、応募要項の条件を満たし
ていないもの6編（概要の記載方法が逸脱：学部5編、修士1編）を対
象外として除き、選考対象論文数は、卒業論文79編、修士論文93

編の合計172編で、昨年より20編減少した。応募校数は51校で、昨
年より1校増加した。部門別では、構造系52編（学部18編、修士34

編）、計画系93編（学部51編、修士42編）、環境系22編（学部9編、
修士13編）、「総合」は5編（学部1編、修士4編）であり、それぞれ前
年比、構造系8編減、計画系10編減、環境系4編減、「総合」3編増
であった。
引き続き各選考部会を開催し、各部会長は委員の互選により、構

造系：河野進君、計画系：乾康代君、環境系：岩下剛君を選出し、
選考を開始した。まず、選考要領について確認を行い、続いて各選
考部会において応募論文概要の確認を行った。
第1次選考では、各部門の委員が、応募論文概要を精読して授

賞候補論文数の約2倍程度の論文を選考し、第2次選考では、第1

次選考で選ばれた論文1編につき2名の査読委員を定めて論文本文
を精読し、授賞候補論文を選定することとした。なお、選考は公正を
期するために、委員と応募論文の著者とが親族あるいは師弟関係など
にある場合には、当該論文の選考に関与しないことを確認した。
第3回委員会は2018年6月25日に開催し、各選考部会の選考結

果報告ならびに推薦理由書が提出され、審議の結果、出席者全員
の一致をもって2018年（第29回）の授賞候補論文として、卒業論文
15編、修士論文15編を選定した。

授賞候補論文数・応募論文数
（総応募論文数178編、選考対象論文数172編、51校）
 卒業論文 15編  （79）
 修士論文 15編  （93）

 合計  30編 （172）
 ※（　）の数字は選考対象論文数
 ［卒業論文等顕彰事業委員会 委員長 望月悦子］

─
構造系選考部会
本年の構造系の選考対象論文数は、卒業論文18編、修士論文

38編（「総合」3編を含む）であり、卒業論文は14編減少したが修士
論文の応募は7編増加した。応募大学数は27校で、昨年に比べて4

校増加した。
第1次選考では、7名の選考委員が56編すべての論文の概要を

査読し、3段階評価の採点を行い、卒業論文上位7編、修士論文上
位9編を第2次選考対象として選出した。第2次選考では、第1次選
考を通過した合計16編の論文のそれぞれを2名の選考委員が精読し
た。
卒業論文においては、「テーマと内容」「論理性と明確さ」「論文とし

てのできばえ」の3項目、修士論文では「テーマの独創性・新規性」「豊
かな萌芽性・将来性」「研究の進め方の論理性」「結論の明確さ」「論
文としてのできばえ」の5項目に留意して、総合的な評価点を与え、その
得点順位により授賞候補論文を選定することを原則とした。
最終選考では、得点の接近した論文については査読担当者から

詳しい評価意見を求めるなど慎重審議のうえ、出席委員の総意に基
づき、卒業論文については上位4編、修士論文については上位6編を
授賞候補論文とした。なお、第2次選考における査読論文の担当は、
論文応募者と査読担当者の所属において公平性が保たれるように配
慮して決定している。
卒業論文・修士論文ともに内容の濃い研究成果が提示され力作

揃いであり、いずれも応募者の渾身の成果であることが感じられた。研
究対象は、現在注目を集めているテーマに加え、地道なテーマに新た
な視点を当てるもの、最新の情報処理技術を用いた手法でアプロー
チするものもあり、委員一同興味を持って査読を進めた。評価が接近
するなかで、惜しくも選外となった論文にも高く評価されるものがあったこ
とを付記し、応募者の努力に敬意を表したい。次年度以降は、より広
い地域の多くの大学からの応募があることを祈念している。

 ［構造系選考部会 部会長 河野進］

─
計画系選考部会
本年の計画系の選考対象論文数は、卒業論文52編（「総合」1

編を含む）（26校）、修士論文45編（「総合」3編を含む）（26校）の合
計97編であり、昨年と比べて、卒業論文は3編増加し、修士論文は
11編減少した。
第1次選考では、事前に論文1編につき選考委員5名が応募論

文概要の3段階評価を行い、その結果を2018年5月16日開催の計画
系選考部会で再確認したうえで、評点の平均点に基づき、卒業論文
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24編、修士論文20編を第1次候補論文とした。
第2次選考では、審査論文と専門分野の近い委員2名が、事前

に定めた評価項目に基づき本論文の5段階評点による審査を行った。
そして、その結果を6月12日開催の計画系選考部会において議論し
た。卒業論文では、評点に基づき、まず上位5編について講評を確認
して授賞候補論文とし、次にそれらの次に位置する6編について講評
による比較を行い、4編を授賞候補論文とした。修士論文では、評点
に基づき、まず上位6編について講評を確認して5編を授賞候補論文
とし、次に先に保留とした1編と次に位置する3編を合わせた4編につ
いて講評による比較を行い、2編を授賞候補論文とした。以上の手順
により、卒業論文は9編、修士論文は7編を授賞候補論文とした。
応募論文の研究分野は都市計画、建築史・意匠、建築計画が

多く、農村計画、建築社会システムは比較的少なかった。テーマは
災害、高齢社会、人口減少、空き家など現代社会の問題に切り込もう
とした研究、建築、農漁村、住宅、祭礼など歴史文化を深く掘り下げ
ようとした研究など多岐にわたった。テーマの独創性や新規性、研究
の将来性や論理性、論文の完成度などにおいて優れた論文が多く、
選考委員間の真摯な議論を行ったうえで授賞候補論文を決定した。
その結果、惜しくも選外となった論文があったが、授賞候補論文と大き
な差のないレベルの高い論文であった。来年度も、今年度を上回る
多くの応募があることを期待したい。

 ［計画系選考部会 部会長 乾康代］

─
環境系選考部会
環境系の選考対象論文数は、卒業論文9編（9校）、修士論文

12編（12校）の合計21編であった。なお、環境系への応募論文1編、
「総合」への応募論文2編については内容的に環境系外の系におけ
る審査がふさわしいことを他系とともに判断し、他系による選考となった。
第1次選考では5名の選考部会委員全員が、応募論文概要のす

べてを読み、3段階で評価した。評価結果に基づき、評価が上位で
あった卒業論文3編、修士論文3編を第2次選考対象論文として選
出した。
第2次選考では、第2次選考対象論文の各論文につき2名の査

読委員が審査を行い、卒業論文では3項目、修士論文では5項目に
ついて5点満点で評価を行った。評価点および査読委員のコメントを
考慮して評価し、授賞候補論文として卒業論文2編、修士論文2編
を全会一致で決定した。
応募論文の分野は多岐にわたっており、いずれも論理的記述、完

成度が優れたものであった。学生が自ら研究テーマを設定したものも
含まれており、学生の視点から見た建築環境学における問題に対し
研究を通して取り組む姿勢が見られた。
応募数に目を移すと、今回の環境系への応募は、昨年の卒業論

文8編（8校）、修士論文18編（13校）、一昨年の卒業論文21編（17

校）、修士論文16編（10校）に比べ、大きく減少している。ただし応募
校の顔ぶれは変化しつつあり、フレッシュな研究が今後、増えていく希
望もある。受賞数の関係から受賞・選外という結果がもたらされること
は避けられないが、学生が研究を通して社会にメッセージを送るという
行為は学会にとって貴重なものであり、査読する側は、いろいろな視点
からの評価を行っている。次回はより多くの研究教育機関からの応募
を期待する。

 ［環境系選考部会 部会長 岩下剛］
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本論文は、下層階において壁が抜けて部分崩壊形を形成する14

階建RC造骨組を対象として、静的非線形解析および時刻歴応答
解析を行い、 崩壊層の比率および保有水平耐力の大きさと地震応答
との関係を分析している。さらに、 ヒンジ柱が想定される地震時変形
角を目標変形角以下とする崩壊層の比率および保有水平耐力の大
きさの条件を考察している。研究テーマが実用的であり、進め方も論
理的で結論も明確かつ有用であるため、優秀卒業論文としてふさわし
いものと評価する。

制振ダンパーに接合される梁は、地震時に制振ダンパーから大き
な変動軸力を受けることとなり、通常の梁とは挙動が大きく異なる。本論
文は、このような短スパンH形鋼梁の変形性能を実験および解析を通
じて明らかにしたものである。このような梁の崩壊形式がフランジ局部座
屈崩壊型、ウェブせん断座屈崩壊型、および連成座屈型に分類される
ことを示しており、それを推定する手法が提案されている。さらに、既往の
保有性能評価指標では性能を適切に評価できない場合があることを指
摘しており、これを改善した指標を提案している。実験・解析結果の綿
密な分析により新たな提案に至っており、優秀な卒業論文と評価される。

コペンハーゲン市におけるローカルプラン策定過程の住民参加シ
ステムを行政資料、コペンハーゲンでのインタビュー、公開ヒアリング
ポータルサイトなど丁寧に調査した論文として評価できる。公開ヒアリン
グで出てきた意見とそれに対する対応もすべて整理したうえで、住民協
議を含んだ計画協議システムとしての要点を考察している論旨は明確
で信頼性があり、知見としても、住民参加プロセスの裁量性と柔軟性
の必要性という重要なものを得ている。ただ、筆者も目的で示しているよ
うに、この結果から日本の住民参加システムにおいて欠けているところな
ど、違いに触れて考察できればさらに実践的な研究となったであろう。

本論文では、地盤も含めて免震構造物の上部構造を1質点に集
約した解析法を示し、本手法で上部構造の最大変位を推定可能で
あるという結論を得ており、実用的手法の可能性を示したことは評価で
きる。この解析法を用いて地盤による減衰が柱状構造物の最大変位
に与える影響についても考察している。かなり簡易的な手法であるが、
実用上問題ない範囲で評価が可能であるとしている。以上により、本
論文は優秀卒業論文賞に値すると考え、推薦するものである。

道路空間における活動の意義と課題を明らかにするべく、遊戯道
路という既存制度に着目したところが本研究の特徴である。東京都文
京区に設置された39カ所の遊戯道路のうち、7カ所について、その運
用・利用実態を住民インタビューにより詳細に調査・分析している内
容は、明快で論旨にも説得力がある。また、今後の発展的な活用の
可能性にも言及し、利用の仕方や運営組織のあり方、道路だけでなく
周辺の施設のあり方、さらには、住民や民間団体が主体的に公共空
間をマネジメントしていく可能性に対して、調査結果から得られた事実
をもとに言及できている部分も研究としての完成度が高い。

中世以後の建築に多用された部材として軒先を支える桔木には
言及されることが多いが、これまで広く通覧した研究はなかった。本研
究は桔木は軒の垂れ下がりにかかわり、文化財の修理においても点
検不可欠な対象であるという研究意義を述べたうえで、軒出や軒荷
重などを指標とし、いくつかの類型に分け、小屋束踏みのものが最も機
能的と判断している。特に構造的評価をも加えている点が優れている。
分析手続きも論理的で、わかりやすく表現されており、科学的論文とし
て完成度が高い。

交番繰り返し軸力を受ける 
短スパンH形鋼梁の塑性変形能力
正会員｜阿部叶子 殿｜東北大学

コペンハーゲン市における 
ローカルプラン策定過程での 
住民参加の実態
正会員｜河合有美 殿｜岐阜工業高等専門学校

地盤の影響を考慮した免震建物の 
インパルス列を用いた 
地震時極限外乱法
正会員｜明橋弘樹 殿｜京都大学

遊戯道路の実態からみた 
道路空間の活用に関する研究
正会員｜内海皓平 殿｜東京大学

中世仏堂建築における桔木構法と 
軒出に関する研究
─修理工事報告書の分析を通して─

正会員｜篠倉一希 殿｜東京理科大学

RC造建築物の
保有水平耐力計算に関する研究
─下層階の部分崩壊層を有する14階建骨組の地震応答─

正会員｜秋山光 殿｜千葉大学

［優秀卒業論文賞］

18 718    1 18 8 5   1 9 5
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［優秀卒業論文賞］

日本の屋外空間には着座して滞留することのできる環境が乏しいこ
とから、屋外公共空間における着座行動の環境特性を明らかにする
ことを試みた研究である。着座環境だけでなく、着座滞留がつくり出す
環境など、時間とともに変化する空間との関係性も含めて分析するとい
う独自の視点を持つことにより、煩雑になりがちな屋外調査を的確にま
とめている。三つの事例考察における状況描写や分析は、論理的に
難解な箇所もあるものの、操作可能な環境要素に注目することで有意
義な結論を導いており、卒業論文として高く評価できる。

本研究は、各種の生活行為に適した照明の照度と色温度を求
めることを目的として、既往研究より数多くの照明条件下で実験を行っ
た。新聞を読む、くつろぐ、足元を確認する、食事をするなどの行為に
適した照明条件を明らかにしたこと、照度と色温度が室内の明るさ、好
き嫌い、快適性、安心などの雰囲気に及ぼす影響を明らかにしたこと
は、今後のLEDを利用した照明制御の要件を提供する有意義な成
果である。また、大量のデータを適切な方法で丁寧に解析し、視覚的
に理解しやすい方法でまとめていることなど、卒業論文として完成度が
高い。

主に古代末期から中世にかけて存在した寺院・神社建築の小屋組
内の二重屋根について、多数の図面や資料に基づいた事例研究であ
り、労作であるとともにまとまった系統的知見を得ている。二重屋根の機能
性や構造的役割について地道な分析を繰り返して分類を進め、時代的
考察も行って得られた結論の実証性は高い。本論文は、雨仕舞や小屋
構造の一部として二重屋根が合理的理由から存在していたことを例証し
ており評価に値する。また、小屋組への貫の採用に伴う二重屋根の消長
と、象徴的な意味合いでの二重屋根の残存状況を建築史上に位置づ
けたことも高く評価してよいと考える。今後の研究の展開も大変期待できる。

本論文では、水蒸気を換気量測定に用いるための検討が行われている。近年、
建築物の環境性能に関するエビデンスが求められるようになってきているが、CO2と環
境影響や簡便性の点で同等である水蒸気について検討するのは重要な研究テー
マである。
論文では、まず、数種のセンサーでステップダウン計測を行い、湿度センサーが

CO2センサーと同等であることを確かめている。また、時定数の影響を換気量算定に組
み入れる手法について検討が行われ、十分な精度を持っていることを示し重要な成
果を得ている。したがって、受賞に値する卒業論文として推薦する。一方で、有効数字
の扱いや分析には物足りない部分もあった。今後の研究の進展に大いに期待したい。

本論文は、近年増加しているサービス付き高齢者向け住宅の居
室内設備に関する利用実態調査をもとに、それらの必要性を考察する
ものである。調査対象の普及状況から見ると、時機を得たテーマと言
える。実態調査により、居室内の台所や浴室設備の利用実態の低さ
が明らかにされ、サービス付き高齢者向け住宅の登録基準が居室設
備の過剰整備につながっている可能性を指摘する論理展開は秀逸
であり、制度設計と利用実態の乖離を指摘しえた点において高く評価
される。以上より、優秀卒業論文賞にふさわしい論文と評価される。 

地震被災建築物の被災状況の自動化判定手法のための基礎と
なる画像診断法に着目し、人工知能を用いてクロマキー合成画像によ
る画像診断の可視化手法の開発を試みた研究である。建築物の外
観写真に剥落等の損傷部のみの写真画像をはめ込んだクロマキー
合成画像は、実際には多数事例が収集しにくい被災写真画像を容
易につくり出すことができる。これらの被災合成画像を学習データとして
人工知能に活用し、画像分析のためのデータセットの最適化や改善
が論じられ、被害領域や被害箇所の検出が良好であることを示してお
り、優秀卒業論文としてふさわしいと評価できる。

屋外着座空間における滞留行動と 
環境特性に関する研究
─ぽっぽ町田屋外広場・自由が丘九品仏川緑道・ 

数寄屋橋公園における使われ方調査を通して─
正会員｜柴戸未來 殿｜東京大学

若齢者と高齢者の 
快適照明に関する研究
─若齢者における生活行為別の室内の印象と照度・色温度─

正会員｜多賀綾香 殿｜奈良女子大学

二重屋根の研究
正会員｜玉井浩登 殿｜京都工芸繊維大学

測定機器の応答速度が 
トレーサガス換気量測定に及ぼす影響
正会員｜杉山顕文 殿｜福井大学

サービス付き高齢者向け住宅の 
居室設備に関する研究
─入居者の生活行動からみる居室設備の必要性と課題─

正会員｜高橋大志 殿｜芝浦工業大学

人工知能を用いた地震被災建築物の
画像診断に関する研究
正会員｜千田紘之 殿｜東北大学

18 718    1 18 8 5   1 9 5

(6)



本研究は、修繕積立金の逼迫度の高いマンションの実態を明ら
かにするために、多摩ニュータウンのマンション所有者の収入、必要
な修繕積立金、逼迫度を推定し、地図上に可視化して示したもので
ある。マンションの築年数、賃貸価格、売買価格の不動産ビッグデー
タと、住人の家族構成、収入、支出の民生ビッグデータを組み合わ
せ、修繕積立金の充足率と修繕不能リスクなどを地図上に可視化す
る手法を提示した点に新規性がある。社会的に重要な問題に対して
学際的な視点から取り組んだ意欲作で、今後の発展が期待される。

漁村集落である出雲崎で、海岸の埋め立て、バイパスの開通によ
る、海との隔絶が個々の町家にもたらした変化を、丁寧な室空間の分
析により解明した研究である。集落全体、19軒おのおのの町家の変
化の図面も適確である。丁寧な実測調査や聞き取りにより、立地する
敷地によりもともとの生業や町家の構成にも相違があり、埋め立ての影
響も異なっている点が描き出されている。現象のみならず、町家に住ま
う人々の思いにも踏み込んでいればと興味は尽きないが、卒業論文と
して高く評価できる。

木骨煉瓦造の建築物の技術史を、構法の多様性に着目しつつ解明
した研究である。アーカイブやフィールドなどの調査において分析や論考
は明快である。耐震性能の低さや補強方法についても言及している。プレ
ゼンテーションも明快である。またこの構法が公共建築に使われた時期や
個人建築に使われた時期などを区別することで、建築史全般との関係づ
けも可能としていることから、技術史的のみならず文化的価値と関連づけるこ
とも可能としている。技術史としては構造的強度についてさらに踏み込んで
ほしいが、文化財修復のための基礎研究として有用であり、なおかつ過去
の技術の歴史的再定位として貢献している、優れた論文である。

高齢期を迎える人々の居住に対する思いをくみ取るため、膨大なヒ
アリング調査をもとにICFを活用した調査シートによる評価指標を確立
しており、研究の意義や有用性の視点から見ても高く評価できる論文
である。また分析手法が明確であるがゆえに対象者に対する思いが
感じられない論文とは異なる点が、本論文の評価をより高めていると思
われるが、意見が分かれるところかもしれない。なお高齢期に限らず
居住選択の実態を客観的に把握するだけでなく、現実とのギャップを
いかに解消するかに対する考察が、よりよい住生活の実現には不可欠
であろう。

マンションの修繕積立金と 
資産価値の関係性の 
空間分布構造に関する基礎的研究
正会員｜長根乃愛 殿｜東京大学

出雲崎町海岸地区における
町家の空間構成に関する研究
─海岸の埋立に伴うトオシニワの改修と室構成の変容─

正会員｜渡部裕樹 殿｜新潟大学

日本における木骨煉瓦造建造物の
構法に関する技術史的研究
正会員｜冨士本学 殿｜東京大学

高齢期の居住選択のための
評価指標の策定
─ICFを応用して─

正会員｜一色紗綾 殿｜日本女子大学

スラムは地球規模での持続可能な開発にとって重大な障害である。国連
人間居住会議ハビタットⅢキト宣言（2016）は、必要に応じて優先事項として質
の高い建物や公共空間を供給すること、利害関係者や居住者を取り込む総
合的で参加型のアプローチを促進することなどを盛り込んでいる。本研究は、こ
の困難なスラムの問題に切り込もうとした研究で、タイ・バンコクのクロントイ地区
で住宅17軒の実測調査、居住者19人へのインタビュー調査などを40日近く
かけて丁寧に実施し、違法な増改築のなかに存在する秩序を見いだし、それ
を道義的合法性として説明した。スラムを理解しその改善を考えるうえで貴重
な視点と成果が得られており、優秀修士論文賞にふさわしい修士論文である。

Licit Architecture 〈道義的合法建築〉論
─タイ王国バンコク都クロントイ70ライ地区を事例とした
居住空間の現状および増改築による変容に関する研究─

正会員｜阿部拓也 殿｜芝浦工業大学

湧水量を把握するため膨大な実態調査、丁寧なモデル作成をも
とにアクションリサーチを重ね推計式を構築し緑地計画の課題を明ら
かにする実行力に敬意を表する。また理論整然と結果を積み上げて
いく論調は完成度が高いが、一方で研究としての背景と目的、研究的
介入の必要性やプロジェクトとしての背景と目的が渾然一体に書かれ
ている点がコンサルテーションを業として実施された業務報告書のよう
にも読め、アカデミズムの観点からどう評価すべきか審査の際に議論
になった。本成果の汎用性や発展性をより明確に提示できていれば、
さらに評価の高い論文になっただろう。

普天間飛行場基地跡地計画における
緑地計画に関する提案型研究
正会員｜榮野川優也 殿｜琉球大学

［優秀卒業論文賞］ ［優秀修士論文賞］ 

18 718    15 18 8 5   1 9 6
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［優秀修士論文賞］ 

震災を受けた建築物の被災度判定と復旧技術の実効性を高める
ことは、平常・災害時のサイクルを踏まえた建築物の保全性を確保す
るうえで極めて重要となるが、本研究では、高層RCラーメン構造を対
象に、耐震性能残存率と最大層間変形角の指標により、設計や診断
で用いられることを目指した被災度評価の方法を提案している。本技
術は超高層RCラーメン建物を含む既存建築物の被害予測に用い
られる可能性もあり、学術的・社会貢献上価値が高い。将来的には
都市構造物の災害時を含めた地域的な持続性評価への貢献も期
待され、優れた修士論文と評価できる。

超高層RCラーメン構造の
被災度評価法に関する研究
正会員｜仁科智貴 殿｜千葉大学

本論文は、巨大災害後の広域的な疎開・移住行動を量的に予測
するシミュレーションモデルを構築し、熊本地震や東日本大震災の事例
を用いた検証を経て、南海トラフ巨大地震への適用と考察を行っている。
モデルの検証では、熊本地震前後の人口移動データにモバイル空間
統計を活用するなど、新たな試みも交えた考察が行われている。また南海
トラフ地震への適用では、産業被災による雇用喪失が人口減少に与え
る影響についても考察しており、先進性も大きい。値の推定精度等、細部
には課題も残されているが、巨大災害後の人口動態に着目し、予測モデ
ルを提案したことは社会的意義が大きく、発展性・将来性も期待される。

本研究は、地域ケア包括病棟という新しい病棟を対象として、全国
アンケート調査と16事例のヒアリング調査によって運営形態や平面構
成、療養環境等の施設実態を詳細にとらえている。最初の体系的資
料としての価値は大きく、特に運営面から施設の5類型を析出した点は
高く評価される。16事例の丁寧な分析によって明示された運営方法の
類型別特徴と病棟空間利用の実践的課題は、同病棟の施設計画に
貴重な成果を与えている。論理構成が明快で完成度が高く、有用性
のある優れた修士論文であり、顕彰に値するものである。

さまざまな環境における建築物のレジリエンス評価とは、その土地の
地域性、人的・技術的な資本蓄積性なども深く関係し、評価方法が
多元的で今は開発途上の段階と言える。本研究は、バヌアツの住宅
を対象に、現地在住を含めた調査に基づき、建材の接合耐力性の評
価、強風災害リスク評価に向けた風洞実験による荷重効果の検討、
災害復旧の労力評価など、バヌアツの住宅資本維持に影響する環境
条件を踏まえた災害時のレジリエンス性を定量化している。著者の意
欲と独創性が感じられるとともに、地域を意識した地球規模での環境貢
献も期待され、優れた修士論文と評価できる。

江戸の大名庭園についての研究であるが、進士、白幡、飛田らによ
る先行研究を批判しつつ、明暦大火、上水整備、拝領沈滞、作庭書
の流行などにより、いくつかの時代に区分されることを示している。庭園の
評価指標として、水源の確保方法、園外の山の眺望の有無（庭園から
の視線が閉鎖的か開放的か）、茶室、「後園」、円錐形築山、「見立
て」、庭園内コレクションの存在など、論点が豊富である。多くの実例を
論じるなかで若干未整理なところはあるが、時代区分や評価指標の提
示において、さらには庭園都市である江戸の都市史そのものの枠組み
をつくる可能性を示唆できていることも併せて、優れた論文である。

難燃処理木材を使用した外装材について、経年劣化による火災
時の安全性に着眼した新規性のある研究である。国内では外装用
に難燃処理木材を使用した場合の劣化試験方法が確立されておら
ず、その重要性を認識させた点は高く評価できる。特に防火性能につ
いて、材料レベルと実大規模で性能を比較・検証したうえで、上階延
焼を想定し、燃え広がり性状までの広範囲な研究成果は特筆すべき
である。今後、促進劣化と実暴露の対応の検証など、さらなる研究の
発展を期待したい。明確な論理展開であり、研究成果の有用性は高
く評価され、修士論文として優れている。

巨大災害における 
疎開・移住行動に関する研究
─東日本大震災の定量分析と予測手法の提案─

正会員｜齊藤健太 殿｜名古屋大学

地域包括ケア病棟の運営実態からみた
施設類型と療養環境計画に関する研究
正会員｜仲間巧 殿｜首都大学東京

バヌアツ共和国にみられる
ノンエンジニアド住宅の
強風災害に対するレジリエンス評価
正会員｜岸田夏葵 殿｜京都大学

江戸武家屋敷の庭園に関する研究
正会員｜内藤啓太 殿｜法政大学

外装用難燃処理木材の経年劣化を
考慮した防火性能評価に関する研究
正会員｜中村美紀 殿｜東京理科大学

18 718    16 18 8 5   1 9 6
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本研究では、風洞実験に基づき風圧係数差が0であっても一定の
換気量が得られることを確認している。また、2開口を有する室モデル
において開口をパラメトリックに配置し、気流の乱れによる換気効果を
風洞実験により明らかにしている。さらに、風洞実験を再現したCFD

解析を行い、モデル周辺風速を実験値とよく一致させている。そして、
微小な風圧係数差の2開口条件でのLESによるCFD解析を実施し、
気流の乱れによる換気を確認している。最終的に、誤差30％以内で
予測できる乱れによる換気の簡易予測式を構築している。以上の優
れた研究成果が得られており、さらに本文中の図表類がわかりやすく
きれいに作成されていることから、優秀修士論文賞として推薦する。

物流施設に取りつけられた大型の庇に作用する風荷重の検討を
行った論文である。庇の風力係数を最大荷重効果に注目しながら提
案すると同時に、 風力を動的荷重効果としてとらえることで疲労損傷の
視点から分析した。上下面同位置同時多点風圧測定を可能な薄
型モデル試験体を製作して風洞実験を行い、この結果に基づいて、
庇に作用する二つの最大荷重効果を考慮した風力係数を提案した。
さらに、耐風設計と疲労照査では焦点を当てて注目すべき風向が変
わる可能性を指摘するなど、得られた成果は多岐にわたる。研究の独
自性、結論の明確さは優れており、優秀修士論文として評価できる。

本論文は、方立壁に棒鋼ダンパーを用いた場合に発生する欠点
を克服するための改善案を提案し、その有効性を要素部材の実験
および有限要素法解析によって明確にしている。要素部材の実験結
果と有限要素解の比較考察から改善案の有効性のみならず有限要
素法による解析モデルの妥当性も明らかにしたことは、ダンパーを組
み込んだ構造物の実用的な設計に寄与すること大であると思われる。
以上により、本論文を優秀修士論文賞に値すると考え、推薦するもの
である。

本研究は、原発事故被災地の住宅屋内放射線評価を目指すも
のである。本研究において特徴的なのは、建物外壁直近に設定する
仮想線源モデルである。これは複雑な建物周辺汚染状況を実用的
に取り扱うための簡易化手法として有用である。これを検証するため
の指向性を有するγ線方向線量測定器の開発およびその検証、そし
て仮想線源モデルを用いた予測手法の妥当性検証を、独創的かつ
丁寧に実施している。現段階では相対的な傾向の再現にとどまるもの
の、絶対値予測のための課題を明らかにした点も評価できる。顕彰に
値する修士論文である。

複数開口を有する室を対象とした
気流の乱れによる換気量の
簡易予測手法
正会員｜藤田拓也 殿｜大阪市立大学

大都市圏で発生する長周期長時間地震動が超高層建物や免
震建物に与える影響については、累積損傷評価等を利用した耐震
性評価の検討が盛んに行われているが、杭基礎の損傷評価にかか
わる研究は必ずしも多くない。本論文では、鋼管杭を有する高層建築
物を対象に、長時間地震動に対する杭の累積損傷評価を遠心載荷
実験と有限要素解析を併用して検討している。長時間地震動による
杭の終局耐力評価を行うとともに、累積塑性歪振幅と基礎部変位の
関係式を提示している。論文としての完成度は高く、今後の発展も期
待できる優れた修士論文である。

液状化地盤における鋼管杭の
動座屈崩壊に対する累積損傷評価
正会員｜的場萌子 殿｜東北大学

大庇を受ける梁に作用する
風力の動的荷重効果
正会員｜畠山智貴 殿｜東北大学

日本の住宅政策の立案について、同潤会住宅制度調査委員会とそ
の周辺の活動を分析し、施策への反映状況を考察した論文である。特
に、同潤会住宅制度調査委員会、同潤会調査課、厚生省社会局住
宅課、住宅対策委員会などの体制が整えられていく過程と人員構成、
個々人の議論についての関連性を緻密な資料調査から検討し、統一
法としての「住居法」の胚胎過程を示している。同潤会にて行われた住
宅施策一般の調査業務に「住居法」の萌芽を確認し、これが厚生省
社会局住宅課の議論にまで展開したこと、そして、結果的に住宅営団法
など個別法のみが現実的対応として施策化されたことを実証している。

戦時下住宅政策成立過程における
議論と調査活動に関する史的研究
─同潤会住宅制度調査委員会による住居法研究に着目して─

正会員｜堀内啓佑 殿｜神戸大学

棒鋼ダンパーを用いた 
鉄筋コンクリート造方立壁の 
有効活用に関する研究
正会員｜森貴禎 殿｜東京工業大学

原発事故被災地域の建築空間を
対象とした放射線解析における
仮想線源モデルの開発
正会員｜山守諒 殿｜東北大学

［優秀修士論文賞］ 
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態
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RC の 有 耐力 に関 る  

の 有 る 14 の  

 
   大  

 
1. に 

1995 年 部 な の大 では

のよ な において壁が ける RC

組には ・ の 大な が生じている。これ

は 数 の や が破 する部分 は 全

と比較して ル ー の できる が な

く の 時 が大きくなるた である。し

かし RC 建築 の 有 平 計算では 大 時

の を算定することは られていない。そのた

部分 の が 大とならない全 に対する

の比率や 有 平 の大きさは な である。

本研究では において壁が けて部分

を 成する 14 建 RC 組を対象として 的 線

解析及び時 解析を行い の比率及び

有 平 の大きさと との関係を分析する。

さらに の想定される 時 を

以 とする の比率及び 有 平 の大き

さの条件を考 する。

2.  

 の 成状 を比率で す として 比

率（pR）を用いる。本研究では の 数を全

数で した 比率（pR1）の に 部分 の

量を全 の 量で した 比

率（pR2）を用いる。 分 は Ai 分 に基づく分

とする。

∑
∑

⋅⋅

⋅⋅
=

iii

iii

hQ
hQ

pR2
θ
θ

全 の

部分 の

ここで 部分 Qi：部分 成時の i の ん

部分 CB：部分 成時の ースシ 係数 全 Qi：全

の ースシ 係数が部分 CB となる i の

ん hi：i の 高 θi： 想 法における i の

である。

3. 解析  

3.1 解析 ース 

対象は 14 建 RC 住 （図 1）の 方向を想

定した 破 の 組である。 方向は同様の

組が しているものとして 解析には平面 ーム

モデルを用いる。 の 定 が する部分

を想定し（図 2 RCT： 全 の 平 ） 
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図 2 図 形 

 性 ン     耐   

RCT

1 解析 ース 

2111 2 の断  

1-D41/2-D38 のよ 1 に 10-D41 に 2-D38  

る D SD390 HD SD490 のせん断 
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×
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0.30 0.45 0.55 0.70
1 1CF0.30 1CF0.45 1CF0.55 1CF0.70
2 2CF0.30 2CF0.45 2CF0.55 2CF0.70
3 3CF0.30 3CF0.45 3CF0.55 3CF0.70
4 4CF0.30 4CF0.45 4CF0.55 4CF0.70
5 5CF0.30 5CF0.45 5CF0.55 5CF0.70
6 6CF0.30 6CF0.45 6CF0.55 6CF0.70
7 7CF0.30 7CF0.45 7CF0.55 7CF0.70

Cu

b[mm] D[mm] 方向 方向 pw[%] b[mm] D[mm] pt[%]

1CF0.30 1250 800 3-D38 5-D38 1.99 700 1200 1.36

1CF0.45 1350 900 4-D38/2-D35 7-D38/2-D35 1.68 700 1200 1.36

1CF0.55 1450 1000 6/3-D38 7/3-D38 1.39 700 1200 1.36

1CF0.70 1650 1000 6/3-D41 10/7-D41 1.59 700 1200 1.36

2CF0.30 1250 900 6/2-D38 7/2-D38 1.06 600 1100 1.06

2CF0.45 1350 1000 10-D41/2-D38 7-D41/2-D38 1.08 700 1200 1.25

2CF0.55 1450 1000 12/3-D41 9/3-D41 1.19 700 1200 1.36

2CF0.70 1650 1050 13/4-HD41 10/7-HD41 1.09 700 1200 1.63

3CF0.30 1250 900 7-D41/3-D38 7-D41/2-D38 1.26 650 1100 1.22

3CF0.45 1350 1050 12-D41/2-D38 8-D41/2-D38 1.13 700 1200 1.49

3CF0.55 1450 1100 13/5-D41 10/3-D41 1.01 800 1200 1.66

3CF0.70 1650 1100 15/6-HD41 10/7-HD41 1.26 800 1200 1.78

4CF0.30 1250 900 8-D41/3-D38 7-D41/2-D38 0.85 650 1200 1.34

4CF0.45 1400 1100 13-D41/2-D38 8-D41/2-D38 1.09 800 1200 1.53

4CF0.55 1500 1150 15/5-D41 10/4-D41 0.96 800 1200 1.90

4CF0.70 1650 1100 15/7-HD41 11/7-HD41 1.26 800 1200 2.22

5CF0.30 1250 950 8-D41/3-D38 7-D41/2-D38 1.26 650 1200 1.46

5CF0.45 1400 1100 14-D41/2-D38 8-D41/2-D38 1.09 800 1200 1.75

5CF0.55 1500 1150 15/6-D41 10/4-D41 1.21 800 1200 2.14

5CF0.70 1650 1150 15/9-HD41 11/7-HD41 1.73 900 1200 2.11

6CF0.30 1250 950 8/4-D41 7/2-D41 0.93 650 1200 1.61

6CF0.45 1400 1100 14-D41/5-D38 9-D41/3-D38 1.09 800 1200 1.90

6CF0.55 1500 1200 15/6-D41 11/4-D41 1.16 900 1200 2.11

6CF0.70 1650 1200 16/9-HD41 11/7-HD41 1.32 1000 1200 2.23

7CF0.30 1250 950 8/4-D41 7/2-D41 0.94 650 1200 1.61

7CF0.45 1400 1100 14/7-D41 9/3-D41 1.09 900 1200 1.68

7CF0.55 1500 1250 15/7-D41 11/4-D41 1.39 1000 1200 2.06

7CF0.70 1650 1250 16/10-HD41 12/7-HD41 1.27 1000 1200 2.23

ース
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比率及び 有 平 を ラメー とした 28
の 組を設定する（ 1）。各 ースの部 面は

成時の ースシ 係数（Cu）が 0.30 0.45

0.55 0.70 となるよ に設定する（ 2）。法 定の

Ds 値の最大値である 0.55 を する ース（Cu 値が

0.55）を ースとする。 では 文 1（

）における A ラ の ん を す

るよ に を する。Cu値が 0.55 0.70 の ース

は文 2 の に関する 定を している。

壁の壁 は 200mm とする。また 合部では

合部 破 1)が生じないものとする。 
3.2 解析方法 

と 壁の と に対しては ーモ

デル（図 3） 及び 壁の ん に対しては

向 モデルとする。 の に対しては

モデルを用い その 性は TAKEDA モデル（

時 性低 数は 0.4）とする。また 解析には P

効果を考慮する。

的 線 解析では 分 は Ai 分 に基づく

分 とする。時 解析では 内部 性 は瞬

性比 （h1=3%）とする。 用 動には 法

告示による第 2 の 動 5 を用い（

3 図 4） 率は 0.5 1.0 1.25 1.5

とする。解析 本数は合計 560（28 組 5 4

率）である。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.3  
 pR1 と pR2 との関係を図 5 に示す。 組の Cu によ

らず pR1 は一定であり pR2 も 同値である。pR2

は pR1 に対して大きい値であるが これは pR2 の算

には 想 法による 量を用いており

は上 に比 て 量が大きいた である。

 
 
 
 
 
 
 
 
4. 形解析 

4.1 有 耐力 
的 線 解析による ースシ 係数（CB）と

全 の 平 （RCT）との関係を図 6 に示す。

す ての解析 ースにおいて 計画した を 成

しており 成時の ースシ 係数は と

した Cuと 一 している。

4.2 ン の変形角 
性 3) を 考にして 的 線 解析によ

る 1 の の （CRu）を算 する

（ 4）。各 ースの CRu は 1/30 1/50 であり A ラ

の 能 （CRu が 1/50 度）1) 以上であること

が かる。次に 的 線 解析による 1

の の （CRS）と RCT との関係を図 7 に示す。

CRS と RCT は 比 関係にあり 比率が小さい

同一の RCT に対して CRS が大きくなる。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3 検討  
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図 3 解析モデル 

pSv [cm/s]

[sec]

1010.1

100

1000

10

0.1
1

h=0.05

↔ の 性1
有 の   

CODE-BCJ 
CODE-ELC
CODE-HAC 
CODE-TAF
CODE-JMA

1CF0.70 T=0.49
7CF0.30 T=0.92

図 4 ス ル 

0.2 0.4 0.6

0.8

0.6

0.4

0.2

0 0.8

pR1  

pR2  

図 5 pR1 pR2 の関係 

1CF 2CF 3CF 4CF 5CF 6CF 7CF 

ース pR1 pR2

1CF 0.07 0.13

2CF 0.14 0.22

3CF 0.21 0.33

4CF 0.29 0.42

5CF 0.36 0.51

6CF 0.43 0.59

7CF 0.50 0.67

4 ン の限界変形角 CRu  

ース CRu ース CRu ース CRu ース CRu

1CF0.30 1/49 1CF0.45 1/47 1CF0.55 1/42 1CF0.70 1/29

2CF0.30 1/48 2CF0.45 1/49 2CF0.55 1/40 2CF0.70 1/33

3CF0.30 1/46 3CF0.45 1/43 3CF0.55 1/40 3CF0.70 1/39

4CF0.30 1/48 4CF0.45 1/48 4CF0.55 1/40 4CF0.70 1/31

5CF0.30 1/49 5CF0.45 1/48 5CF0.55 1/42 5CF0.70 1/31

6CF0.30 1/49 6CF0.45 1/47 6CF0.55 1/43 6CF0.70 1/38

7CF0.30 1/49 7CF0.45 1/48 7CF0.55 1/42 7CF0.70 1/39
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図 6 CB RCT 関係 
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形 最大 最大 間
ル [cm/s] [cm/s2] [s]

CODE-BCJ 52 330 120
CODE-ELC 54 349 60
CODE-HAC 66 394 80
CODE-TAF 56 355 60
CODE-JMA 55 393 60
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5. 解析 

5.1 最大 間変形角 
率 1.0 時の時 解析による ース

の最大 （dRmax）の高さ方向分 を図 8 に

示す。3CF の dRmaxが最も大きく 1/50 度である。3CF

より 比率が大きい ースでは dRmaxは小さくな

り 7CF では 1/80 度である。

5.2 ン の 変形 
時 解析による 1 の の

（CRD）と RCT との関係を図 9 に示す。 比率が

小さい 同一の RCT に対する CRD が大きくなり

的 線 解析と同 の 向がみられる。 に 1CF で

はその 向が く Cuが 0.70 でも CRD は 1/50 1/32 で

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

あり 大きいことが かる。

次に 率 1.0 時の CRD と pR2  Cuとの関係を

図 10 図 11 に示す。pR2 Cu が大きい CRD が

小さくなる。このことから pR1 pR2 に Cu を乗じた

値（pR1×Cu pR2×Cu）と CRD との関係を考 する。

CRD と pR1×Cu pR2×Cu との関係を図 12 図 13

に示す。CRDと pR2  Cu との関係から pR1×Cu pR2×Cu

が大きい CRD が小さくなる 向がより くみられ

る。CRD が 1/50 以 となる ースは 率 1.0 時

では pR1×Cu を 0.16 以上 pR2×Cu を 0.20 以上

率 1.25 時では pR1×Cu を 0.19 以上 pR2×Cu を 0.26 以

上 率 1.5 時では pR1×Cu を 0.27 以上 pR2×Cu

を 0.37 以上であることが かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

CRD [rad]

3/100

1/50

1/100

1/25

0.30.20.1 0.40 0.50.5
pR2×Cu

1/20 CRD [rad]

3/100

1/50

1/100

1/25

0.30.20.1 0.4
C

0 0.50.5
pR2×Cu

1/20

a 力 1.0

 

b 力 1.25

 

c 力 1.5
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5.3 有 耐力の条件 

時に CRD が設定値以 となる 比率と 有

平 の条件（pR1×Cu pR2×Cu）を するた に

CRD に いて不合 率を設定する（図 14）。図中の線

は不合 率 5%の ラ を示している。本研究で

は の部 A ラ の 能 （CRu が

1/50 度）に して 設定値を 1/50 とする。

率 1.0 時の pR1×Cu と pR2×Cu の ラ を

それぞれ図 14(a (b に示す。 率 1.0 時に CRD

を 1/50 以 とするた には pR1×Cu は 0.09 以上

pR2×Cu は 0.13 以上 である。したがって Ds 値を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現行 定の最大値である 0.55 とする場合 Cu は 0.55

以上 されるた pR1 は 0.17 以上 pR2 は 0.24 以
上となる。これは 14 建 組においては 3

以上の ースが 当する（図 5）。 
また 率 1.5 時の pR2×Cuの ラ を図

14(c に示す。同様に CRDを 1/50 以 とするた

には pR2×Cu は 0.22 以上 となり Ds 値を 0.55

とする場合 pR2 は 0.40 以上となる。14 建 組で

は 4 以上の ースが 当する（図 5）。

6.  

において壁が けて部分 を 成する

14 建 RC 組を対象として 的 線 解析及び

時 解析を実 した。その結果 本解析の範囲

内であるが 以 の知 を た。

(1) 1 の の 時 CRD は pR1 ま

たは pR2 に Cu を乗じた値（pR1×Cu pR2×Cu）が

大きい 小さい 向がある。

(2) CRD が設定値以 となる 比率と 有 平

の条件を示す 値として pR1×Cu あるいは

pR2×Cuの値が有用である。

(3) 不合 率 5%の ラ から CRD を 1/50 以 と

するには 率 1.0 では pR1×Cuは 0.09 以

上 pR2×Cuは 0.13以上 率 1.5 では pR2×Cu

は 0.22 以上が となる。

(4) Ds 値を RC の最大値 0.55 とした場合 CRDを

1/50 以 とするには 率 1.0 では pR1 は

0.17 以上 pR2 は 0.24 以上 率 1.5 では

pR2 は 0.33 以上となることが かる。  

数の異なる RC 組を対象として

の に対する 値（ 比率及び

有 平 の大きさ）に いて していきたい。
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1.  
断層近傍地震動は特 的な 数のパルス性 を有し、

これまでに くの研究が する。Kalkan[1]らは、断

層 行方 の fling-step 入力を 1 サイクル正弦波によ
り表現することを提案している。また、Kojima and 
Takewaki[2]は、1 サイクル正弦波の 度波形をそれ

とフーリエ振 の形 が 似で最大値が等価なダブル

インパルスにより 換する手法を提案している（図 1）。
インパルス入力は質点に 的な 度変 を与え、そ

れ以 は自由振動の が るため、エ ル ー

を用いて弾塑性応答の最大値の閉形表現を容易にかつ

り し計算なしで導くことが可能となる。本研究で

は第 2 インパルス後の最大変 を極大にするダブルイ

ンパルスを極限的ダブルインパルスと 。 
方 Luco[3]は、地盤との動的相互作用を考慮した免

震建物の 振 に対する弾塑性応答を、等価

形 手法に基 （入力 ルに して 大）、

り し計算が 要な 方 式を 形で導いて

り、地盤剛性が小さい 上部構造及び免震層の応

答が 大することを明らかにしている。 
本研究では、地盤との動的相互作用を考慮した免震建

物について、その断層近傍地震動に対する弾塑性極限

応答を明らかにすることを 的としている。初めにバ

イリニア型の復元力特性を有する減衰 1 自由度系の極
限的ダブルインパルスに対する弾塑性応答の近似的閉

形表現を導く[4]。次に、地盤との動的相互作用を考慮し

た免震建物を SR ばねにより支持された 2 自由度免震
建物としてモデル し、それを等価 1 自由度系へ縮約
する。この縮約により本研究で導出した極限的ダブル

インパルスに対する弾塑性応答の閉形表現の適用が可

能となる。これを用いて免震建物の最大応答 免震層

最大変形を 精度で予測する。文 [2]に比べて、 自

由度モデルに対する 論を した点が 的な点で

あるといえる。 

 
図 1 ル ル 1 ル  

2. 1 自由度系

の ル ル  
2.1 1自由度系 
本節では、バイリニア型の復元力特性を有する質量

m ,剛性 k ,粘性減衰係数 cの減衰 1自由度系を う。減

衰係数は 後も 定とする。初 剛性に対する 2 次
剛性の比を （以下、2次剛性比と ）とし、 0

とする。 変 と 力はそれぞれ ,y y yd f kd とす

る。弾性時の非減衰固有円振動数、減衰定数、減衰時の

固有円振動数をそれぞれ 1 /k m  , / (2 )h c km ,
2

1 11 h   とする。質点の地表 に対する相対変 、

復元力及び減衰力をそれぞれ , ,R Du f f とする。第 1 イ
ンパルス後及び第 2 インパルス後の最大変 をそれぞ

れ max1 max 2,u u とする。本節では、入力と弾塑性応答の

係を明らかにするため、これらのパ ータは

変 yd と基 入力 度 ル 1y yV d によ て無次

元 もしくは基 した形で表す。ここで yV は、非減
衰の弾塑性系に いて max1u yd となる入力 度であ

り、建物の 度を表す である。 
2.2 変 の 2 近似 
インパルス入力に対する減衰 1 自由度系の弾塑性応
答を、 方 式を解いて導くことは である。小

島ら[5]は、インパルス入力に対する完全弾塑性型復元

力特性を有する減衰 1 自由度系の弾塑性応答を、減衰
力 変 係を 2 次 数で近似することにより導いて

いる。本研究でも同様の手法を用いる。 
図 2 のように、減衰力 変 係を、 度 0 の点

max1( , ) ( ,0)Du f u  を 点とし、 ( , ) (0, )Du f cV  を

る 2次 数で近似する。 

max11 ( / )Df cV u u      (1) 
 

 
図 2 変 の 2 近似 

gugu gugu gu

t
t t

u
max1u

cV

Df



最大変 に るまでに減衰力が した は、(1)式
を 0から max1u まで することにより(2)式のように
得られる。 

max1
max10

(2 / 3)
u

Df du cVu


    (2) 

減衰力 変 係の 2 次 数近似とエ ル ー

を用いて、最大変 max1u が得られる。 
2.3 最大変 の近似閉形解の  
本節では、減衰力 変 係の 2 次 数近似とエ

ル ー を用いて極限的ダブルインパルスに対する

最大変 の近似閉形解を導出する。極限的な第 2 イン
パルスは、第 1インパルス後に び復元力が 0となる
と に作用すると仮定する。第 2 インパルスのタイミ
ングの極限性は時刻歴応答解析により されている。

また、極限的ダブルインパルスの入力 度 ルによ

て、弾塑性応答は CASE 1, CASE 2, CASE 3-1, 
CASE 3-2に けられ、その概要を図 3に示す。 
CASE 1( 2 ル ) 
第 1 インパルス、第 2 インパルス後のエ ル ー

はそれぞれ(3),(4)式のように表される。 
2 2

max1 max10.5 0.5 (2 / 3)mV ku cVu    (3) 
2 2

max2 max20.5 ( ) 0.5 (2 / 3) ( )c cm v V ku c v V u     (4) 
ここで、 cv は第 1インパルス後に び復元力が 0とな
ると の 度であり、 方 式を解くことにより、

(5)式のように得られる。 
2exp( / 1 )cv V h h      (5) 

(3),(4),(5)式より、CASE 1 に ける最大変 max1,u

max 2u は、(6),(7)式のように得られる。 
2

max1 / { (4 / 3) (16 / 9) 1}( / )y yu d h h V V     (6) 
2/ 1

max 2 max1/ (1 )( / )h h
y yu d e u d     (7) 

CASE 2( 2 ル ) 
CASE 1の max 2u が yd と等しくなる から、CASE 

1と CASE 2の となる入力 度 ルは(8)式のよ
うに表される。 

2/ 1 1 2/ (1 ) {(4 / 3) (16 / 9) 1}h h
yV V e h h       (8) 

 

 

CASE 2 では第 2 インパルス後に初めて塑性 するた

め、 max1 , cu v は CASE 1 に けるそれらと同様に表現

で る。第 2インパルス後のエ ル ー 及び max 2u

は、それぞれ(9),(10)式のように表される。 
2

max20.5 ( ) (areaof ABCD) (2 / 3) ( )c cm v V c v V u     (9) 
2 2

max 2 21 4 161 1
3 9y

u h hA A B
d

         (10) 

2/ 11 (4 / 3) , (1 )( / )h h
yA h B B e V V      

(area of ABCD)は図 3(b)の点ABCDで まれた部 の

を表す。 
CASE 3-1( 1 ル )

CASE 2の max1u が yd と等しくなる から、CASE 
2 と CASE 3-1 の となる入力 度 ルは(11)式
のように表される。 

2/ (4 / 3) (16 / 9) 1yV V h h     (11) 
第 1インパルス、第 2インパルス後のエ ル ー

は図 3(c)より、それぞれ(12),(13)式のように表される。 
2

max10.5 (areaof ABCD) (2 / 3)mV cVu    (12) 
2

max 2 max1

0.5 ( ) (areaof EFGH)
(2 / 3) ( ){ (1 ( )}

c

c y

m v V
c v V u u d

 

    
 (13) 

cv は、 max1u に 後復元力が 0となるまでの 動方

式を解くことにより、(14)式のように得られる。 

2 2
{0.5 arctan( )}

max1 1 11 1
h h

h h
c y

y

u
v V e

d




     (14) 

(12),(13),(14)式より、CASE 3-1に ける max1 max 2,u u は、

(15),(16)式のように得られる。 
22

max1 1 1 11
y y

u C C C V
d V

  
      (15) 

max 2 max1

2 2 2

12

1 2

y y y

c

y y y y

u u s D
d d d

s s s v VD D
d d d V

   


    

 (16) 

max1
4 4, , ( )
3 3

c
y y

y y

h V h v VC D s d d u
V V


      

  

(a)CASE 1      (b)CASE 2        (c)CASE 3-1         (d)CASE 3-2 

図 3 CASE 変  
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CASE 3-2（ 1 ル

の の ）

CASE 3-1 の max1u が{1 (1/ } yd と等しくなる

から、CASE 3-1 と CASE 3-2 の となる入力 度

ルは(17)式のように表される。 
224 1 16 1 31 1 1

3 9y

V h h
V

        (17) 

CASE 3-2に ける max1u は CASE 3-1と同様に(15)式
で表される。CASE 3-2 では第 1 インパルス後の最大
変 点と正方 に塑性 が まる点の の減衰力

変 係を 2 次 数で近似することにより、塑性

が まる点での 度 Ev を める。これを初 とし

て、塑性 後の 動方 式を解くことにより、 max 2,cv u

を める。 max 2, ,E cv v u は(18),(19),(20)式で表される。 
2
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2.4 近似閉形解の精度検証及び等価1 ル

時刻歴 解 結 の比較 
極限的ダブルインパルスに対する近似閉形解、近似を

用いない時刻歴応答解析結果及び等価 1 サイクル正弦
波に対する時刻歴応答解析結果の比較を図 4 に示す。
それぞれの入力に対する応答は、近似閉形解によ て

精度よく評価で る。また、減衰定数が大 くなる

近似閉形解と等価 1 サイクル正弦波入力に対する

max1u は良 に対応している。 
 

 
(a) h       (b) 3 1h   
図 4 近似閉形解 時刻歴 解 結 の比較 

 

3. の 考 免震建物の ル

ル の最大  
3.1 の 考 免震建物モデル 
本節では、地盤の影響を考慮した免震建物の極限的ダ

ブルインパルスに対する弾塑性応答を 導する。図 5
のように、免震建物は免震層と上部構造の 2 自由度系
にモデル し、地盤との動的相互作用を考慮するため

に、SRばねで免震建物モデルを支持する。モデルの各
パ ータを次のように 定する。 
免震建物 

上部構造は 1層あたり等質量mで、階 4[m]の N層
建物とし ( )Um Nm 、免震層固定時の を /10N とす

る。構造減衰は 2%とし、上部構造は弾性とする。免震
層は、 グ入り 層 を仮定する。免震層質量

は 2Im m とし、2次剛性比を 0.1I  、 変 を yId

1[cm] とする。上部剛体仮定のもと、免震層が 40[cm]

変形したと の等価剛性で計算される等価 を

4.0[s]とする。また、上部剛体時の構造減衰を 2%とす
る。免震層 さは 2.0[m]IH  とする。3.3 節の数値
では、 80[t]m  , 10N  , 40 0.7 2.0 30[m]UH    と

する。 
 

0 , /Im m r m  とする。地盤の剛性 減衰係数は

Parmelee[6]による式を用いる。 
3

2 4

6.77 / (1.79 ) , 2.52 / (1.00 )

6.21 / (2.54 ), 0.136 / (1.13 )
H R

H s R s

k Gr k Gr

c V r c V r

   

   
(21) 

ここで、 は表層地盤の ア ン比(0.35)、 は表層地

盤の 度(1.8t/m3)、 sV は表層地盤の 断波 度で、

表層地盤は第 1 種、第 2 種、第 3 種地盤を 定して

200,133,100[m/ s]sV  とする。また、各質点の回転慣性

を 2 2
0/12, /12U U I II r m I I r m   とする。 

 

  
図 5 の 考 免震建物 

 

  
図 6 モデルの縮約の  
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免震建物の縮約 上部1質点SRモデルの縮約



3.2 等価 1自由度系への縮約 
図 6にモデルの縮約の概要を示す。初めに、2自由度
免震モデルを 1質点系へ縮約することで、上部 1質点
SRモデルを得る。次に、上部 1質点 SRモデルを 1質
点系へ縮約する。地盤の影響を考慮した免震建物モデ

ルに対する 2段階の縮約により、等価 1自由度系を得
る。以下に各段階の縮約の手順を示す。 
2自由度免震建物モデルの縮約 
上部構造に比べて免震層の質量は小さいため無視す

る ( 0)Im  。これにより、免震層ばねの弾性時には、以

下の動的な力のつり合いが成り立つ。 

U U U U I I I I e e e ek u c u k u c u k u c u    U U U U I I I I e e e ek u c u k u c u k u c uU U U U I I I I e e e ek u c u k u c u k u c uU U U U I I I I e e e ek u c u k u c u k u c u    k u c u k u c u k u c uU U U U I I I I e e e ek u c u k u c u k u c uU U U U I I I I e e e e    U U U U I I I I e e e ek u c u k u c u k u c uU U U U I I I I e e e e   (22) 
ここで、 ,U Iu u はそれぞれ上部構造ばねの変形、免震層

ばねの変形である。また、縮約モデルのばね剛性、ばね

の変形及び減衰係数は , ,e e ek u c である。縮約モデルのば

ねは、上部構造ばねと免震層ばねの直列ばねとする

(1/ 1/ 1/ , )e U I e U Ik k k u u u    。(22)式をフーリエ変
換することにより、(23)式を得る。 

1/ ( ) 1/ ( ) 1/ ( )I I U U e ek i c k i c k i c        (23) 
に非減衰時固有円振動数 /e e Uk m  を代入し、 ec
を(24)式のように得る。 

2

2 2 2
( )( ) ( )( )

( ) ( )
U I I U U I U I e U I U I

e
U I e U I

k c k c k k k k c c c cc
k k c c




    


  
(24) 

上部 1質点 SRモデルの縮約 

基礎質量及び基礎と上部質点の回転慣性を無視する

ことにより、2 自由度免震モデルの縮約と同様の方法
で縮約を行う。 
上部 2 質点 SR モデルに 2 段階の縮約を施すことに
より、2節で示した近似閉形解の適用が可能となる。ま
た、縮約モデルのばねは直列であると仮定しているた

め、免震層最大変形はモデル全体の最大変形から容易

に計算される。 
3.3 等価 1自由度系への近似閉形解適用の精度検証 

本節では、等価 1 自由度系に対する近似閉形解から
免震層最大変形を計算し、時刻歴応答解析により原モ

デル（図 5）に極限的ダブルインパルス及び等価 1 サ
イクル正弦波を入力した結果との比較を行う（図 7）。
極限的ダブルインパルスは、第 2 インパルス後の免震
層変形を最大にするものと定義し、第 2 インパルスの
入力のタイミングを決定した。 
図 7より、免震層最大変形の予測値は、種々の入力に
対する時刻歴応答解析結果を精度良く評価可能である

といえる。また、種々の入力に対する免震層最大変形

に、地盤剛性が与える影響は小さい。 

(a)第 1種地盤     (b)第 2種地盤

(c)第 3種地盤   (d)第 2種地盤、80kine

図 7 免震層最大変形及び時刻歴の比較

4. 結論 
本研究では、地盤との動的相互作用を考慮した免震建

物の断層近傍地震動に対する弾塑性極限応答（最悪入

力に対する応答）を明らかにした。初めにバイリニア

型復元力特性を有する減衰 1 自由度系の極限的ダブル
インパルスに対する弾塑性応答の閉形表現を導出した。

次に SR ばねで支持された 2 自由度免震モデルを等価
1 自由度系へ縮約することで閉形表現の適用を可能と
し、免震層最大変形を精度よく予測する方法を提案し

た。本手法を用いて、パルス性の極限的入力時の免震

層最大変形に対して地盤剛性が与える影響は小さいこ

とを明らかにした。 
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 1. 研究の背景と目的　　　　　　　　　　                                    
　近年、 共空間を活用した わいの創出や地域コ

テ の活性化が多く みられている。今後 ・

運 や人 構成の変化に い 空間の使われ方にも

変化が予想される。しかし多様な主体の利 や 利が

関係する 空間を活用するためには すべき課題

も多く 在する 1）2）。

　 1 2 とは、特定の 日・時間 に 規制

を行って車 行 めとし、 を子 もの 場と

して使用する制度である（写真 ）。 の増加と

場の不足を背景に、1970 年 に 部で んに設

置された。しかし現在ではその多くが ・形 化し

ている 3) 4)。

　本研究は の運用・利用の実態の変 とその

要 を分析することで、現 における 空間活用の

と課題を明らかにし、今後の の 能性を示す

ことを目的とする。

写真 1 の様子（ 者 、2017年 10月1日（日））

　本研究では、「運用」「利用」「日 的利用」「イベン

ト利用」という用 を図 1のように使い分ける。

図 1. 本研究における用 の使い分け

遊戯道路の実態からみた道路空間の活用に関する研究

学部　正会員　内海皓平（東京大学）

2. 調査概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          
2-1. 調査対象
　東 内で に 定されている39 所

の [3] の中から、2017 年 10 月の時点で車 めの

等が 設置される A と設置されない D G の

計 7 所を調査対象に 定した。これらの 規制の

日時は日 ・休日の日中の 4 9 時間である。

やその周辺の特徴は図 2①②の りである。

2-2. 調査方法
　 の近隣に む に対するインタビ ー

調査を行い 表 ）、 の運用・利用の実態や

その変化を把握した。調査対象者はいずれも

の運用や地域活動に関係のある人物である。

表 1 インタビ ー調査 要

2-3. 本研究の位置付け
　 規制が歩行者や車利用者に える を明らか

にした研究（広 ら 1970 5)等）や、 等における

空間利用形態を調査した研究（ 野ら（2002）6)等）は

多く 在する。また子 もの 環境の 点から

の特性を した研究も 在し、中でも 下の研究

1984 7 は、 を取り った数少ない研究の一

つである。しかし、同一の空間が様 な 度・用 で

利用されることに注目し、その利用を える主体や

組みと関 付けた研究は少ない。

　本研究は、 が制度に りながらも、 や

地域コ テ によって長期にわたり多様に運用・

利用されてきたことに注目する。

3. 遊戯道路の運用の実態　　　　　　　　　　　　　         
3-1. 交通規制の実態
　A G のすべてで、車 めの 等が設置されない

り、 があっても規制とは 関係に車の 行

対象 看板等 調査日程 調査対象者
A 毎週設置 2017/10/18  町会長、町会員 2名（1 町会）
B 毎週設置 2017/10/31  町会長
C 毎週設置 2017/10/26  町会長、町会員 1名（1 町会）
D 設置しない 2017/10/31  町会長
E 設置しない 2017/10/25  沿道住民 2名
F 存在しない 2017/11/4  町会員 2名（隣接する2 町会）
G 設置しない 2017/11/1  町会員 3名（隣接する2 町会)

規制を示す

歩行者用 の

車 めの

利用 … 遊戯道路を通行以外の目的で利用すること

運用 … 遊戯道路の実質的な通行止めを実現すること

日常的利用 … 毎週の遊戯等での利用

イベント利用 … 年に数回程度の祭礼等での利用



が られた。 での活動の 全を確保するには

設置等の 置を じて実 的な車 行 めを実現す

る必要があった。

　また少なくとも A E では、 ・ 察 は を設

置し を提供したのみで、 や 会がそれ れ

自に 行 めのための 置を じたことがわかった。

には を する制度等がなかったこと

が推 される [4]。

3-2. 遊戯道路の運用の内容
　運用方法が判明した A E では、 規制の日時に

合わせ 等を設置するのみで、 ・ り等は行っ

ていなかった。 E では 時を除き すべて

の日 ・休日に 等を設置していたが、A では車利

用者への を考 し を設置するのは 日 の

みであった。

　 等は使用しない間は屋外に 置され、設置場所

のそばに立てかけるもしくは に結 付けるのみで

あった。A D では、 ・ 察 から提供された

が不 であるもしくは したという理由から、運用

の主体が自ら や補 的な用具を用 するな の工

夫がみられた。

3-3. 運用の主体と仕組みの変遷
　 会・ と 利用の関わりを図 2 に示し

た。A D は当 制を確立し、 担を分散して 定的

に運用していた。他方個人が運用していた E は、

の運用やクレーム対処等の 担が大きく、 き も

難だった。

　A, は で 子 もの 少に って、当

に占める保護者の割合が った。A は にメン ー

が し、 では明確なメン ー があった。

　 , は当 が 会役 に 定されメン ーの 定化・

高齢化が進んでいる。一方、A,D は 会の役 に関係

なく が運用の主体になっており 的 に

メン ーが更新されてきた。

3-4. 車の利用者への影響
　A E では、 ・ 等の車 は運用中でも

等を動かすな して 行してよいと され

ていた。また運用されていなければ 規制の日時の

間であっても 行してよいと されていた。

法の規定よりも いルールによって、車利用者への

が少なくなるように運用されているといえる 2 。

　また A E の運用者に せられた の内容から、

や車利用者は、 が やイベント等に利

用されている り、多少不 であっても運用の を

めて容 する場合が多いことがわかった。

3-5. 運用を中止する要因
　D では 2016 年、再開 に う の 転により

運用が中 された。それまで に運用されており一

定の利用者がいたことから、 終 後、 が っ

てくれば運用の再開が 能だと考えられていた。

　一方 E では、日 的利用が 少するなか、運用者の

高齢化と近接した他の の工 に う の

行 要の増大が 接的な要 となり 2010 年 に運用を

中 した。また F,G では、日 的利用が 少したため、

・ 等の利 性を して 2000 年 に運用

を中 した。　E G では、 の利用を希望する人

がいたとしても、一度中 された運用の再開は 難だ

と考えられていた。

3-6. 遊戯道路の認知度 [5]

　調査対象者のうち、調査対象の 規制が「

」と ばれることを していたのは A の 3 人、

の 1 人、E の 1 人のみであった。このうち A の 3 人は

2017 年の新聞 4) がきっかけで ったという。また

の 1 人は「 」という言 は っていたが自

分の関 している 規制が該当するとは っていな

かった。A G のいずれでも「歩行者 国」「 コ 」

という が一般的であった。

4. 遊戯道路の利用の実態　　　　　　　　　　　　　          
4-1. 遊戯道路の日常的利用
　日 的利用の主な内容として、自転車等の練 、

場の プール等の設置があ られた（図 2 ）。これ

らの行 は 園等では難しいことが多い。大人は

子 もを るために付き う場合が多く、その間に

大人同 の が生じることがあることがわかった。

4-2. 遊戯道路のイベント利用
　A D,F では、広い空間を活かして、 神神 の例

大 や 会のイベント、より広域の地域イベント、

訓練等での利用があった（図 2③）。これらはいずれ

も、 会が主 する形もしくは 会が場所を し出す

形で行うことが 例になっていた。

　隣接する施設や車庫等を使って や物の一時保

を行ったり（A, ）、 車場を せて使用してより広い

空間を確保する（ ,D な 、 を隣接する空間と組

み合わせて使うことによって、 だけでは難しい活

動が 能になっている 例もみられた。

4-3. 遊戯道路とイベント開催場所の関係
　 会主 のイベントの開 場所は 内に られるた

め、 内に 当な 園等がない 会は を利用する。

A D の 会では、 に 定されている が
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図 2 の運用・利用方法の変 とその要 およ 会・ との関係

内の中 に立地し、 も広かっためイベント利用

に していた。また では、もともと 会のイベント

に利用されていた を、子 もの 場としてより

日 的に活用するために に 定したという経

があった。

　他方 E G の 会のイベントでは、他の や空地

等を利用したものが多かった。理由として が

会の周 部に 置したり、 行 めが他の 会にも

するな 、 を の 会が使うのが難し

い立地であったことが推 される。



注釈
1   本研究における とは、 法に基 き東

会が 定し 規制をする歩行者用 のう

ち、 別が となっているものを す。

2   法上、 規制中の では、 等が設

置されていなくても、自転車を除く車 は 行 め

になる。やむを得ない場合に り 察 長の の

もと 行 能であり、その場合 察 長の 行する

の と注 ・ 行の が課される 8 。

3   　 内の歩行者用 にかかる規制 理デー

タ（2017 年 9 月 28 日時点、東 の情報 開制度によ

り取得）による。

4   下 ）が調査したのは大田 の であった。大田

には の運用を する「子 もの 場 」

という 自の制度が 在した。 会等から推 された

が「 人」に され、 は「 人」の役割や

注 項、 の方法を明 化して「 場 」の運

用を し、 を っていた。現 する「 場 」

はわずかであるとみられるが詳細は不明である。

5   「 」という言 が の 度一般的であったかは

わからないが、新聞 や 察 では複数回の使用が

確 できる。確 できた最も い新聞 は、 日新聞

「 うまれる」（1958 年 8 月 4 日付 ）である。

その後 1970 年 には、 新聞「 を 増　

休みの子供たちに」（1972 年 7 月 18 日付 ）をはじめ

複数の使用例がみられる。

6  「 の 計」 43 年 平成 28 年 による。

主要参考文献
1   （ ） くりパブリックデ イン ンター 著「 共
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か再生手法」2017
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り」学芸出 、2009
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5. 遊戯道路の発展的活用の要因と意義   　  　　　　  　  
5-1. 日常的利用とイベント利用の相互関係
　A D では、 神神 の例大 や 会・広域イベン

トで 1 年を じて複数回の利用があった（図 2 ③）。

A, ,D では子 もが 少した時期でもイベント利用を

させたことが日 的利用の維持に がった。 で

はもともとイベント利用が活 であったため日 的利

用が実現しやすく、 に A,D では日 的利用の 長と

して小規模・高 度化したイベントが 的容 に

画・実施されていた。

5-2. 道路の利用から生まれる交流
　 を 例と なる方法で使用する際には近隣

との が必要になるが、これを の 機として

図的に活用しイベントを 大・ させていった 例

がみられた。A では 会以外の主体（NPO、大学等）が

会の を受けて を対象としたイベントを行う

例がみられた。D では周辺の 等を き んだ

イベントが定着しており、さらに再開 終 後に

は の と新しい の接点となる場として活用

することが画 されていた。

5-3. 柔軟な運用・利用の可能性
　 の運用の方法があらかじめ定められず、完

全に ・ 会に されていたことは、 ・ 会が

それ れに合った運用の方法を主体的に確立すること

に がった 能性がある。結果的に の 量

で多様な利用が生み出されてきたともいえる。

　その 性は一方で多くの の運用の不 定

さをもたらした 能性も できる。

6. まとめ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   
　多くの が形 化した は、 の や

運用の不 定さ、立地に由 する利用の難しさであっ

たことがわかった。しかし、 会・ 主導で 定的

な運用方法と新たな利用方法が生み出され、立地にも

まれた一部の では、 広い ・立場の人

を き んだ活用がみられた。それらは子 もの

という の本 の 図を超えたものであったと

いえるだろう。また、 、 会、 、NPO といっ

た多様な主体の関 しやすさや、隣接空間との 用に

よる活動の広がりは 空間の特性を示 するもので

もある。 の活用を えた運用・利用方法の

用によって、今後の 空間活用の が期 される。
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．

デンマークの都市計画における住民参加は、成熟し

た民主主義を 景に、公と が 完し合い、 に基

づく対 によって実施されている点で されている

1)。このデンマークの都市計画の基 となるのが、市

が策定するローカルプランであり、法 度的には計画

法第 5 章§13 の 2 項で「 規 な土地の分 や 規

な建築や事業( 体を含む)が行われる前と、コムーネ

プランの実 を 実にする必要があるときは、ローカ

ルプランを定めなけれ ならない。」と規定されており

2)、 所 者に対して法的 を持つ。こうした

デンマークのローカルプラン策定過程における住民参

加システムについては西英子 の論文 3)に詳しいが、

個 のローカルプラン分析には んでいない。 
本研究では、 、日本においても必要性が指 さ

れている、土地利用審査 度における住民協議を含ん

だ計画協議システムの 入を する とするため

に、コペンハーゲン市のローカルプランを対象に、個

事例も取り上げ、策定過程での住民参加の実 を

することを目的とする。 
．

a） めに、市 HP 載の行政 4) 、既 研究を

基に、策定過程とそこでの住民参加機会を する。

それと共に、市技術環境部都市開発課へのインタビュ

ー調査注 1)により実際の住民参加システムの運用実

を する。 
b） に、2014 年中に公開ヒアリング完 30 のロ

ーカルプランを調査対象とし注 2)、市の公開ヒアリング

ータルサイト(BLIV HØRT)5)からプランの 要 、

住民参加の を する。 
c） に、b）の分析対象 30 の中から、①土地利

用 分が なり、②多様な協議プロセスを し、③

意見数が多く、 個人だけでなく公的機関や住民組

織・団体な 多様な主体注 3)から意見が せられてい

る No.425-1、502、507 の 3 つを個 事例の調査対象

とし、市 HP 載の市議会の議事録 6)から、聴取され

た意見と行政側の対応 ローカルプラン内容への影

響を調査する。 

． 参  
ローカルプラン策定過程における住民参加として、

計画法 6 章に基づき、8 間の公開ヒアリングが行わ

れる(図 1)。 でも、市(都市開発課に設置されている

都市計画センターが、ローカルプランに関わる業務を

当 7))によって作成されたローカルプラン提案 を、

Web サイト(BLIV HØRT)、図 館、技術環境部の事

務所で見ることができ、また、近隣住民 公開ヒア

リングや市民ミーティングがある場合に必 通 をす

るよう要 している組織には個 で通 される注 4)。意

見の提出は、Web サイト(BLIV HØRT)、E メール、

を用いて注 1) でもできる。 
公開ヒアリング 、都市計画センターは公開ヒ

アリング期間に聴取した意見と開発者からの意見を踏

まえ提案内容を協議する。変更案がある場合、変更に

よって 幅に影響を ける住民に通 され、意見聴取

の機会が与えられる。また、 規 な変更があり、公

開ヒアリングが 度必要であると した場合、追加

協議期間が設定され、2 間の公開ヒアリングを行う

(4-1 で詳 )。協議期間 、ローカルプランが され

ると Web サイトに公開され、近隣住民と意見を った

住民に通 される。 
他にも、計画法で定められていないが、コペンハー

ゲン市では、地域委員会(4-2 で詳 )が公開ヒアリング

期間中に市民ミーティングを行う。これは、既存ロー

カルプランの さな変更や 規 開発の場合以外に行

われ、住民はプロジェクトの詳細を いて意見できる。

都市開発課 員も参加し、ここでの意見を技術環境委

員会(市議会の 任委員会の つであり、環境・気 ・

通問 や都市開発を 当 8))にも したい場合、公

開ヒアリング期間に Web 等で、住民が個々で提出する

開発者 都市開発 内設置 都市計画セン ー 地域委員会 市議会 住民

ローカルプラン提案 を
Web イト、図 館、技術環境 所に公開

公開ヒアリング
8 間市民ミーティング
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取
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か、地域委員会が市民ミーティングでの意見も踏まえ

た意見 を作成し提出する注 1)。 
． 参  
．  

調査対象として 2014 年中に公開ヒアリング完 注 2)

の 30 のローカルプランを 1 に示す。ローカルプラ

ンには、新規策定（新規協議）、既存ローカルプランの

正・追加（改正協議）があり、 ちらも追加協議期

間が設定される場合がある。公開ヒアリング実施期間

は、新規と改正は 8 9 間、追加は 2 3 間あり、

夏 休暇期間を含む場合は 4 5 間延長される注 5)。
意見提出方法は Web サイトが多く、意見数 合が不明

なものを き 体の 8 である。意見数は、ローカル

プランによって 3 211 と らつきがあり、意見が多

いローカルプランには、住居地域、住 混合地域、コ

テージエリアといった住居系のものが多い。市民ミー

ティングは、議事録で 出来たものでは 16 行わ

れており、 体の内約 数であった。 
．  

市議会の議事録の意見 では、公的機関等からの

意見とその他の組織・住民からの意見が分けられて

載されている。公的機関等に分 される意見者には、

地域委員会(Lokaludvalg)、地域協議会(Lokalråd)、
レ レクス ア市、コペンハーゲン博物館、HOFOR、

エネルギーネット、メトロ公社、首都ライトレール会

社があった。ただし、地域協議会は、プランによって

公的機関等に含まれる場合と含まれない場合があった。 
地域委員会は、市内の各地 で市民の意 を市議会

等に える イプ として、地 開発や市民 活に関

する事項を市民と対 ・協議する組織 9)であり、2005
年に市政法 10)で法的に定められた注 6)。コペンハーゲ

ン市では、地域委員会設置以前に、地域協議会と

れる、市民が任意に ち上げた地域住民組織があった

が 11)、市議会への影響 が不十分であるとの から、

2006-2009 年に、市 体を 12 に分けて 12)地域委員会

が設置された。市からは と事務 員が与えられ、

メン ーは、各政 が指 した政治 8 と、地域住

民組織の 者から で 出された 15 である 12)。 
コペンハーゲン博物館は、歴史的建築物の説明や

のための提案を行う 13)。HOFOR は、地域 ・

、上下 、都市 スを提 する、コペンハーゲン市

と他 7 市の共 所 会社である 14)。エネルギーネット

は、 気、 然 スを提 し、デンマークの気 ・エ

ネルギー が所 する した公 業である 15)。メ

トロ公社は、 ・開発・建設とコペンハーゲンメト

ロ運 を行う、デンマーク政 とコペンハーゲン市と

レ レクス ア市の共 所 会社である 16)。首都ラ

イトレール会社は、ライトレールの建設・運行を行う、

デンマークの運 ・建築・住宅 、コペンハーゲ

ン市等の首都地域と他 11市の共 所 会社である 17)。 
公的機関等に分 されない組織としては、持 の所

者で 成される土地所 者協会や共 住宅 とに作

られる協会といった住民組織や環境に関わる ランテ

ィア団体、 ーイスカウト、ス クラ 、学 と

いった組織・団体があった。 
．  

30 の調査対象から抽出した 3 つのローカルプラン

の協議過程を図 2 に示す。No.425-1 と No.502 は追加

協議とそれに せた追加公開ヒアリングを実施してい

るが、加えて、No.425-1 は改正協議と追加協議の期間、

No.502 では新規協議期間に、追加の公開ヒアリング

を実施していることが分かった。住民意見によりロー

カルプランの提案内容が きく変更される場合は、本

文 3 章の通り、追加協議に う公開ヒアリングが実施

されているのに対し、 った日影図の 正や公開ヒア

リング通 の拡 といったプラン内容に影響が

ない場合は、追加協議期間は設定せ 、公開ヒアリン

グのみ追加で実施する場合があることが分かった。ま

た、No.425-1 と No.502 は、住民 リエンテーシ ン

注 1)市民ミーティングは、市議会の議事録で できた 
もののみを記す。 
2)公的機関等の組織は市議会の議事録より てを抽出 
し、その他の住民組織は Web サイトに住民組織 が記
載されているもののみを抽出した。 

市民ミーティング 1)

日 Web Eメール・ 日

2013,6,3 － 2013,9,3 13 1 34 14 8
2013,9,18 － 2013,11,13 8 0 49 4 1

追加 2013,12,11－ 2014,1,3 3 2 61 8 7
506 新規 2014,3,3 － 2014,4,28 8 0 11 5 2014,3,31 9
509 新規 2014,5,14 － 2014,8,13 13 0 11 3 － 3
510 新規 2014,6,4 － 2014,9,1 12 5 10 6 2014,8,18 5
512 新規 2014,7,17 － 2014,9,29 10 4 16 17 2014,9,2 7
522 新規 2014,7,10 － 2014,9,29 11 3 3 6 2014,9,4 3
514 新規 2014,9,9 － 2014,11,9 8 5 33 8 2014,10,21 6
517 新規 2014,9,16 － 2014,11,11 8 0 5 9 2014,10,21 5
516 新規 2014,10,7 － 2014,12,2 8 0 6 4 － 5

309-1 改正 2013,11,14－ 2014,1,31 11 1 1 4 － 3
432-3 改正 2013,12,11－ 2014,2,5 8 0 2 2 － 1

改正 2014,9,1 － 2014,10,27 8 0 54 3 12
追加 2014,11,21－ 2014,12,5 2 0 3 1 4
新規 2013,7,24 － 2013,9,25 9 0 206 5 13
追加 2014,3,7 － 2014,3,24 2 3 93 12 7
改正 2014,2,12 － 2014,4,11 8 2 5 7 4
追加 2014,5,23 － 2014,6,13 3 0 3 7 2

224-1 改正 2014,4,10 － 2014,6,12 9 0 1 2 － 3
2014,5,2 － 2014,7,2 8 5 35 2 6
2014,10,1 － 2014,10,16 2 1 1
2015,7,6 － 2015,8,17 6 0 97 5 6

2015,9,16 － 2015,10,1 2 1 34 0 2
463-1 改正 2014,6,18 － 2014,9,19 13 2 4 1 － 4
410-1 改正 2014,6,26 － 2014,9,23 12 5 4 2 － 6
508 新規 2014,6,30 － 2014,9,29 13 0 30 6 － 6
524 新規 2014,8,18 － 2014,10,13 8 0 7 3 － 8
518 新規 2014,10,27－ 2014,12,22 8 0 5 4 2014,11,20 4

新規 2012,12,13－ 2013,2,7 8 0 14 4 1
追加 2014,3,6 － 2014,3,20 2 0 5 7 1
新規 2014,6,4 － 2014,9,3 13 0 6 5 8
追加 2014,11,3 － 2014,11,21 2 4 4 5 3
新規 2014,7,15 － 2014,9,30 11 0 13 11 5
追加 2014,11,6 － 2014,11,20 2 0 5 6 2

513 新規 2014,9,8 － 2014,11,10 10 1 4 3 2014,10,29 5
209-1 改正 2014,5,2 － 2014,7,2 8 5 3 9 － 5
73-1 改正 2014,5,26 － 2014,8,29 13 4 1 3 － 3

158-1 改正 2013,11,11－ 2014,1,10 8 4 3 2 2013,11,20 3
507 新規 2014,2,7 － 2014,4,4 8 0 71 7 2014,4,20 15 コテー エリア

310-5 改正 2014,4,4 － 2014,5,30 8 0 4 1 － 4 その他

地域

公共目的
515 2014,8,25

511 －

2015,5,19
19

追加

505 2013,1,16

住 合地域

432-4 2014,9,23

503 2014,3,19

76-4 －

425-1
改正

住居地域

数 2) 土地利用用途
日

No. 協議
内容

公開ヒアリング期間 意見数

502
新規

2013,8,20
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が行われており、これは、計画法 5 章§19,20 で規定

されている、既に策定されているローカルプランの事

項を する際に近隣住民等に説明 を り意見聴取

できる機会であり 2）、 でのやり取りを基本として

いるが、住民は 問があれ 、 市に説明を める

こともできる注 1)。No.425-1 は既存のローカルプラン

からの変更という、計画法に基づく運用であったが、

No.502 は公開ヒアリング期間に きく変更されたロ

ーカルプラン案に対して実施されたものであり、市の

裁量で運用されていると考えられる。 
．  

．  
No.425-1 は、住 混合地域であり、テラスハウス、

住宅 、高 ビルの開発計画である(図 3)。住居、

業、公共サービスの利用を目的とし、策定済みの

No.425 の 部エリアを改正し、既存の土地利用用途

を変更するために策定されている。 
．  

意見内容について、公的機関等 、開発者等の土

地・建物を所 する会社からは 2、その他住民・団

体からは意見数を含め、 3 に示す。ただし、 3 の

意見数は、1 人の意見者が 数の で発 している

場合もあるため、 1 の意見数を える。また、 2,3
のハッチはローカルプラン内容の変更に影響を与えた

意見である。 
公的機関等の中で地域委員会と地域協議会の意見

内容は、住民との関係や居住環境等に関するものであ

り、個々の住民の意見と重なるものもあるが、これは

4-2 より、住民との協議を反映しているためと思われ

る。イン ラ 業等、他の公的機関等の意見内容は、

各々の する施設に関する市への説明や であり、

意見なしという報告のみの場合もあった。開発者等の

土地・建物を所 する会社の意見内容は、自社の土地

や建物に関する要 であり、特に開発者は計画内容の

変更を提案していた。 
意見によりローカルプラン内容が変更されたもの

には、①新設テラスハウス北側の既存テラスハウスへ

の日影や覗かれる恐れのために、新設テラスハウスの

建物高さを 減、②No.425-1 の提案に合わない日影図

の 正、③正しい建物の 置を示す敷地図に 正、

存予定の既存 場を 部取り し、学 等 きな容

の建物を建設できるように既存 場と じ容 を維

持したいという開発者の意見に対し、既存 場の容

・高さを維持した新しい建物に建て え可能にした

ものがあった ( 4)。①は既存のローカルプラン

(No.425)の 1 階建 業建築を 2 階建テラスハウスに変

更する計画に対し、日影や 上テラスから覗かれる恐

れにより、近隣住民の 活に 影響があるとの で

あり、改正協議 1 回目、2 回目、追加協議 1 回目と 3
つの協議期間に って住民から意見が出ていた。それ

に対し市は、建物高さ 10m の当初案から、1 回目

の改正協議 に「 上テラスを き 6.5m、 上

テラスへの となる階段スペースを入れ 9.2m」と

変更したが、その の協議期間でも住民から建物高さ

による影響について意見が出たことから、 的には、

「 上テラスの を き 6.5m、 上テラスへは 子

 

No.425-1　改正協議 No.502　新規協議 No.507　新規協議

No.425の策定

住民オリエンテーション

公開ヒアリング

市民ミーティング

市民ミーティング 住民オリエンテーション 決定

追加　公開ヒアリング
【住民意見により変更し
た、プランの提案内容に

ついての話し合い】

決定

決定

公開ヒアリング2回目

【公開ヒアリングの通知

エリアが拡大】

公開ヒアリング1回目

+ 市民ミーティング

公開ヒアリング2回目

【日影図と建物高さのミスの訂正】

公開ヒアリング1回目

追加 公開ヒアリング1回目

【新しいテラスハウスの寸法等の

プランについての話し合い】

追加 公開ヒアリング2回目

【歩道(小道)の移動についての

話し合い】

意見者 意見内容 変更前 変更後

最大建物高さは屋上テラ
スの柵を除き6.5mでなけ

ればならない

屋上テラスへは屋根の
ハッチからアクセスし、階
段スペースを作らない

その他住民・団体
日影図がNo.425-1の

提案内容とは違う

テラスハウスの日影図は
建物高さ6mのものを示す

No.425-1の提案に沿った

日影図に訂正

B社
自社建物が全てイラ
ストに描かれていない

一部建物が描かれてい
ない

正しいイラストに修正

開発者
既存工場の土地と同
じ体積の建物を建設し
たい

既存の工場は維持される
既存の工場を解体し、同
じ体積・高さを持つ新しい
建物に建て替えられる

・Amager Øst
 地域委員会

・Sundby 地域協議会

・A社

・その他住民・団体

テラスハウスの最大
建物高さの低減を要
求

建物高さは最大10mとで

きる

 
  

1回目 2回目 1回目 2回目

テラスハウスへ建物用途変更することの反対 12 4
テラスハウスの建物高さの低減及び、日影の影響と覗き見
されるおそれ

21 14

北ビルと南ビルの建物用途変更の反対 4
南ビルの建築面積増加の反対 14
緑地共用エリアの設置不足 不明

住民の共有エリア不足 不明

歴史的建物(工場)の保存 28
不動産価値の低下 2
私有の駐車場の取扱い 不明

歩道等の交通の安全 不明

プランに対する住民の関与不足 12 1
近隣住民より開発者の利益を優先している 37
既存のローカルプランの維持 4 6 69 21
技術環境委員会会議で承認されなかったプランのままの
提案を市がしている

36

日影図の誤りや不足 10 2
エリア外の高層ビルの図面記入不足 4
提案された敷地内通路の変更の反対 14
三叉路廃止の反対 24
建設用地の位置の誤り 12
敷地内通路を共用道路にすることへの反対 8
敷地内通路が狭い 9

住民と
の関係

プランの
取扱い

配布
資料

敷地内
通路の
取扱い

話題

意見数

改正協議 追加協議

個別の
土地・
建物

41

・  

図  敷地図  

 
( ・ , 

12 ) 

 
( , 2 ) ( ) 

No.425-1  

( ) 
 

( ・ , 16 )

  
( ・ ・

, 1~8 ) 

協議名 意見内容

テラスハウスの最大建物高さの低減を要求

プランに対する住民の関与不足

テラスハウスの建設用地が明確になった
プランに対する住民の関与不足

公開ヒアリング期間が短い

南ビルの建築面積増加の反対

現住民が参加していない住民オリエンテー
ションを市は参考にしてはいけない

追加2回目 車道、自転車道、歩道の幅の確認

テラスハウスの最大建物高さの低減を要求

緑豊かな歩行者専用道路の消失

プランに対する住民の関与不足

近隣住民より開発者の利益を優先している

公開した情報の不足

改正1回目 意見なし

熱供給パイプに注意して建設してほしい

「コペンハーゲン市排水計画2008」における下

水道流域に注意
改正2回目 意見なし

追加1回目 意見なし

改正1回目 地下鉄施設の地役権の継続の許可が必要

追加1回目 意見なし

改正1回目
電気ケーブルの磁力の影響で居住エリアにし
てはいけないエリアの記載を要求

追加1回目 意見なし

保全予定の既存工場の部分的な解体の要求
既存工場の土地と同じ体積の建物を建設した
い
フリーエリアを縮小したい
地上階の用途を小売施設へ変更
小売施設の増加を要求
既存工場の土地における新規建築の建物高
さの増加を要求

改正1回目 テラスハウスの最大建物高さの低減を要求

改正2回目
さらなるテラスハウスの最大建物高さの低減
を要求
覗かれるおそれのため、屋上テラス建設反対
賃貸が進まない他エリアの自社ビルに対し、
当エリアのビルの地上階に小売施設を配置す
るのは不平等

B社 改正1回目 自社建物が全てイラストに描かれていない

メトロ公社

エネルギー
ネット

首都ライト
レール社

改正1回目

改正2回目

追加1回目

改正1回目

改正1回目

意見者

Amager
Øst

地域委員
会

Sundby
地域協議

会

コペンハー
ゲン博物館

HOFOR

開発者 改正1回目

土
地
・
建
物
を
所

有
す
る
会
社

A社

改正1回目
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を用いることで階段スペースを作らない」に変更した。

更に、市は日影と覗かれる恐れを減らすために、テラ

スハウス北側の敷地内通路(図 3 の”新設予定の敷地内

通路”)の幅拡張を提案し、この提案のためだけに追加

協議中の公開ヒアリング 2 回目を行っている。 
他にも、ローカルプランの内容以外に、ローカルプ

ランや開発者と住民の関わりについて、意見が多く提

出されていた。意見内容は、市が開発者の経済的利益

を優先した、住民意見を無視するローカルプランの変

更の反対や、既存のローカルプランを基に住宅を購

入・居住している住民による既存プラン維持の要望で

あった。それに対し市は、ローカルプランは単なる経

済的考慮のみでなく、社会的、機能的、審美的、文化

的、自然環境的考慮をして作成されており、また、都

市開発は動的であり、都市部完成のためにはローカル

プランの調整が必要であると回答している。市へのイ

ンタビューによると注 1)、住民が混乱するので、基本的

にローカルプランは出来る限り変更をしないようにし

ているが、景気変動が影響する場合(当初は事務所ビル

を想定したローカルプランを住宅に用途変更等)や、枠

組みだけ決めたローカルプランの詳細を決める場合は、

ローカルプランの変更が行われるということであった。 
５．結論 

本研究では、ローカルプラン策定過程におけるコペ

ンハーゲン市の住民参加システムと事例分析を通して、

以下のことが明らかになった。 
①意見聴取は、法的義務のある公開ヒアリングを基本

としつつも、熟度の高い合意形成を目指すために、市

の裁量運用により、多様な参加機会を設けると共に、

必要に応じて対応に強弱を付け、繰り返し住民参加プ

ロセスを実施している。 
②意見には、公的機関等や開発者、地域住民組織、個

人からのものがあり、多様な視点からプロジェクトを

チェックしつつ合意形成を図っている。特に地域委員

会は、市民と市議会を繋げ、市民ミーティング等、地

域住民との協議の場を設けて、住民意見を地域に反映

させるよう活動している。 
③意見内容は、土地・建物の利用用途等、ローカルプ

ランの具体的な計画内容に関係するものに加え、策定

過程での住民参加不足等、多岐に亘っていた。そして、

様々な視点からの意見を考慮して、近隣に配慮したよ

り良い都市空間となるようにローカルプラン内容が変

更されていた。また、ローカルプラン内容の変更に至

っていない意見に対しても、市は根拠を示しながら説

明している。 

以上を踏まえ、日本の土地利用審査における住民協

議を含んだ計画協議システムを考えるにあたって、多

様な参加機会を用意するために、自治体による裁量を

持った運用を可能にすることや、市と住民を繋ぐ地域

住民組織による、プラン策定プロセスへの関与を行う

ことによって、近隣や地域環境に合ったまちづくりを

行うことが重要であると考える。 
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関と、公開ヒアリングの Web サイト 5)に意見者として記載さ
れていた住民組織、各種団体の数を、分析対象を抽出する際
の考慮に入れた。 
注 4)インタビュー調査注 1)ではこうした組織は約 20とのこと
であったが、文献 3)p.316 では 98 としている。 
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特定の市業務における意思決定権の移譲を含む地域委員会
の設置を決定することができる。」と法的に定められた。 
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中世仏堂建築における桔木構法と軒出に関する研究 
－修理工事報告書の分析を通して－ 

 
学部 正会員 篠倉 一希（東京理科大学） 

 
１． と目的 

が国の寺院建築では日本独自に発 した構法が

められる。 に中世 時代には を ると軒先が

自らの重みで垂れ下がるという 創 からの を

する 的技術として軒荷重を する桔木と ば

れる部材が 発された。以 、新築にも 存建築の修

理にも多用されていることからも に大きな発明で

あったかがうかがえる。しかしながら、ここまで重要

な部材であるにも関わらず、桔木の構造 性に関する

研究が けられない。また、寺院建築は構造上

不 定なものが多く、 に軒先の垂下は も と

なって り、支 等の が為されている。 
本研究は も 的に行われる新築 び修理

に いて、桔木材の れ えや 存建築に新たな

が 定される桔木の納まりや構造性を明らかにし、桔

木 時の指 となる基礎的 の作成を目的とする。 
２．研究方法 
２－１．研究  

文化庁『国指定文化財等データベース』で 理され

ている国宝 び重要文化財の寺院建築のなかで、技

術 新 である中世創建で び信 の中

である仏堂建築を研究 とする。な 、データ 集

は 建築の修理工事報告書をもとに行うため、国立国

会図書 にて 書 できないものは 外とする。

以上の 下で国宝 29 棟、重要文化財 112 棟となる。 
データを 出する修理工事報告書内の断面図は、竣

工時の図面とし、屋根 に屋根 の大きさを さ

れにくい 断面で 通する。また、寺院建築は正面

に を ける事例が多く、構造 が他面と なる

ため 面軒先の桔木を研究 とする（図 1）。以上の

で断面図と小屋 せ図から桔木寸法を 出する。 
２－２．データ ー 作成 

本研究では、『国指定文化財等データベース』から

出した研究 の建立 代、指定 分、指定 日、

所 、 、屋根（ 、 き材、投影面積、荷重）、

軒（ き材、投影面積、荷重、出、 ）、重数、 行寸

法、梁間寸法、棟 寸法、桔木寸法、桔木尻押え方、

軒先納まりを調 目とし、データ ー 作成のもと、

桔木の納まりや建築自 に及 す影響を分析する。 

な 、屋根 び軒の荷重 出には文部科学省『重

要文化財（建造物）耐震診断指針に基づく基礎診断実

施要領の策定について』の屋根の重量（表 1） び

固定荷重の調整（表 2）を参 する。また、桔木寸法

に関しては、 長を とし、土 から軒先を桔木 a、
土 から桔木尻を桔木 b、土 から押え材までを

桔木 b とし、これらの を以 桔木の「出 」とい

う（図 2）。 

屋 屋 ( )

( )
( なし)

茅 ( し )
( )

下
下
下

表 1 面積あたりの基準屋根荷重 出 

表 2 建築 に る調整係数 

図 2 桔木の出 要図２） 

図 1 研究 １） 
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３．桔木の 要 
３－１．桔木の構法変遷 

桔木にも他部材と同 、構法的変遷が られる（図

3）。もともとは茅負註 1）まで伸びて らず、鼻母屋註 2）

を直接跳ね上げるまでの 割であったが、 時代

から茅負まで伸び、軒先自 を跳ね上げる うに

なる。やがて金物で 垂木を吊り上げることが通例

となり、 り梁註 3）や 桔註 4）と 用することが盛行

していく。また、桔木は軒下支 び内部 の

や組物の 化な の 作用をもたらし、以 木造建

築の発 につながった（図 4）。 
３－２．桔木の定  

桔木と り梁の に ける きには あ

り、文化財研究 、参考書 の 等に り なるも

のとなっている。 こで、本研究に ける桔木の定

としては、屋根 内に っている材で、土 を支

とする の 理を用い、先端が り外部に出て

いる材を桔木材とする（図 7）。また、修理工事報告書

内の部材 明に いて、「桔木」という があるもの

に関しても同 に桔木材とする。 
．桔木の に関する考察 
桔木 の割合に関しては、 事例の 9 割が桔

木を用いている（図 5）。 に中世の仏堂建築に い

て重要な部材であったかがうかがえる。な 、桔木が

ない事例に関しては、屋根 がない、もしくは軒出が

端に いという 合が多い（図 6）。 からは、

桔木 に る軒出の長さの違いが てとれる（図 8）。

建築 に差はあるが、桔木なしの事例木ありは屋根

投影面積が大きくなると 例して軒出も長くなってい

る。このことから屋根の大きさにあった軒出を造り出

して り、桔木が軒出の長さの自 を める 割を

果たしていると考えられる。また、軒出 1500ｍｍを

えるものは桔木が必 部材であると 測される。 

図 4 桔木構法に る 作用 ） 

図 3 桔木構法変遷図３） 

図 7 桔木の基本 理図６） 図 6 桔木なし事例断面図 ） 

図 5 桔木 の割合 

図 8 桔木 に る軒出への影響 
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．桔木尻押え方の違いに関する考察 
－１．桔木尻押え方の分類と割合 
桔木尻の押え方は 種に分類される（図 10）。①「桔

木押え（上）」・・・桔木尻を小屋束等につけた桔木

（横材）で上方 から押さえつけたもの。②「桔木押

え（下）」・・・桔木尻の下にあり、 で桔木と

結した桔木 （横材）を小屋束等に固定し、下方 に

っ張るもの。③「押えなし」・・・桔木尻を固定せず、

桔木自重と軒先の重みを り合う うに保ったもの。

軒先垂下時に桔木尻の 調整で に修理を行える

う された桔木で、 も も軒荷重を支える目的で

されていない。④「小屋束踏み」・・・桔木尻を小

屋束で踏みつけ、屋根の重みを直接桔木に 達し、

の反 で軒先を上げるもの。分類に い、 り分けた

ところ押えなしと小屋束踏みで ８割を めているこ

とがわかった（図 11）。 
－２．桔木尻押え方と軒出 び軒荷重 
桔木尻押え方と軒出の関係から桔木押え（下）が事

例数も なく、軒出もあまり出せていないことがわか

る（図 12）。これは、他押え方 り力学的に不利なた

めと考えられる。 方、他押え方は軒出の が 2000
ｍｍ付近となっている。桔木押え（下）の力学的不利

さが軒出にも影響していると考えられる。 
また、桔木１本にかかる軒荷重を 出すると、小屋

束踏みの が最も大きいことがわかる（図 13）。
桔木尻押え方での力学的 利さが桔木１本で支えてい

る軒荷重にも表れていると考えられる。 
－３．桔木尻押え力 

押え方の桔木尻を押す力 を下 から

出し、力学的 利さを数 としてみていく（図 9）。桔

木押え（下）4185813 と最も押える力が小さく、小

屋束踏みは の の数 を している。このこと

から小屋束踏みが力学的に最も 利であり、桔木押え

（下）が不利であるといえる。 
これは 5－2 の結果と相違はなく、桔木尻押え

方の違いに る力学的差の 明となる。 
－ ．桔木尻押え方と出  
出 b/a の から桔木押え（下）が他押え方

り 出して り、桔木長さが長めに けられている

ことがわかる（図 14）。これは桔木押え（下）が押え

として力の 達がうまく利かず、力学的に不利である

が と考えられる。また、出 b /a の から桔

木押え（下）が く、小屋束踏みが低くなっている。

これは桔木押え（下）が出 b/a 同 力学的不利な

だからと考えられる。 方、小屋束踏みでは屋根

荷重で桔木尻を押えることができるため 利な に

なって り、押え を支 に せても り合いを保

つことができるためと考えられる。 

図 12 桔木尻押え方と軒出 

図 11 桔木尻押え方割合 

18%

3%

43%

36% 桔木押え(上)

桔木押え(下)

押えなし
小屋束踏み

図 9 押え方の 要と 結果 

図 14 桔木尻押え方と桔木出  図 13 桔木尻押え方と軒荷重 

図 10 桔木尻押え方分類７） 
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鼻＋茅 鼻＋茅＋化鼻母屋 茅負 化粧垂木 鼻＋化 茅＋化

桔木押え(上)

桔木押え(下)

押えなし

小屋束踏み

６．軒先納め方の違いに関する考察 
６－１．軒先納まりの分類と割合 

軒先の納まりは３種に分類する（図 15）。①「鼻母

屋押し上げ」・・・桔木の先端が茅負まで達さず、鼻母

屋を直接押し上げ、野垂木を支えるもの。②「茅負跳

ね上げ」・・・桔木の先端仕口を杓子枘差や金物にし、

茅負と接合するもの。③「化粧垂木吊り上げ」・・・桔

木の先端付近に取り付けた吊金具や吊木で化粧垂木を

吊り上げたもの。分類したところ鼻母屋押し上げが多

いことがわかる（図 16）。また、他納まりとの兼用が

多くみられる。 
６－２．軒先納まりと軒出 

桔木が鼻母屋＋茅負に作用する事例の軒出が大きく、

事例数も多いことがわかる（図 17）。これは化粧垂木

の吊り上げが構法変遷のなかで建立時である中世はま

だ主流ではなく、また、外観に影響を与える納め方で

あるため国指定文化財の修理工事段階でも用いられに

くいため、他納まりで桔木の効果を最も発揮できる鼻

母屋＋茅負への作用に事例が集中したためと考えられ

る。また、桔木尻押え方との関係から小屋束踏みと鼻

母屋＋茅負の納まりが最も軒出が長く、荷重も支えて

いることがわかる（表 3）。 
７．結論 

本研究では、国指定文化財で中世創建の仏堂建築の

修理工事報告書内断面図から桔木の納まりに着目し、

軒出や軒荷重との関係を分析することで、以下のこと

を明らかにした。 
（１）桔木が必要な建築は軒出 1500ｍｍを基準とし、

屋根投影面積にあわせて適宜桔木寸法を伸ばしている。 

 
 

（２）力学的不利さから桔木押え（下）は桔木尻押え

方として用いられにくく、外観への配慮等から化粧垂

木吊り上げの軒先納まりは敬遠されがちであった。 
（３）最も機能的な桔木は小屋組内への侵食を最低限

に抑えられる小屋束踏みの押え方で、外観への配慮が

為された鼻母屋＋茅負の納まりである。 
 
■脚注：註 1）垂木の先にあって裏甲を支える横木で軒反りの基

準となるもの 註 2）軒に最も近い母屋 註 3）斜めに架かった

梁 註 4）組物に代わり上方荷重を担うための材 
■図版出典：1）文化財建造物保存技術協会『国宝鶴林寺本堂ほ

か三棟保存修理工事報告書』本堂梁間断面図、2009 2）滋賀県

『国宝金剛輪寺本堂修理工事報告書』梁行断面図、1955 3）①

重要文化財浄土寺阿弥陀堂・露滴庵修理委員会『重要文化財浄

土寺阿弥陀堂・露滴庵及び中門修理工事報告書』竣工梁行断面

図、1965 ②重要文化財勝福寺観音堂修理工事委員会『重要文

化財勝福寺観音堂修理工事報告書』竣工梁間断面図、1986 ③

広徳寺大御堂修理工事委員会『重要文化財広徳寺大御堂修理工

事報告書』竣工縦断面図、1971 ④滋賀縣國寶修理常樂寺境内

出張所『國寶常樂寺本堂及塔婆維持修理工事報告書』本堂断面

図、1941 4）①新長谷寺大師堂修理委員会『重要文化財新長谷

寺大師堂修理工事報告書』実測縦断面図、1953 ②文化財建造

物保存技術協会『重要文化財願成院本堂（愛染堂）修理工事報

告書』竣工梁間断面図、1994 ③文化庁『国宝・重要文化財（建

造物）実測図集 20（奈良県 1）』1970 5）奈良縣教育委員會文

化財保存課『十輪院本堂及び南門修理工事報告書』本堂竣工梁

行断面図、1956 6）長保寺『国宝長保寺本堂修理工事報告書』

竣工縦断面図、1972 7）①立石寺『重要文化財立石寺中堂修理

工事報告書』竣工縦断面図、1962 ②重要文化財善光寺薬師堂

修理委員会『重要文化財善光寺薬師堂修理工事報告書』竣工梁

行断面図、1982 ③重要文化財盛蓮寺観音堂修理委員会『重要

文化財盛蓮寺観音堂修理工事報告書』竣工梁間断面、1965 ④

「4）」と同じ 8）①「3）①」と同じ ②「3）②」と同じ ③

「3）③」と同じ 
■参考文献：ⅰ）文化財建造物保存技術協会『文建協通信 No.105』
『文建協通信 No.121』 ⅱ）中村達太郎『日本建築辞彙〔新訂〕』

中央公論美術出版、2011 ⅲ）濵島正士『日本建築の独自性』

敬文社、2015 ⅳ）文部科学省『重要文化財（建造物）耐震診

断指針に基づく基礎診断実施要領の策定について』屋根の重

量・固定荷重の調整、2001 ⅴ）文化庁『国指定文化財等デー

タベース』http://kunishitei.bunka.go.jp/bsys/index_pc.html 

図 15 軒先納まりの分類８） 

表 3 桔木尻押え方と軒先納まりの相関 

図 17 軒先納まりと軒出 

図 16 軒先納まりの割合 



空間 滞 動と 特性  

 

    

  

．  と  

2011 年の都市 生特 置法 等によりオープ

ンカフェが されていることや 2015 年には KOBE

ークレット実験が実 されるなど、 在屋外に座る

場所（着座空間）を ける取 みが行われ、機運も高ま

っている ）。しかし、このような「座りたいニー 」

のある場所にベンチを置けば 行く人 は座るのだ

うか。 者は人が座るなどの滞留行動を こすには着

座装置 ２）と着座環境 ３）が要 であると 説を持った。 

そこで、本研究では、人は必ずしも 子やベンチの

みに座るものではなく、また周辺環境を めた着座環

境の質が 要であるという視点に ち、３カ所の屋外

空間を対 とし、人の滞留行動や空間特性（着座装置

及び着座環境）における実態の比較分析及び考察によ

り、屋外着座空間における滞留行動と空間特性（着座

装置及び着座環境）の関係性を らかにすることを

的とする。

．   

屋外の滞留行動に関する研究はヤン・ゲールによる

屋外のアクティビティに関する調査 1)2)をはじめ、多く

の研究 3)がある。着座装置に関する研究は、着座装

置の形 、あるいは向きと滞留行動の関係性を らか

にしたもの 4)5)6)、着座環境に関する研究は気 や 度

などの自 が滞留行動に影響することを らかに

したもの 7)がある。しかし、本研究のような屋外におけ

る滞留行動と空間特性（着座装置及び着座環境）の関

係に着 した研究は見られない。

．３  

本研究の調査対 地として、滞留空間と周辺動線と

の の異なる３ 所（ っ 田屋外広場：東

都 田市、自由が ：東 都 、数

屋橋公園：東 都中 ）を 定した。本研究では

対 地についての文 調査および 計者への アリン

グ調査と、 地調査（ ２ 、平日の 11時 16時）を

実 した。調査 は着座空間の使われ方に関する調査

として、 対 地で着座装置ごとに滞留行動を行って

いる利用者の 性（性 、年 ）、滞在時間、活動を調

査した。調査２は滞留行動の空間的広がりに関する調

査として他の滞在者の存在が滞留行動にどう影響する

かを するため、利用者が着座した時点における周

囲の滞在者の様子を調査した。調査方法は、対 地の

様子を調査者が 察し する方法をとった。

 結  

っ 田屋外広場の分析 は、利用人数は っ

田の建物と 田 街・ス ー ックスを

動線から 着座できる E1 で多く、特に複数人滞在

が多くなる、という も得られた。E1は でな

く、座る方向に選択性がある。平 滞在時間の長い A

と C1 は、ベンチの前に植栽があり視界の一部を わ

れている点で共通している。「読書」と「スマホ」、「荷

物整理」は対面にベンチが存在し滞在者が向かい合わ

せに存在する可能性のある B と Dの箇所で多かった。 

っ 田屋外広場ではある時間 において、同じ活

動が対 地全 に

広く発生している

例が多く見られた。

活動自 は時間

によって りがあ

り、例えば 13:30

13:44 では「会話」

と「休憩」、15:00

15:14 は「会話」と

「スマホ」の活動が

全 に広がっている。

（ ）以 の から、 っ 田屋外広場の使わ

れ方の実態については、活動において「荷物整理」が

22 あり、荷物を持ちつつ く 田の の 方の表

れといえる。また、「休憩」が多く、滞在時間は 10分

弱が主であり、 かしらの活動ではなく、座ること自

 結  



図１　ぽっぽ町田屋外広場における結果

図４　数寄屋橋公園における結果

図３　九品仏川緑道における結果



が求められている場所だと考えられる。

３ 結  

自由が 駅 口から に する と の 点

近（E、K、L）で利用人数が多い。複数人滞在は対

面にベンチがあり、向かい合わせに他の滞在者が存在

する可能性のある A、E、L、Mで多い。一方、複数人

滞在の少ないのは Bと Cであり、どちらも りのあ

るベンチである。平 滞在時間の長い B、J、Kの共通

点は の前に植栽が存在することである。活動に関し

ては「荷物整理」が も多かった D（ ）は対

リアの中で 一 と平行でないベンチであり を

横断する際にはその動線から 座ることができる。

「荷物整理」が必要性が生じて こる活動だとすれば

通過行動の途中で使いやすい点は 要だと考えられる。 

では対 リア全 で同じ活動が こ

る様子は見られなかったが、近 する ２）ベンチ２、３

分の小さなス ールで同じ活動が行われていた。

では、沿 で買い物した人の「荷

物整理」、周辺 で したものを「 る」「

む」などの周辺 と連 した利用がされている。

４ 結  

全 的に見ると 通り の方がよく使われている。

また、 方 の長さのあるベンチ（あ け）より、D

Iの特 な形 のベンチの方が利用人数は多い。また、

東 プラザと 座フ イブを 動線沿いのベンチは

方 のベンチの中では利用人数が多い。合計滞在

時間はベンチの 集している「え」、「お」、Eの リア

で長くなっており、利用人数の多さと同じ傾向である。

活動に関しては く人の利用が多い分、「スマホ」が非

常に多かった。「電話」に関しては、 行中に電話がか

かってきて近くに座れる場所があったので座る、とい

う であり、「荷物整理」同様、必要が生じて行われ

る活動であった。どちらも公園の外 で周囲の通過動

線から近い G、H、Iで多く見られた。 
同時 に同じ活動が多く見られる場合、それがどの

ような で成 したかをみると、一人 の滞在者の近

くから同じ活動をする滞在者が えていき、 的に

対 リア全 で同じ活動が広がる様子が見られた。

また、対 リア内で活動に りがみられ活動の ー

ニングのような が発生している時間 が見られた。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

以 の を まえ、数 屋橋公園の使われ方の実

態は が 滞在で、活動としては「スマホ」が非

常に多く（91/244）、他者の活動 を感じにくく、一人

の活動が共存する着座空間が成 していると考える。

特 ベンチでは が の向きを調整することで、

近い距離で同時利用が成 していると考える。他の滞

在者の存在が滞留を引き せるとすれば、着座空間に

おいてベンチは多い方が良いが、人間には心理的領域

が存在し、あまりに他者と近い は好まれない。数

屋橋公園は特 ベンチを ることで、高 に 置

された着座装置が使われる を実 させている。

５  

対 地での滞留行動と空間特性の関係の から

共通してみられることを取り る。

５．  と空間特性 

共通点は広場内を横断する動線沿いの着座装置で利

用人数が多くなる点である。着座空間が使われるには、

滞留空間の周辺に人 の 的地となるような人気のあ

る を 置し、「座る」以外の 的で広場内まで人を

引き むのが 要だと考えられる。

５．  滞在と空間特性 

共通点は複数人滞在が一緒に滞在する人との距離の

取り方に 通性のある着座装置で好まれた点である。

っ 田屋外広場・数 屋橋公園では、向かい合わ

せに近い 置関係で滞在できるような意 でデザイン

されているが、そのような使われ方はされず、３人以

下の複数人滞在は全て横並びで行われていた。複数人

滞在はたいてい「会話」を う活動である。屋外の着座

空間は 地等を って作られスペースにゆとりがあり、

が拡 する に自動 ・ 行者などさま まな種類

の がする。そのため、むし 会話などは な都心

 結  



のカフェより屋外の方が周囲を気にせず行うことがで

きる可能性がある。複数人滞在が多い場所は同じ人数

がスマホを操作する場所よりも他者の活動がはっきり

と感じられ、活気がある滞留空間になると考えられる。 

５．３ 滞在時間と空間特性 

共通点は着座した際に適度な遮蔽が視界にある場所

で滞在時間が長くなった点である。完全に囲まれてい

るわけではないことが居心地のよさを生む可能性があ

る。非常に短時間の滞在は、好ましい場所を選択して

いる様子はなくどこでも見られた。公共空間は自由に

過ごしてよい空間であるから滞在時間に関わらず居心

地よく過ごせるのが理想である。短時間滞在は場所を

選ばずにされる傾向があるので、長時間居心地よく過

ごせる着座環境が存在することでさらに多様な過ごし

方が可能になると考えられる。 

５．４ 活動と空間特性 

「スマホ」は非常に多かった。「スマホ」と同じよう

に手元に意識が集中する活動として「読書」があるが、

これら周囲への関心が低い活動は対面に向かい合わせ

で着座できるようなベンチのある場所でも行われ、周

辺環境に対する好ましさが少ない可能性がある。 

「荷物整理」と「電話」は座る必要が生じてベンチを利

用する活動であり「着座」に対する意思の弱い活動と

いうことができる。この２種類の活動はアクセスのし

やすさが場所の選好に大きな影響を持っている。 

５．５ 考察 

例えば、「読書」するつもりで来た人にとっておなじ

ように本をよんでいる人がいることは、その環境が「読

書」に適していることを示し、心理的な安心感がある

と考えられる。人の活動は活動を誘引し、着座空間で

行われている個の滞留行動は完全な「個」ではなく他

の滞在者と影響し合っていると考えられる。座る場所

が十分にあり選択性があるような場所においては滞留

者の存在が用途を規定しているといえる。また、滞在

する人の移り変わりとともに用途も移り変わる。 

６ 結論 

本研究では、３箇所の屋外空間の人の滞留行動や空

間特性（着座装置及び着座環境）における実態の比較

分析及び考察により、以下の共通点が得られた。 

・着座空間を横断する動線沿いで利用人数が多くなる 

・複数人滞在は横並びで行われ、一緒に滞在する人と

の距離の取り方に自由度の高い着座装置で好まれる。 

・植栽等により視界に適度な遮蔽があると滞在時間が

長くなる傾向がある 

・好ましい着座環境を選択して着座し、滞留行動を行

う。そして滞留行動を行っている間はベンチを取り巻

く環境を形成し他者の滞留行動に影響する 

屋外着座空間における滞留行動と空間特性（着座装置

及び着座環境）には関係性があることが分かったが、

ある空間特性をもつデザインは複数存在することも分

かった。同じ着座空間でも買い物途中に休憩するよう

な過ごし方や、ゆっくり時間を過ごす滞留空間が望ま

しいかなど、地域に必要な姿は異なる。屋外空間を作

る際には、その地域に必要な滞留空間を、地域で過ご

す人の求める滞留行動から考え作ることが必要だと考

えられる。 

注 

1) 2014年には国土交通省主催の「プレイスメイキングシン
ポジウム」では、ヤン・ゲール氏が来日し「人間中心の
公共空間」について説いた。また、2017年には「2017都
市環境デザインフォーラム・関西『日本のまちに座る』
―公共空間を豊かにするデザイン―」が都市環境デザイ
ン会議関西ブロック主催で開催されるなどの機運の高
まりがある。 

2) ベンチと、ベンチではないが座ることのできるもの（二
次的着座装置、セカンダリーシーティングとも呼ばれる）
を合わせたもの 

3) 着座装置が置かれている空間の性質（動線との関係性、
見えるもの、植栽の様子、周囲の滞在者など） 

4) 座る場所が十分に集まり、選択できる公園、広場など 
5) 向かい合わせ、斜め前、隣のいずれか 
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若齢者と高齢者の快適照明に関する研究 
若齢者に る生活行為 の室内の と照度・色温度  

 
学部 会 （ 子大学） 

 
は に（第 章）

の高齢 に するために、 い 齢 の

視 性に した快適照明の提 が本 の 目

的である。 行 では、照明 について、定 なら

に ・ 色 の検討を行っているが、照明

に がなくても室内の雰囲気に があれ 快適な

照明とはい ない。

こで本論文では、生活行為に 目し、照度・色温

度の影響を に検討するために 定条件を 行

よりも増やし、定 の生活行為別室内の雰囲気につ

いて、ま は若齢者を に検討する。 して、各照

明下における適当・ 適当な生活行為を明らかにする。

要

環境（第 章）

表 に実験 要、図 、図 に実験室を示す。実験

は、 さ 7.5 、内 色の実験室において、照明

として の LED ー を い

て行 。本 では定性的な検討を目的とし、 験者

は若齢者 8 20 22 である 図 。

件（第 章）

実験条件は 上 中 の照度 30 950 lx の 7 、

色温度 2770 4770Kの 5 であり、これらの み

の 、 32条件 行 9条件 を 定して

いる。 表 ・図 。

（第 章）

実験 を図 に示す。 験者は、 室 の条

件に 10 する。 の 、表 に示す評価項目につ

いて 定された各生活行為を行 ことを 定して、評

価を行 。評価 、 の条件が 定され、 験者

は、 の環境に 、評価を行 。引き続き、 示

条件の と評価を り す。 験者は 条件を 3

験し、条件は に 示する。また、 間

は、照度・色温度の に し、 定した評価が得ら

れる 間を検討し、20 5 とする。

評価 （第 章）

内で行 れる 要かつ 本的な生活行為の 、

「新聞」「足元確認」「食事」「団欒」「くつろぐ」「睡眠」

の 6 行為を り上 る。評価項目 表 は、 照明

についての項目、 生活行為別の明るさ・色味の許

容度、 適当な行為、 生活行為を 定した の室

内の雰囲気 7 の 容 , 7 SD である。

色 照度

照明

照度

色温度

大 照明
率

色

照明 の

照
度
（
色
温
度
）

表 要

図 室 図
図 室 図

図 齢と 図 件（ 上 中 ）

図

表 評価

照明 の 行為 な
色 明るさ 色味 明るさ 色味 の快 快度 度

行為 新聞 足元確認 食事 団欒 くつろぐ 睡眠 の
明るさ 色味 の 度

適当な行為 適当な行為

行為 の の
明るい い 色味のある 色味のない
きな いな る な く ない

る る 快適な 快な

バブルの

色
温
度
［
］

照度［ ］

本 行  

色 照度
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＊塗りつぶしは 以上＊塗りつぶしは 以上

申告率の定 （第 章）

評価 度に 間 性の 証がないため、本論文では、

ではなく、 に申告率を いて を行 。

図 、図 に 申告率およ と物理量 照

度・色温度 の関係、図 に 申告率と の関

係の 例を示す。申告率が 0 100%の 囲まで く

し、物理量の影響により大きく する申告率を

いることとする。明るさの許容度では「かろ じて

許容できる 許容できる」、快 快度では「やや快適な

に快適な」の 申告率が条件に当てはまる。

れ れ許容側申告率、快適側申告率と し 表 の

色の の 申告率 、これらを いて を行 。

各種生活行為と適 な照度・色温度（第 章）

照明光の色（評価 ）

照明 の色は、3560K以下では照度に関係なく、

色、 色、4080K以上では 80 lx以下では 色、270 lx

以上で 色と感じる。図 の色味感との関係を見ると、

色味のある側申告率が 60%以上では照明 の色を 、

色、15 25%では 、0 8%では を選択している。

生活行為 の明るさ・色 の 容 囲（評価 ）

図 に明るさと色味の許容 囲を示す。明るさ、色

味とも生活行為によって許容 囲が異なる。

明るさの許容度は、「新聞」、「足元確認」、「食事」、

「団欒」、「くつろぐ」は、色温度に関係なく照度が高

くなると、80%以上の許容 囲を得られる。また、「睡

眠」は 30 lxの条件では、80%以上の許容 囲を得られ

る。色味の許容度は、「新聞」「足元確認」「食事」「団

欒」は、照度と色温度が高いほど、「くつろぐ」は、照

度に関係なく、色温度が低いほど、色味を許容できる。

「睡眠」は、照度、色温度が低いほど、許容できる。

図 照明光の色の選択率

図 明るさの 容に る 申告率と 量の関係

（新聞の ： ： ）

図 快 快に る 申告率と 量の関係
（新聞の ： ： ）

図 申告率と の関係

明るさ 率 色味 率

図 生活行為 明るさ・色 の 容 囲

表 申告率の定
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］
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生活行為 の室内の雰囲気（第 章）

生活行為と評価 の

各物理量と生活行為 評価項目との関係を SD

を いた の である ー

ル、およ を いた を いて検討する。

図 の ールより、生活行為は「新聞」

「足元確認」とい 視作業性の高い行為、「食事」「団

欒」「くつろぐ」とい 視作業性の低い行為、「睡眠」

とい 視作業を ない行為の 3つに される。

評価項目は、1 照度の影響を ける項目 明るい 、

2 色温度の影響を ける項目 色味のある 、3 照度・

色温度の影響を ける項目 きな、 する、

く、 中する、快適な に される。また、

を いた の結果 表 でも同様に 3 つの

が される。

室内の雰囲気評価（評価 ）

で された評価項目 とに結果を示す。

図中のバブルの大きさは各評価の申告率であり、塗り

つぶしは、申告率が 60%以上の条件である。

照度の を る （明る ）

図 に示すよ に、「明るい」の項目では、生活行

為に関係なく、照度が高くなるほど明るい側申告率も

高くなる。また、照度が高くなるほど生活行為による

いが明 である。

色温度の を る （色 のある）

図 に示すよ に、「色味のある」の項目では、生

活行為や照度に関係なく、色温度が低くなるほど、色

味を感じる。

照度・色温度の を る （快適な）

5 項目の 、「快適な」を例に結果を示す。図

は快適側申告率を 高 図に とし ものである。

生活行為によって快適と感じる照度・色温度の 囲が

異なる。「新聞」「足元確認」「睡眠」では、い れの条

件においても申告率が 80%を ていない。視作業性

の高い行為「新聞」「足元確認」は明るい環境、視作業

を ない「睡眠」は暗い環境を快適と感じる。「食事」

「団欒」は、3030K以下、700 lx以上では 80%以上の

申告率が得られる。また、「くつろぐ」は、3560K以下

で 270 700 lxであれ 、80%以上の申告率を得られる。

これら視作業性の低い行為は、照度が高く、色温度が

低くなるにつれて快適と感じる。しかし、「くつろぐ」

は照度が高す ると 快に感じる。

想定行為なしの との

図 に 行 の 定行為なしの結果を で示

す。行為を 定する と 定しない で の

いが見られた。「快適な」の項目では、「新聞」「足元確

認」は 定しない よりも快適と感じる 囲が い。

の 4行為では 定しない と異なり、 定する

では色温度の影響が大きい。生活行為の 定の

で色温度の影響に明らかな いがあり、生活行為を

定することが 要である。

色味 明るさ

る

快適な

く

きな

る

色味のある

明るい

率 %

率 %

い

色味の
ない

いな

な
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る

快な
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色味の
ある
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る

く

る

快適な

度

表 子 （ 子 ・ ）

図 ー

図 明る 側申告率
（ に明る 明る ）

図 色 のある側申告率
（ に色 のある 色 のある）

新聞 足元確認 食事 団欒 くつろぐ 睡眠

照度［ ］

色
温
度
［
］
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照度［ ］

色
温
度
［
］

新聞 足元確認 食事

団欒 くつろぐ 睡眠
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ー：想定行為あり ：想定行為なし適当な生活行為（評価③）（第 章）

適当な行為

図 に適当な行為と物理量の関係を示す。図中の

バブルの大きさは適当とする申告率であり、塗りつぶ

しは申告率が 60％以上の条件である。

「新聞」「足元確認」は、照度、色温度が高くなる

ほど適当な生活行為の選択率が高くなる。照度の影響

は色温度が高いほど、色温度の影響は照度が高いほど

顕著にみられる。視作業性の高いこれらの行為では明

るさが必要とされる。「食事」「団欒」は、照度が高く、

色温度が低くなるほど選択率が高くなり、「くつろぐ」

は、色温度が低くなるほど選択率が高くなる。「食事」

「団欒」は 3560K以下 490 lx以上の条件、「くつろぐ」

は照度に関係なく、3030K以下の条件で 60%以上の選

択率が得られる。「睡眠」は、照度、色温度が高くなる

ほど、選択率が低くなる。30 lxでは 60%以上と高い選

択率が得られ、80 lx以上では色温度が低くなるほど選

択率が高くなる。「睡眠」は、暗く暖色系の色味のある

環境が適している。これらの結果は図 に示す快適側

申告率と密接に関係しているため、引き続き両者の関

係について検討を進めていく。

適当な行為と室内の雰囲気との関係

表 に生活行為「新聞、くつろぐ、睡眠」、評価項目

「明るい、色味のある、快適な」を例に、適当な行為

と室内の雰囲気評価との関係について示す。

「新聞」の選択率が高くなると明るい側、快適側申

告率も高くなる。「新聞」は明るい環境が適しており、

快適と感じる。「くつろぐ」の選択率が高くなると、色

味のある側申告率、快適側申告率は高くなる。「くつろ

ぐ」は暖色系の色味がある環境が適しており、快適と

感じる。「睡眠」の選択率が高くなると明るい側申告率

は低く、快適側申告率は高くなる。「睡眠」は暗い環境

ほど適当な行為である。

総括（第 章）

本論文では、若齢者における生活行為別の室内の雰

囲気について定性的な検討を行い、照度・色温度と各

生活行為に関する雰囲気評価の関係を明らかにした。

また、各照明条件下における室内の雰囲気評価と適当

な行為との関係についても明らかにした。同じ照明環

境であっても生活行為によって照明環境の許容度・快

適性などが異なることが確認された。

引き続き、高齢者についても同様の検討を行った上

で、データ数を増やし、生活空間での実証実験を経て、

定量的にも信頼性のある知見を提供する。

＜参考文献＞

井上容子，上埜亜由美，大江由起：若齢者と高齢者の快適照
明要件関する研究 その 各種生活行為に適した光量と光色，日
本建築学会近畿支部研究報告集，第 号・環境系， ，

）大井尚行，笹尾円，高橋浩伸：生活行為を想定した室内の照
度・色温度の好ましさに関する研究，日本建築学会環境系論文
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の居室設備  

- 居 の 居室設備の必要性と - 
 

    
 

 
． の と  

日本の 65 以上の高齢者人口は、1950年には総人

口の 5%以 であったが、1970 年には 7%を え（高

齢 社 ）、さらに 1994年には総人口の 14%を えた

（高齢社 ）。その さらに高齢 は上 を け

2007 年には高齢者の人口は 高齢社 の基準となる

21%を えた。このように高齢 が に進 で、

平成 23 年に高齢者の居住の 定確保に関する法 が

改 され、10 に国 省・ 生 省の共同所

により「サービス付き高齢者向け住宅」（以 、サ高住）

が 度 された。サ高住とは高齢者の を えるサ

ービスを提供する リア リー構 の住宅である。高

齢社 が する 、日常生活や に不 を く高

齢の 者や の の の に対 した高齢者

住宅の必要性が高まっている。現 、サ高住は ー

の高まりや、1 戸あたり 100 の が り

ることもあり、 度開 から開設は え け、平成 29
年には 22 2737 件のサ高住が登録されている 1（

）。 の高齢者 設とは なり、サ高住の入居者は利

用する サービスを自らの で ことが 来る

、 らしの自 度が高く、自 から要 度 5 の高

齢者まで入居していることが である。 てのサ高

住の居室には高齢者住まい法によって居室設備 5
（台所・便所・収納・洗面・浴室）の設置が原則 務

付けられているが、サ高住の 性から居住者の生活が

人で きく なる事は明 である。本 は サ高

住の居室設備に 目し、居室設備完備型（居住部に便

所、洗面、浴室、台所、収納設置）のサ高住と居室設

備不完備型（居住部に便所、洗面、収納設置）のサ高

住を ー 面・ ト面から 分 し 者の 性の

いを明らかにし、 入居者の居室設備の利用頻度を

把握することにより、高齢者住まい法による登録基準

の要件となっている居室設備 5 （台所・便所・収納・

洗面・浴室）の利用 を把握、分 することを目的

としている。高齢者住まい法によるサ高住の住宅・サ

ービスに関する要件を表 に、居室設備完備型住宅と

居室設備不完備型の概要を表 に す。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 の  

表  の 要  

 
 
 
 

表  備 と 備 の居室設備  

 
 
 
 
 

．  

 本 では、基本情報の調査と現地調査を行った。 
（ ）基本情報の調査： （ 、 、

、 ）に所 するサ高住（1272 件）のう 、

団法人高齢者住宅推進機構が提供している「サービ

ス付き高齢者向け住宅情報提供システム」2 に運営情

報（表 ）と登録情報（表 ）を 開しているサ高住

が 289 件ある。その内、情報の が しいサ高住か

ら に 72 件（居室設備完備型住宅：37 件、居室設備

不完備型住宅：35 件）を調査の対 とした。表 1、表

2 の けの 目を し表計 トによって整

理したの 、居室設備完備型住宅（便所・洗面・浴室・ 
台所・収納設置）と居室設備不完備型住宅（便所・洗

面・収納設置）で 分 を行った。（ ）現地調査：

に所 する 7 つのサ高住（居室設備完備型住宅

4 件、居室設備不完備型住宅 3 件）で現地調査を行っ

た。調査対 7 件それ れの管理者に によりア

ントを った。共用部分の見 （7 件）、専用部分の 

112
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表   

 
 
 
 
 
 
 
 

表   

 
 
 
 
 
 
 
 

表５ 居  

 
 
 
 
 
見 （5 件）、管理者を対 としたヒアリング（7 ）、

居住者を対 としたヒアリング（28 ）を行った。居

住者を対 としたヒアリングにおいて、各居室設備の

利用頻度を「週 日利用」「利用無」の で 答を

めた。居住者ヒアリングの 内容を表 に す。 
． の  

提供されているサービス（ ）：食事のサービス

提供は完備型住宅で 97%（3 件/37 件）、不完備型で

100%（35 件/35 件）となっており、 てのサ高住

で食事サービスの提供が行 れている。また、不完備

型は「 」94%（33 件/35 件）、「 事」100%（35 件

/35 件）、「 維持」91%（32 件/35 件）と高い を

していることに対して、完備型は「 」57%（21 件

/37 件）、「 事」24%（9 件/37 件）、「 維持」35%（13

件/37 件）と低い を しており、完備型住宅と不完備

型住宅で きな が見られた。また、「その 」のサー

ビス提供割合においての 、完備型が非完備型を上

っている。「その 」のサービスは日常生活に付

を えるサービスを しており、 的には 、

行事・ 容などが られる。 入居者の要

度分 （ ）：完備型では「自 」の高齢者が 21%と

も高い割合を めているのに対して、不完備型では 

3%となっており も低い割合となっている。また、不

完備型では「要 度 1」「要 度 2」「要 度 3」

の割合がいずれも 20%を えている。 理 （

）：完備型では「 高齢者 設への 居」（33%）、不

完備型では「 」（37%）の割合が となって

いる。完備型と不完備型で きな が見られたのは「自

宅・ 同居」と「 機関への入 」の 2 目であ

る。「自宅・ 同居」の 目を ると、完備型では 23%

であるのに対し、不完備型では %となっている。居室

設備完備型のサ高住は、「日常生活に付 を える

サービスが 」「自宅・ 同居を理 として す

る居住者が多い」、「自 ・要 高齢者の入居割合が

高い」といった がある。一方、居室設備不完備型

のサ高住は「日常生活に必要なサービス内容が 」

「要 度 定を けている居住者が多い」「

の入居者が多い」といった が られた。以上から、

完備型のサ高住は「 的 な高齢者が と同居

するまでの期 、 いは 用の い 人 ー 
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ムへの入居待 期 に生活する、つな の住まい」で

あり、不完備型のサ高住は、「要 度 定を けてい

る高齢者が いサービスを けながら して ら

す の住まい」という があると推測される。（表 ） 

表６ 備 と 備 の  

 

 

 

 

 

 

 

 

． 居 と  

 入居者ヒアリング調査によって得られた、各居室設

備の利用頻度を表 に す。 自室台所の利用頻度（

）：食事サービスを提供していないサ高住では、80%
の入居者が自室台所を「週 7 日」利用している。利用

目的は「調理・食器の洗浄」である。対して、食事サ

ービスを提供しているサ高住では、自室台所を「利用

しない」入居者が 80%を めた。「週 5 日」利用する

者と「週 4 日」利用する者は共に 10%であったが、そ

の利用目的は「茶器の洗浄」の であった。 共用台

所の利用頻度：「 理をするのが面 くさい」「食事サ

ービスを利用している」「 や事 が不 」という

見が多く、 が「利用しない」と 答した。現地調

査を行った ての非完備型住宅の共用台所は開設以来

一度も居住者による共用台所の利用がなかった。 自

室浴室の利用頻度（ ）：「週 2 日」の利用が の

47%を めた。「入浴は が多く である」と

ている 答者が多く の ーに されな

がら入浴する者が多いため「週 1 日」～「週 3 日」の

利用が多くなっている。 共用浴室の利用（ ）：完

備型では「利用無」が 100%、不完備型では「週 2 日」

が の 4 %を めた。不完備型の居住者も ー

に を けながら入浴する者が多いため「週 2 日」

～「週 3 日」の利用が多くなっている。 自室洗面台

の利用頻度（ ８）：完備型のサ高住では 答者の

100%が「週 7 日」利用していた。不完備型では「週 7
日」の利用が 77%、「週 日」「週 3 日」「利用しない」

と答えた 答者がともに 7.7%であった。「利用しない」

と答えた 答者は要 が高く で生活しており

洗面台を利用できない状 であった。 自室ト の

利用頻度：完備型で 100%、不完備で 92%の人が「週

7 日」の利用頻度であった。不完備型の「利用しない」

と 答した人は要 度が高く を利用しており

共用多目的ト を利用していた。（ は高齢者用お

つを 用） 自室収納の利用有無：完備型、不完備

型ともに自室収納は 答者 が利用していた。備え

付けの収納の容 が少ないという理 で、ヒアリング

対 ての人が自ら収納を持 でいた。 
 

表  利用頻度  
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食事サービス有 利用無　80%
食事サービス無 週７日 　80%

- 利用無　100%
便所 週７日　100% 週７日  　92%
洗面 週７日　100% 週７日  　77%

週２日   47% -
利用無 100% 週７日　  46%

収納 利用有 利用有
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自室浴室
共用浴室
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自室台所

共用台所

自室収納

自室便所
自室洗面
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５．考察 

 居住者ヒアリング調査によって得られた居室設備の

利用頻度から、各居室設備の必要性を判定した。居住

者の利用頻度（表８）において「週 4 日」～「週 7 日」

の合計割合が 50%以上のものを「必要」、「週 1 日」～

「週 3 日」の合計割合が 50%以上のものを「改善の余

地有」、「利用無」の割合が 80%以上のものを「不要」

とした。（表９）この判定から、完備型（食事サービス

有）の自室台所は「不要」、完備型（食事サービス無）

の自室台所は「必要」、非完備型の共用台所は「不要」

であるといえる。また、洗面・便所・収納は、完備型・

非完備型ともに「週 7 日」利用する居住者が多いため

「必要」である。「週 7 日」利用する居住者が多いため

「必要」である。浴室について、完備型の自室浴室は

利用頻度が少なく、共用台所に代替可能であるといえ

る。非完備型の共用浴室は必要であるが、利用頻度が

少ないため、設置数・仕様、運営方法の検証が必要で

あると考えられる。 

６．まとめ 

居住者へのヒアリング調査から、食事サービスが提供

されるサ高住の居室設備に関して、専用台所・共用台

所ともに利用者が非常に少ないことが明らかとなった。

現地調査で伺った、ある居住者の専用台所は物置とし

て利用されており、また、非完備型住宅の共用台所の

利用が開設以来一度もない。自室台所を利用すると答

えた居住者も、その利用目的は使用した茶器の洗浄で

あり台所で調理をしていない。対して、食事サービス

が提供されないサ高住では、入居者の自室台所の利用

頻度が非常に高いことが明らかとなった。その利用目

的は調理・食器の洗浄など台所本来の役割を果たして

いた。サ高住の 95%以上が食堂での食事提供サービス

を行っている現状を踏まえると、多くのサ高住で台所

は不要であるといえる。また、浴室について、完備型

の自室浴室は利用頻度が少なく、共用浴室に代替可能

であり、非完備型の共用浴室は必要であるが利用頻度

が低いため、設置数・仕様、運営方法の検証が必要で

あると考えられる。「高齢者住まい法」によるサ高住の

登録基準には住宅に関する要件として「原則、台所、

水洗便所、収納設備、洗面設備、浴室の設置」とあり、

また「共同部分に共同して利用するための適切な台所、

収納設備または浴室を備えることにより、各戸に備え

る場合と同等以上の居住環境が確保される場合は、各

戸に台所、収納設備または浴室を備えずとも可」とあ

る。国が定めた基準が居室設備の過剰整備に繋がって

いると推測され、過剰整備を見直すことで、サ高住開

設に係るコストや維持管理コストの削減が可能となり、

居住者の利用コスト削減が期待できる。各サ高住の提

供サービスと居住者の生活行動を把握したうえでサ高

住の登録基準を再考する必要があるのではないだろう

か。 
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表９ 居室設備の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

必要：「週 4 日」～「週 7 日」の合計割合が 50%以上 

改善の余地有：：「週 1 日」～「週 3 日」の合計割合が 50%以上 

不要：「利用無」の割合が 80%以上 

完備型 非完備型

食事サービス有 利用無　80%
食事サービス無 週７日 　80%

- 利用無　100%
便所 週７日　100% 週７日  　92%
洗面 週７日　100% 週７日  　77%

週２日   47% -
利用無 100% 週７日　  46%

収納 利用有 利用有

浴室
自室浴室
共用浴室

台所
自室台所
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完備型 非完備型
食事サービス有 ×
食事サービス無 〇

- ×
便所 〇 〇
洗面 〇 〇

△ -
（×） △

収納 〇 〇

台所
自室台所 -

共用台所

自室収納

自室便所
自室洗面

浴室
自室浴室
共用浴室
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第 章 論 
 ⽇本の建築には、天井と屋根の間の⼩屋組内にさら
に⼀ 上屋根 を設けているものが存在する。天井

に隠れた野物材である えに、 段 々の⽬に れ
ることはない。その形や、かかる範囲などは⼀様では
なく、設置された⽬的も様々であると考えられる。本
論ではこれを「⼆重屋根」と 、古代から室町後期
に るまでの を 的に 集し、形態による分
と機能による分 を⾏ったうえで、その変遷と 史的
意 について考 する。
 ⼆重屋根は 前からその存在が られており、 別
の建造物の修理⼯ 報 や 等では⼆重屋根の形
状や葺材、年代について しているものが多い。しか
し、その役割について 細に分 したものは少なく、
内陣を⾬漏り。また複数の を集めて した研究
は極めて少なく、⼀定の地 や建物形式に限られたも
のである。本研究は古代・中世の 範な について

し、その変遷と⼩屋構造や装飾の発 との関
連性を体 的に らかにしようとする において、

研究とは なる。 
 また、⼆重屋根についてはまとまった研究が無いた
め、これを す⽤ も⽂ とに「⽤ 屋根」「⼆重
屋根」「野天井」「下屋根」など、様々なものが使⽤
されている。 史的な⽤ としては「⽤ 屋根」が 18
世紀の史料で使⽤されているが、特定の機能を連 さ
せる であり、中世 前の多様な機能を論じる本論に
おいては「⼆重屋根」に ⼀することとした。 
 
第 章  
 本章では 調 の⽅法と 果、⼆重屋根の形態に
よる分 について述べる。 調 の 象となる時代
は、上限を 時代、下限を室町時代後期とした。こ
れは⼆重屋根の発⽣時期を 定すると同時に、野屋根
の発⽣、⾝舎・ の と建物平 ⾏の ⼤、貫の

など、平安後期から中世にかけて こった屋根構
造に関わる変化と⼆重屋根との関係を調べるために設
定したものである。 
 体的な調 ⽅法としては、⼆重屋根を「屋根・天井

外に⼩屋組内にさらにもう⼀ 上屋根 が存在

するもの」と定 し、「 定⽂化財 」
( ) で
室町後期 前( 1 72)に分 されている全ての ・
重要⽂化財建造物のうち、 や史料等で⼆重屋根の
存在が できる を 集した。その 果、⼆重屋
根は 11 世紀末に出現し、12 世紀 に様々な建物に
⾒られるようになることがわかった。寺院建築では

が できるもの 401 棟、そのうち⼆重屋根がある
ものは 31 棟であった。神社建築は が できる
もの 28 棟、そのうち⼆重屋根があるものは 74 棟で、

建築では⼆重屋根は できなかった。 
集した について、次章 の分 に資するため、

その形態等について 下の観 から分 し、⼀覧表に
まとめた。 

垂⽊の 無と置き⽅ 重の受けかた ⼩屋組材
貫通の 無 これは⼆重屋根の ⼯ を する根

となり る。 葺材とその 法 妻飾との関係
⼆重屋根の中には妻飾の 棟⽊・ 屋が⼆重屋根の
棟⽊・ 屋桁を兼ね、妻飾りと⼀連の屋根 をなすも
のがある。 っている範囲 備考 ⼆重屋根が当初
材か、復元か、形態上特 すべき などを した。 
 
第 章  
 本章では、第⼆章で調 した⼆重屋根の のうち
代表的なものについて、 体的にその機能を分 した。
⼆重屋根の機能については、先⾏研究においていくつ
か⾔ されており、 ⼩屋組を構成するもの ⼯
時・修理時の仮屋根 ⾬漏り防⽌のための屋根 

・ 的な屋根 の つに⼤別される。これらのうち
⼀つの機能だけのために作られた⼆重屋根は少なく、
複数の機能を兼ねているものが多い。 

⼩屋組を構成するもの 
 ⼆重屋根の垂⽊や屋根 が、⼩屋 や 屋桁などを

して屋根 重を受けているものが 当する。これに
ついて⾔ した先⾏研究としては⼯藤圭章「富貴寺⼤
堂」があり、12 世紀から 13 世紀にかけての貫を⽤い
ない⼩屋組の構法であることを⽰ しているが、 重
がどのように され、⼆重屋根の形態がそれとどの
ように関係するのかなど、踏み んだ 体的な分 は 
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なされていない。 
 建物の屋根形式 とに を すると、 形造で
は、 寺 堂(1112 年)と中尊寺 堂(1124 年)
がある。 寺 堂の⼆重屋根は⼩さな 形造で、
屋根中央の を ⽅から囲んで⽀える れ⽌めの役
割を果たしている。また屋根上には ⽊の を受ける
井桁が っている。中尊寺 堂は⼩屋組全体に
屋の⼆重屋根をかけ、その上に を⽴てて ⽊と登梁
を受ける井桁をあげている。 形造におけるこれらの
⼆重屋根は、 の れ⽌め ⽊を受ける井桁の

定という構造的役割を持っていることがわかる。 

  
 屋造では、室⽣寺弥 堂、⼤報 寺本堂などが
代表的であり、 時代のものが どである。すべて

屋屋根内部に 妻形の⼆重屋根を作り、その上に
⼩屋 や 屋桁、登梁を置いて野垂⽊を⽀え、屋根
重を受けている。通常の垂直に⽴つ⼩屋 には屋根
に して直 する⽅向に 重がかかるため、 が け
れ いほど が⼤きくなり、⼩屋組の内 に
んでしまう。⼩屋組に貫が される 前の時代にお
いては、屋根中央部に⼆重屋根を設けてその上から⼩
屋 を⽴てることで⼩屋 を くでき、構造上 で
ある。室⽣寺弥 堂では、⼆重屋根と野垂⽊の間に
めに を⽴てており、 がかかること無くまっす

に屋根 重を受けている。 

 

⼤報 寺本堂は堂内が内陣・外陣に分かれた ⾏きの
い中世仏堂の形式をとる。梁⾏の い建物では棟も
くなるので、⼆重屋根を⽤いて を くする必要が

あったのであろう。また、このような⼤ 仏堂におけ
る⼆重屋根の として、 を⽴てる本数と 置が

になるという がある。中世初期の⼩屋構造では、
を⽴てる 置が 上に限られる等の制 を受けて

いた。⼤報 寺本堂においても、⼆重屋根を⽀える
は全て の天井桁上に⽴っているが、⼆重屋根の上
ではそのような制 を受けず、多くの を な 置
に⽴てることが 能となっている。 

 
 また⼆重屋根 体の構造に ⽬すると、岡⽥英男が

するように、この の⼆重屋根は垂⽊が疎で棟⽊
にほ 差しとなっているものが多い(岡⽥ 1994、3-6
⾴)。これは棟⽊を から 定する役割があろう。い
ずれも貫 前において⼩屋組を安定させる⼯ と
考えられる。         

⼯時・修理時の仮屋根 
 ⼯時や修理⼯ 中など、屋根が葺かれていない期間
に、⼀定範囲を⾬から り、あるいは屋内などの⼯
を めるための屋根である。基本的には屋内が れな
いような範囲にかかり、⼩屋組よりも先に作られるた
めに⼩屋材が貫通しておらず、葺き⽅は⾬を流しやす
い 板葺きの⼆重屋根が 当すると考えられる。 
 神 社 社 殿 の ⼆ 重 屋 根 に つ い て は 、 ⼆ 年
(1239)の「 社 造分屋材⽊等 状」に「
葺料 」とあり、 男「 神社の社殿」による
と現在も存在する⼆重屋根の葺板を すものと⾒られ
ている。史料から仮屋根を⽬的としたことがわかる
である。仏堂では中尊寺 堂や 院本堂など、堂
内 に華やかな装飾を した平安後期から にかけ
ての が多い。神社では時代を わず⾒られる。
吉神社本殿や 寺護法堂のように軒先まで葺かれ、
細部まで作られているものは、⼀定の期間屋外に さ
れることを 定した仮屋根と考えられる。  
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⾬漏り防⽌ 

 屋根が破損・ するなどして⾬漏りが こった
合に、本尊や神体など重要なものが れないように保
護する機能を持った⼆重屋根である。隙間なく屋根 が
構成されている⼆重屋根は、基本的に⾬漏りを す
ることが 能で、⼤半の がこの機能を備えている
と⾔って良い。仮屋根が屋内全体を保護し 天で⼀定
期間⾬に されることを前 とするのに し、 に⾬
漏り防⽌を⽬的とするものは、⼩屋組がある程度 成
してから作られた に梁・ が貫通しているものや、
屋内の⼀部しか保護しないもの、横板葺で 板に べ
ると⾬を流しにくいものも まれると した。 と
して醍醐寺 堂(1121 年)、 寺本堂(1441 年)な
どがある。                       

・象徴的な屋根 
 実⽤的なものでは無く、 上や象徴的な意味を持
つと思われる⼆重屋根である。⼆重屋根の象徴的な意
味を実 する史料は⾒つかっていないが、特 な形状
を持つ⼆重屋根と、⼀部の神社本殿における⼆重屋根
には象徴的な意味を持つと思われるものがあった。 
 ⼟寺本堂(1327 年)の⼆重屋根は本尊 の直上
のみにかかり、その形態は の 板で作られた くり
屋根で、多くの隙間が いている。また、 寺本堂
(1283 年)の⼆重屋根は⽔平であり、中央部が少し下が
っているので⽔はけが い形状となっている。このよ
うに⾬漏りさえ防げない形状のものは、消 法的に考
えて らかの象徴的な意味を持っていると⾒なす他な
い。 
 また、神社本殿では⾝舎内部まで地垂⽊を し、
その上に化 板を って⼆重屋根とした が多く
⾒られた。神社本殿で古い形式を すものは化 屋根

であるものが少なくないが、この⼆重屋根は天井が
られなかった時代の旧態を したものとも考えられ

る。これは旧形式をよく保存するという神社建築の性
質によるものと思われる。 

 
 
 後に、第⼆章で調 した について、 の
機能に分 し、⼀覧表にまとめた。 
 
第 章  
 本章では、第 章までの調 と分 を まえて、⼆
重屋根の源流、発⽣から近世までの変遷を らかにす
る。初期の⼆重屋根の成⽴ や形態の 性から、
⼆重屋根の源流となったものとしては、化 屋根 の
⼩屋構造と、流板葺の屋根下地の⼆通りが考えられる。 
初期の⼆重屋根に ⽬すると、神社本殿では 仏寺

堂(1110 年)のように当初は化 屋根 でその下に
天井を って⼆重屋根化したことが している
や、化 屋根 を形式的に したと思われる が多
く⾒られる。⼀⽅で寺院建築においても、 寺本
堂(平安中期)などの野屋根を持つ化 屋根 の建物の
⼩屋構造は、前章の分 の中の ⼩屋組を構成するも
の に極めて近 している。また、 寺本堂(1161 年)
の外陣や 寺本堂( 初期に 造)のように、当
初は化 屋根 であったが、 造によってその下に天
井が加えられ、⼆重屋根に変化した も存在する。
このことから、 屋造・ 妻造の屋根に⾒られる⼩
屋組を構成する⼆重屋根は、野屋根を持つ化 屋根
の構造を源流とし、貫を⽤いずに⼩屋組を 定する
法 と し て 取 り れ た も の で は な い か と 考 え た 。
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 ⼆重屋根の機能として、構造的な役割の他に防⽔が
挙げられる。古代建築において、軒先まで葺かれて防
⽔の機能を果たしていたものに、流板葺の屋根下地が
ある。これは⽡を葺く前の養⽣、あるいは屋根破損時
の防⽔を考慮した仮葺きの役割があり、本格的な建物
において垂⽊とは別途にこうした下地が作られたとい
う(村⽥・加藤・清⽔ 2010、73-76 ⾴)。 通常、これら
の流板葺の下地は葺板の上に直接⽡を葺いているもの
が多い。しかし、平等院鳳凰堂中堂においては、流板
葺の上に隙間を設けてさらに垂⽊を打って⽡の⼟居葺
を⾏なっており、⼆重屋根の仮屋根に近い様相を呈し
ている。これは、屋根下地と⼟居葺が分離して仮屋根
の機能を持った⼆重屋根となっていく過渡的な段階を
⽰していると考えられる。 

 
 上述のような源流を持つ⼆重屋根が 11 世紀末から
12 世紀にかけて出現した背景としては、この時期に⼩
組格天井が出現したことによる構造材の隠蔽に加え、
阿弥陀堂の華麗な堂内装飾の保護の必要性、中世仏堂
の成⽴によって発⽣した⼤屋根の⼩屋組の安定といっ
た現実的要請が考えられる。 
 次に、中世の⼆重屋根の形態や機能の変遷について
述べる。第 2 章や第 3 章の⼀覧表から読み取れる傾向
をまとめると、次のようになる。寺院建築の⼆重屋根
は、平安時代後期においては⼩屋組を構成する構造材、
仮屋根、⾬漏り防⽌など、様々な機能を兼ね備え、そ
の形態は垂⽊を棟⽊に枘差しとし、妻飾りと⼀連の構
造をもち、⼆重屋根に⼩屋組は貫通せず、屋根上に⼟
居桁や登梁を置いて上部屋根構造を受け、範囲は建物
の⾝舎に相当する部分にかかるものが多かった。13 世
紀後半に⼩屋組にも貫が使⽤されるようになると、⼆
重屋根の構造上の必要性は失われ、仮屋根と共に衰退
した。その機能は限定されていき、⾬漏り防⽌のみを
⽬的にした⼆重屋根が多く作られるようになる。その
形態は、垂⽊を棟⽊に置く、あるいは垂⽊を⽤いない

ものが多く、縦横に組まれた⼩屋組とは関係なく架け
られるため⼩屋組材が貫通し、かかる範囲も内陣の本
尊上などの⼀部の限定されていった。さらに⼆重屋根
の形骸化に伴い、実⽤上の⽬的の無い、象徴的な意味
だけの⼆重屋根も出現した。 
 ⼀⽅で旧形式を踏襲する性質のある神社建築では、
時代による形状・機能の変遷は⾒られず、室町後期で
も複数の機能を兼ねた⼆重屋根が作られた。 
 また⼆重屋根が建物全体のうちどの程度の割合で作
られたのか、その変遷を調べたところ、神社・寺院と
もに時代が下るほど割合が少なくなる傾向にあること
がわかった。特に寺院の⼆重屋根は、近世には⼀部を
除いてほぼ消滅したと考えられる。 
 近世における⼆重屋根は、寺院建築では上醍醐准胝
堂など⼀部の堂に⾒られるのみで、神社建築では宇佐・
賀茂など式年造替の制度があるものや⽇吉・熊野本宮
など古形式を踏襲していると思われる社殿に⼆重屋根
が存在した。 
 
第 5 章 結論 
 ⼆重屋根は 11 世紀末から 12 世紀にかけて出現し、
中世初期には多くの建物で⾒られたが、その後は時代
が下るほど衰退し、近世にはあまり⾒られなくなった。
その役割は、発⽣当初には⾬漏り防⽌だけでなく構造
材、仮屋根など様々であり、特に中世初期の寺院建築
における⼆重屋根を⽤いた⼩屋構造は、⽇本在来の技
術で⼤屋根を⽀えるための構法として再評価できる。
⾒えない部分で様々な処理を⾏う技法は、桔⽊と同様、
繊細な外観を重んじる⽇本建築の特質を表していると
⾔えるかもしれない。 
 
主要参考⽂献 
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化財研究所学報 第 81 冊(奈良⽂化財研究所、2010 年)、
73-76 ⾴。 

 

 

 
図 7 平等院鳳凰堂中堂梁⾏断⾯図 



- 1 - 

 
 

 

2016

7.3

1

1) 2)

3)

2.

1

3.

R-CNN Object 

Detector R-CNN Semantic 

Segmentation SS  Math Works

MATLAB

4 5

1



- 2 - 

2

2

6

Cifar10Net

20

200

4

4 1
R-CNN 6

4.1 4.3

Ground Truth

Predicted Ground 

Truth False Negative

True Positive Ground Truth

False Positive Ground Truth 

True Negative

Recall 1

Precision 1

Accuracy 1

Accuracy

1

Recall

Precision 1

Accuracy 1

4

8

4 5 6 i 1 4)

1 Accuracy

Recall Precision Accuracy

1.000 0.7629 0.990

1.000 0.8022 0.992

6  j  

= (4.1)

= (4.2)

= (4.3)
8 



- 3 - 

1

5
5 1

R-CNN

SS

R-CNN

11 5.1

R-CNN TN

3 IoU

IoU 1

= 5 1)

1

IoU

IoU IoU

FP

SS

5

R-CNN

1

14 1

15

16

5.3

R-CNN

1

0.9

R-CNN

0.9

IoU 0.31

11

1

IoU

0.02

0.22

1

1 16 

14 15

1



- 4 - 

B = (5.3)

PD = Σ(B×Hij) / 4 × 100 [%]

B Hij 0.6 B Hij =1.0 (5.4)

5 Hij

i/j 1 2 3

1 1

2 1/2 1

3 1/3 2/3 1

18

4 5.2
5) 5.3 5.4

5 PD i

j Hij

B

18 2

6

68 15%

4

5.4

4 2

6

1)

2)

 [ ]

1)

 2017

2) NEXCO

2014

3) Karoon Rashedi Nia : Automatic Building Damage 

Assessment using Deep Learning and Ground-Level Image 

Data 2015

4) Long, J., Shelhamer, E., & Darrell, T. Fully convolutional 

networks for semantic segmentation 2015

5)

2010.1 

4 1)

2 3

10% 2 2 2

10% 20 3 5 5

20% 30 4 7 7

30% 50 7 11 11

50% 70 10 15 15

70% 13 20 20

= (4.4.1)

18 

6

PD 68%i 2 2

j 1 1

Hij 1/2 1
15%B 0.70 0.89

B×Hij 0.35 1.00



- 1 -

 

1.
601 25

1

38 40
172.7 2

( 25 )

3

 

2.
2.1  

10 ( 7 )

REINS ( )(438 )

LIFULL HOME S
(7222 )

2.2  

CF( )
CF

2-1  
CF

2-2
CF

2

( )
(2-1)

 

P = - Aexp( - BY ) (2-1) 
P : Y : A,B :  

2-1 5

2-2 CF 6



- 2 -

19
4

 

3.
5,10,15 15

 
3.1  

3-1  

10 7.5
15 10
10% 1970

8 30
15 40 60

15 70
 

15 5%
15 8.1% 15

1000
1995 9

( 100 ) 6
 

3.2  
CF( ) 3-2

 
15

30%
2500

100

15

 

4.
CF

4-1 2 3

(4-1)
 

Y = AlnX + B (4-1) 
Y : ( )  
X : ( )  

CF

(3-2)  

Y = AX - B (4-2) 
Y : ( ) 
X : CF( )( ) 

4-1 +50000

10
5 25
130

 
4-2 +50000

CF40 80
5 30
100

CF40 60
15 15
5 25 100

 
4-3 CF

1.2

4-4
CF( )

4-2
CF

 



- 3 -

3-1 ( )

3-2 CF( )



- 4 -

 
 

 

 

CF
 

CF
 

4-1  

4-2 CF( )  

 

1) . (2013). 25 .

2) . (2016). 

.

3) . (2011). 

.

4) . (2008). .

5) . (2017). 

'17 '18 . . 

6) . (2017).  Excel

. . 

7) . ( ). 

. : 2017 11 3 , : 

: http://tochi-value.com/ 

8) . (1996). 

.

9) . (2008). -

-. 

4-3 CF( )  

4-4 CF( )

 



1. に
1.1 の

年、幕末期 に建 された文化 建造物の多く
が 理周期に し かってきている。中でも組積構造
の壁体を有する建造物についての は、地震 ・日
本に いて の である。201 年現 、組積構造
物に する 文は 内で過 10 年の間に 233 本発表
されたが、旧富岡製糸場に 表される木骨煉瓦造建造
物についてのものはうち 9本に留まり 1）、その構法や
構造特性の 内に ける全体 は だ明らかでない。
1.2 の と 法
本 は文献調査 よ 現地調査に基づき、木骨煉

瓦造という構造形式の 内に ける位置付けを構法・
構造・法 ・技術 の 点から示すことを目的とする。
2. 木骨煉瓦造 造 の
　表 に示す 14 を調査対 の事例とした。これら
は 指定文化 等 ー ース [1] 或いは 地方自
体 ブ イ で木骨煉瓦造と明 されている文化
建造物 ( ・ 指定重要文化 、登録有形文化 )

のうち、調査報告 が入 できたもの よ 現地調査
を行ったものである 2）。本 では 内の全ての
現存木骨煉瓦造建造物を れた。

3. 法の
　現地調査 よ 文献調査 [1] [3] 等をもとに、現存する
木骨煉瓦造建造物で用いられている構造形式を分
し、 にそれらを 工年 に整理して表 1を した。
.1
　① 構造・充填型・ 材なし ② 構造・充填型・
材あり ③ 構造・被覆型④壁式構造の に大別

できる。①②③では煉瓦壁は 壁で構造要 でない。
③④は木骨の外 に自重のみを える組積壁が構 さ
れ、③は軸部と組積部が金物等で 結されることもあ
るが、④は 全に自立する。上 全ての型で、壁体表
面を 等で被覆し、外 意匠を整えることもある。

に る木骨煉瓦造 造 の 法に関する

.2
　組積壁との取り合いに 目すると、 屋組は 軸部
上積 ・充填型壁体 軸部上積 ・被覆型壁体 ⒞組
積部上積 の 3 に分 できる。 は屋根 重は軸
部のみが えるが、⒞は組積部にも 重が される。

.
主体構造への取り付き方と煉瓦壁との取り合いによ

り 一体型・充填型壁体 一体型・被覆型壁体 ⒞
立型の 3 に分 できる。 は軸組と一体となる

が、⒞は床組 のためだけの管 等も用いられる。

. 煉瓦 法
目地により ランド 積 イ リス積 ⒞ 積

に大別できる。 は意匠上 しく は構造上強いとさ
れ、⒞は軸部 法の さい充填壁に多く用いられた。

.5
　煉瓦材は全て 煉瓦で、 法は建造物毎に異なっ
て り 一的な は められなかった。目地材は

と に分 でき、 さは ね 6 12 。
軸部 ( または ) 法は⒞ 1 と だった。

図 3: 法 図

図 6: 煉瓦 法 図

図 : 煉瓦 図

図 2: 置
2017.10.21.

図 1: 工
工 2017.10.20. 図 5: 法 図



1 木骨煉瓦造 造 の 部 法 の
造 工 地 法 法 法 煉瓦 法 目地

旧 場
所

東置 所，
置 所

所，
長館，
工館
査人館

1872-
1873

旧 学 1875 長崎 川

旧 戸 地
館

1881
兵庫

1890
兵庫

田 ン
建物

ハーフ ン
ー

(旧 ト
ー 工場 )

1898 タ

市田家住宅蔵 1907 東京都 タ

金谷 ー
工 株式会社

屋 工場
1919 タ

旧田 家住宅
洋館

1923 玉 タ

壁式構造
( 上材使用)

壁式構造
(構造材 )

壁式構造
(構造材 )

組積 上型

組積 上型

組積 上型

立型

立型

リ 積

リ 積

リ 積

・梁構造
型

材な
(構造材 )

上型
型壁体

一体型
型壁体

フ ン 積

・梁構造
型

材な

(構造材 )

長 積
上型
型壁体

・梁構造
型

材

(構造材 )

上型
型壁体

長 積

・梁構造
型

材
( 上材使用)

上型
型壁体

一体型
型壁体

リ 積

・梁構造
被 型
一体

( 上材使用 )

上型
被 型壁体

一体型
被 型壁体

リ 積

「 」 に が 入されている建造物は、本研究で が に 地で調査・ を行った ので る。
「 ( ) 構法」 には軸部 ( たは ） 法を、「煉瓦組積法」 には よ 煉瓦 法を、「 地 」 には 地 を した。

一体型
型壁体

(平屋 )

( 平屋 )

212
227

~ × 36
39

~×

106

× ×

116 51224

× ×

112 61233

210
223

~ × 56
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~×101
104

~
× ×

115 60235

× ×

100 50220

× ×

116 58220

221
227

~ × 48
61

~×106
115

~ 9

12

9 12

9
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. 木骨煉瓦造
文 調査 [1],[4] [6] 等を とに建築構造基準の変遷、技

術史を 理し、調査対象の木骨煉瓦造建造物の 工年
と て を した。
.1 の
　旧富岡製糸場や旧神戸居留地十五番館など、 的な
建築が多い。また の大 が 性能の高い 的
なまちづくりへの となり、全 で煉瓦の生 が本
化した。 の分 では外壁①②や 屋組 、上階

床組 、目地材 を用いた建造物が多い。また組積法
はこの時期 (特に初期 )にだけ存 する。
.2 の

田 レン 建物ハー テ ン ー や市田家住宅
蔵、移 など、 業の社屋や個 住宅が多
い。濃尾地震で煉瓦造建造物は 大な被害を け、ま
た 造や 造の導入、構造用 材の 内生 開 と
いった動きの中、 震性に のある木骨煉瓦造が
的で重要な建築に 用されなくなったと考えられる。
しかし煉瓦の 性や施工性 よ 入 し易さ等から
的建築に き用いられた。 の分 では外壁③

④や 屋組 ⒞、組積法 、目地材 が多くを める。
. 造 造 の
　 地震で組積造建造物は壊 的被害を け ( 図
等 )、 年の市 地建築物法の構造 改 で高さ
や壁 の強化、 置の義 付けが定められた。

これは組積造建造物の建 とほ 義で、
築で組積造を用いることはほとんどなくなった。 に
建築基準法の 定時に 文から 木骨造 の が
された。これは、木骨煉瓦造の 築を 定していな

いことを示している。

.
　構造形式の 的 移 よ 多様化の過程が確 で
きた。外壁が充填型から被覆型・壁式構造型へ 移す
るに伴い 屋組は軸部上積 型に組積部上積 型が加
わり、上階床組は一体型に 立型が加わった。組積
法は初期に ランド 積からイ リス積へ 一され、
目地材は 1900 年 後で から に移行した。

・1870

1880

1890

1900

1910

1920

1930

1940

2 木骨煉瓦造 造 法 に関する
1872

置 置
，白壁兵舎

1873 館
館 工館

館

1875

地十五番館1881

1882 旧阿仁鉱山外国人官舎，
出津教会堂

1883 旧出津救助院鰯網工場

1891 吉澤家住宅煉瓦蔵

1894 旧小樽倉庫・事務所

189?

1898 工 ，
旧長崎造船所木型場

1903 上川倉庫三号倉庫

1904 上川倉庫一号倉庫，旧
小坂鉱山工作課作動室，
若喜商店座敷蔵

1907 ，旧小寺
家厩舎，旧ハンター住宅

1912 旧共生株式会社事務所，
旧門司税関庁舎

1913 櫻谷文庫洋館

1915 旧長崎教区大司教館

1916 旧不動貯金銀行京都支店

1919 工
工

1922 高橋酒造新蔵

1923 小玉家住宅米蔵，
館

1925 旧篠田倉庫

1933 杉野目家住宅

木骨煉瓦造 造 法 の の の

・防火路線屋上制限1882

・東京市区改正条例1888

・東京市建築条例案1894

・東京市建築条例案1913

地 法
・都市計画法制定

1919

地 法1920

・東京市政要綱1921

地 法 造1924

・建築物耐震構造要綱1936

・市街地建築物法改正1938

・防空規則
・建物統制

1939

・鉄骨造計算規準案1941

・市街地建築物法戦時特例1943

・罹災都市応急簡易住宅
建設要綱
・建築統制解除

1945

1872 ・銀座の大火
・国内初のホフマン窯

1875 ・

1886 ・造家学会設立

1897

・建築学会に改称

1947 ・日本建築学会に改称

1891 地震

1892 ・震災予防調査会設立

・鉄筋コンクリート造、
鉄骨造の導入

1901 ・構造用鋼材国内初生

1904 ・溶接技術の導入

1913 ・全国建築士会設立

1914 ・日本建築士会に改称

1923 関 地震

1934 ・室戸台風

1879 ・日本橋の大火

・
…煉瓦生産の機械化推進

・佐野利器「家屋耐震
構造論」

・木造規準調査委員会

1950 法1950
…木骨造の記載消える

…終局強度型設計体系へ

・太平洋戦争開戦1941

・第二次世界大戦終結1945

・第二次世界大戦開戦1939

…筋交設置義務付け等

…組積造建造物に壊滅的被害

…組積構造に対する臥梁設置
義務や壁長・壁厚強化、高さ
制限の強化等

…耐震研究の本格化

…建築資材の使用制限等

…組積造建造物に大きな被害

1927 ・柔剛論争 (~1936)

1948 ・福井地震

…構造規定の停止

・臨時日本標準規格公布1944

の
の

造
造

の

図 7: 関 地震 被災 被 の木骨煉瓦造 [5]

1925 煉瓦

1923 煉瓦 に



5. 木骨煉瓦造の耐震性に関する考察
5.1 木骨煉瓦造特有の脆弱性
　多くの木骨煉瓦造建造物は軸部と組積部が一体でな
いため、地震時に両者が異なる振動性状を示し、接合
部分で被害が発生し易い。中でも壁体の面外方向の被
害は、外壁①②では煉瓦壁の脱落、外壁③④では煉瓦
壁の崩壊とこれに伴う上階床組⒞の崩落、特に外壁④
では全壊被害に繋がる恐れがある。複雑な増改築を経
た場合は、取合部から大きく破壊する可能性が高い。
木骨煉瓦造建造物の地震被害の例としては、兵庫県南
部地震 (1995) による旧神戸居留地十五番館の倒潰被害
が挙げられる。煉瓦積が脆弱で、かつ自重が大きいこ
と等が被害に繋がったと報告されている [3]。

5.2 構造補強工法
　後年に施された構造補強工法は、アラミドロッド挿
入目地置換工法や鉄骨補強など軸部や組積壁それぞれ
を個別に強化するものが主で、両者の一体化を目指す
ものは多くない。唯一、旧神戸居留地十五番館では軸
部と組積部の目地間にステンレス釘を打ち込んで壁体
の一体化が図られたが、構造材が現しとなる充填壁で
は釘が壁の表面に現れてしまう点や、目地強度が低い
場合に補強効果が望めない点から、木骨煉瓦造建造物
に対する補強工法としての汎用性は高くない。

6. 木骨煉瓦造を取りまく諸問題
6.1 構法の多様化と複雑化
　大橋他 (2002)[6] が述べるように、木骨煉瓦造にとっ
て濃尾地震は大きな転換点となった。被害に加え、日
本の温暖湿潤な気候下で初期の充填型木骨煉瓦造建造
物の軸部が多く腐朽した。こうして壁体が充填型から
被覆型へ移行した。この変化が構造形式の多様化を促
したと考えられる。一方で、旧富岡製糸場蒸気釜所な
ど、幾度にも亘る増改築により構造が複雑化し、形式
の判別が難しくなった例も少なくない。

6.2 木骨煉瓦造の定義
　大橋他 (2002)[6] は軸組に対し外周壁が煉瓦で被覆ま
たは充填されたものと定義する一方、文建協 3）(1993)[2]

は充填型外壁の軸部が現し或は意匠上仕上げが施され
るものとした。また金谷レース工業株式会社鋸屋根工
場の位置する桐生市 4）は、外壁の主体構造が煉瓦のみ
でも内部に木の構造部材を有していれば木骨煉瓦造と
判断するという。市田家住宅蔵など詳細な調査を経ず
に木骨煉瓦造と登録された例もあり５）、定義の取り扱
いは管理者や調査主体に委ねられているのが現状だ。
その結果、煉瓦造と木骨煉瓦造との区別は明確でない。
7. 結論
　幕末期に導入された木骨煉瓦造は、世界的には多く
用いられているものの、戦後日本ではほとんど建てら
れていない。地震被害や構造基準の変遷、建築技術の
発展等により、導入時から次第に変容し失われた建築
構法となるに至った過程を、事例調査や文献調査から
明らかにした。現存する木骨煉瓦造の形式は多様で、
多義的な解釈の結果その定義も曖昧となり、数ある構
造形式の中で特異な様相を示している。構造特性は複
雑であるだけでなく、建造物毎に大きく異なる。今後
の保存・活用のため、詳細な調査に基づく建築構法の
位置付けと整理、ハイブリッド構法としての性能評価
法の確立、そして補強工法の開発・施工が必要である。
注釈
1)CiNii Articles〈http://ci.nii.ac.jp/〉で「( れんが造 | 煉瓦造 )&( 
補強｜耐震 )」「ノンエンジニアド &( 補強｜耐震 )」「組積造
&( 補強｜耐震 ) - ( 補強｜耐震 )」「木骨煉瓦造」と検索し、リ
ストアップ化。それらの論文タイトルから研究対象建造物を「文
化財」「一般建築 ( 住宅除く )」「一般住宅 ( ノンエンジニアド )」

「その他」の 4 種類に分類した。
2) 事例建造物のうち、木骨煉瓦造とされていた旧田中家住宅
洋館は、2016 年度の川口市の調査で煉瓦造と改められた。
3) 文建協＝文化財建造物保存技術協会。
4) 桐生市＝桐生市教育委員会管理部文化財保護課。2017 年 10
月 31 日に E メールによる聞き取り調査を行った。
5）2017 年 11 月 6 日に NPO 法人たいとう歴史都市研究会に
対して聞き取り調査を行った。
参考文献
[1] 文化庁「国指定文化財等データベース」〈http://kunishitei.
bunka.go.jp/bsys/index_pc.html〉
[2] 文化財建造物保存技術協会編 (1993)『重要文化財：旧神戸
居留地十五番館保存修理報告書』
[3] 文化財建造物保存技術協会編 (1998)『重要文化財：旧神戸
居留地十五番館災害復旧工事報告書』
[4] 大橋雄二 (1993)『日本建築構造基準変遷史』日本建築セン
ター出版部．
[5]『建築雑誌』大正 13 年臨時増刊 7 月号
[6] 大橋好光，福濱嘉宏，栗田紀之，近藤哲，安村恵子 (2002)「洋
風軸組・木骨造の導入過程と在来軸組工法に与えた影響につい
て」『住総研 研究年報 No.29, 2002 年版』
[7] 富 岡 製 糸 場 ウ ェ ブ サ イ ト〈http://www.tomioka-silk.jp/
tomioka-silk-mill/preserve/id=1045〉（2017.7.16 アクセス )

図 9: 被災直後の十五番館 [3]

図 10:アラミドロッド目地置換工法 [7] 図 11: 軸部‐目地間釘打ち工法
ステンレス釘

図 8: 被災前の十五番館 [2]

1993 年竣工の保存修理から僅
か 2年も経たないうちに倒潰。
復旧工事を経て 1998 年に当初
の姿に復原された。

アラミドロッド



．

　北 いの 町・ 町として えた出雲崎

町海岸地 下出雲崎 ) は、 入 の が たれ

てきた。しかし、 49 から 55 にか て海岸バ

イパスの建設に う海岸の埋立 下埋立)が行 れ、

住居と海岸との間にバイパスが横 ることによって、

住まい方と居住空間が変容している。本研究は埋立に

よる室構成の変容の みを明らかにし、 辺 の

変化に対応する町家の にお る設 の を る

ことを 的とする。

２．

　出雲崎の町家を対 に、 、

影による を行った (fig.1,2)。 、 22

の も活用し、分 を行った。

．

　出雲崎の町家の 本的な室構成は、1 オモテ側よ

－チャノマ－ マ－ダイ である (fi g.3,4)。

出雲崎では 家と 家で室構成が なる。 家では、

間口が 3 間 の間口の い住居が く、オモテ

イは 室、ウラ イは 置として用いられる。 間

上部の通路を して行き来可能で、通路に対して 段

が設えられている (fig.5)。 家は、1 列又は 2 列構成

で間口が 3 間 上の間口の い住居が く、オモテ

イは接客に用いられる の い空間で、ウラ

イは 室として用いられる。オモテ イとウラ

イは直接行き来でき 、それぞれの室に対して 段が

設えられている (fi g.6)。 家 を 有する 家では、

住居のシモ側に オシ と れるオモテからウラ

に る 間空間が設 られる。

．

　海岸の埋立 、海側の奥行の短い住居では、 す

る 能を うため、ダシダナが 屋ウラに設 ら

れていた。ダシダナは にせ 出した構 で、

小屋、 、 置、接客・生活空間の 4 つの用 に分

類される (fig.8,9)。出雲崎の地 は、 側で海と山

の 離が くシモ側では いため、奥行きの短い住居

に設えられるダシダナは、出雲崎の地

からシモ側に く分 していたことが かる

に 空間 に

－ に と室 －

新潟県

出雲崎

調査概要
調査対象地
新潟県三島郡
出雲崎町海岸地区 H.22 実測調査：11 軒

ヒアリング調査：16 軒

調査内容
H.29 実測調査：7 軒

調査期間
H.29.4 ~ H.30.1

IZM : H.22 の調査住居

住居記号
izm :  H.29 の調査住居 

カミ シモ

izm-08
izm-07

izm-06

izm-05
izm-04

izm-03izm-01

izm-02

IZM-07
IZM-08
IZM-09
IZM-10

IZM-11

IZM-06
IZM-05

IZM-04
IZM-03

IZM-02

井鼻木折町
鳴滝町

羽黒町

石井町住吉町

海岸バイパス

漁港 旧北国街道
0 10050 250 500m

0 10050 250 500m

羽黒町
羽黒町
羽黒町
羽黒町
羽黒町
羽黒町

羽黒町
羽黒町

木折町

海側
海側

海側
海側
海側

海側
海側
海側

山側
酒造

大工

フナモチ ( 漁師 )
ノリコ ( 漁師 )
ノリコ ( 漁師 )

ノリコ ( 漁師 )

フナモチ ( 漁師 )

フナモチ ( 漁師 )

フナモチ ( 漁師 )

IZM-03
IZM-04
IZM-05
IZM-06
IZM-07
IZM-08
IZM-09
IZM-10
IZM-11

有 / 無
有 / 無

有 / 有

有 / 無

有 / 無

－
有 / 無

無

有 / 無

有 / 無
有 / 無

有 / 無

有 / 無

有 / 有

有 / 有

－

－
－

有 / 無

有 / 無

有 / 無

有 / 無

有 / 無
有 / 無

有 / 無

有 / 無

有 / 有

有 / 有
有 / 一部有 

有 / 一部有 

有 / 一部有 
有 / 一部有 
有 / 一部有 

有 / 一部有 

無 / 無

無 / 無

無 / 無

無 / 無

骨董屋
薬屋

小売店

呉服屋
料理屋

廻船商人

フナモチ ( 漁師 )
フナモチ ( 漁師 )
フナモチ ( 漁師 )

ノリコ ( 漁師 )

有

有

有

一部有
一部有

一部有
－

－

－

有
有
有

無

無

有
一部有

一部有

一部有

－

izm-01
izm-02

izm-04
izm-05
izm-06
izm-07
izm-08
IZM-01
IZM-02

izm-03

住吉町
住吉町

羽黒町

羽黒町

鳴滝町
木折町

稲荷町

井鼻
井鼻

海側

海側
羽黒町海側

海側
海側
海側

海側

山側

山側
山側

イタバ 職業住居番号 ダシダナ 埋立前 / 後トオシニワ 埋立前 / 後立地 街区
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(fi g.7)。

． に 住居

　海側の住居では、埋立後から居住空間 住まい方に

変化がみられる。

－ ．

　埋立 、 家では住居ウラから に出 し、 オ

シ は に する のための動線として 能し

た。埋立後、住居ウラからの の出し入れが行えなく

な 、 に関する が出雲崎の に 置する

に移行した。 オシ は を するため、

張 の空間 下イタバ に される (fi g.10)。

家の オシ は ラの を 入出するための動

線として 能し、埋立後もその 能に変化はない。

を行った オシ を持つ海側の住居 21 軒 15 軒

で オシ がイタバに され、 家では ての住

居にイタバが設えられている (fi g.11)。

－２．

　海岸バイパスの建設後、海側ではウラを主要出入口

とする住居が れ める。埋立 、ウラの出入口は

での に関する 、 の出し入れに用いられ、

動線として 能していた。 では、海岸バイパ

スが建設されたことで 出 に 用されている。また、

埋立によって住 が に使用できる 用地が られ

たことで、住居ウラが として用いられ、ウラの

主要出入口は住 のみではなく来客も利用する生活動

線として 能している。

－ ． を 住居

　上 のような影響を る住居の分 を明らかにす

るため、 を行った。住居

の間口に すると、出雲崎の 側で 3 間 上、シ

モ側で 3 間 の住居が い (fig.12-a)。 家は、間

口が く 3 間 であることから、埋立によって オ
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シ をイタバに する住居は、シモ側に く分

していることが かる。 から埋立後、ウラに

主要出入口を持つ住居は 町を にシモ側で く、

側で ない (fig.12-b)。出雲崎では、 オシ

の 主要出入口の移行な 、埋立による影響を

る住居が 町からシモ側に く分 することが

かる。また、埋立 のダシダナの分 も である。

． に 居住空間

　出雲崎では、シモ側において埋立による影響が

に れ、ダシダナもシモ側に く分 していた。シモ

側の住居についてイタバ、主要出入口、ダシダナに

して分 を行い、変容の特徴を明らかにする。

－ ． と

　 家に見られる 小屋、 、 置のダシダナを持

つ住居ではイタバが できたが、 家に見られる接

客・生活空間のダシダナを持つ住居では 2 室 上に接

するイタバは されなかった (fig.13)。 小屋のダ

シダナを持つ住居では オシ を持たない住居を

き、 ての住居で 2 室 上に接するイタバを持つ。

－２． と

　 小屋、 、 置のダシダナを持つ住居ではウ

ラから出入するが、接客・生活空間のダシダナを持

つ住居ではウラからの出入が行 れていない (fig.14)。

-11 は 置のダシダナを持つ住居であるが、ウラ

を主要出入口として用いていない。ウラに主要出入

口が移行する -07 と -11 を から する

(fig.15)。 -07 と -11 は にダシダナの上部と下

部を空間として使用する構 が、 -07 では主屋

とダシダナ下部が接続するのに対し、 -11 ではダ

シダナ上部に接続している。

７．室 　

　ウラの主要出入口は来客にも利用され、埋立後では

住居ウラにも接客動線が れる。そのため、接客空間

をウラに移行又は拡張する住居が れる。 住居の

内ウラに主要出入口を持つ住居 17 軒において、接客

空間の 置とイタバの使 れ方の関係に し、室構

成の変容について分 を行った。

７－ ． に接客空間を持つ住居　

　11 軒の住居では、接客空間の移行 拡張がなく、

チャノマ で接客を行う。そのう イタバを持

つ住居は 7 軒で、イタバは間 によってダイ

マと分 され、通路として使用されている

i .17)。イタバを接客動線とすることで、ウラから

の来客は、生活空間を通 せ にオモテの接客空間を

使用している。接客空間をウラに配置する 要がない

◯... 形、用途に変化なし＊
△... 形は残るが、用途の変化やウラニカイが増設

×... ダシダナが取壊され、他の空間が造られる
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ため、奥行きの短い住居において、生活空間をウラに

拡張することが可能で、住居長辺方向である段方向に

生活空間を拡張するという特徴がみられる。

７－２．ウラに接客室を持つ住居　

　6 軒の住居では住居ウラに接客空間を移行又は拡張

し、イタバを持つ住居は 5 軒である。izm-05 では埋

立後、チャノマに設えられていた接客空間をダシダナ

上部に移行している。オモテからの来客は２軒隣の小

路を利用することでウラの出入口を用いる。生活動線

と接客動線を分離することで、主屋での接客行為を無

くし、チャノマを接客から団欒の空間に変容させてい

る (fig.18)。イタバ上に家具を配置し、室を拡張する

ことで、チャノマは間口を最大に活用した８畳程の空

間となる。接客空間をウラにも配置することで、接客

動線を限定し、イタバと室を一体的に使用している。

間口を有効に活用するように、列方向へと生活空間を

拡張している。

８．まとめ　

　海側の住居では、海岸バイパスが建設されたことで、

バイパスに直結する住居ウラに主要出入口が移行す

る。主要出入口の移行にはダシダナが影響し、ダシダ

ナ下部が主屋と接続する住居では、ウラが主要出入口

として用いられる。接客空間がオモテに残る住居では、

イタバを通路として使用することで来客に対応し、接

客空間がウラに移行する住居では、接客動線を限定す

ることで来客に対応している (fi g.19)。このように出

雲崎の海側の住居では、接客空間とイタバを相互関係

におくことで、オモテとウラからの来客に対応し、イ

タバの使い方によって、段・列方向それぞれに生活空

間を拡張する変容の特徴が明らかになった。
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ICF 用  
 

   （ ） 
 

1. 論 
1.1. と  
高齢者が最期を える場所は病院が 的に多い一

方、最期を過ごしたい場所に関する 計では複数の

が られ、個 に 場所の希望を持っている

と推察する。しかし、実際に高齢期を過ごせる場所は

多様であり、高齢者やその家族による は容

ではない。この要 には、 を持たないため、

に対する希望や課題の抽出が難しいこと、当 者が

を のことに えているためである。これら

は共 して高齢者の 状態と に対する希望が不

明確な状況下で きていると考える。そこで本研究は

高齢期の のための評価 の 定を行う。こ

れより、 状態の把握と希望を えるための検 を

行い、 の一 とすることを目的とする。 
1.2. の  
本研究では 4 つの調査を行った（表 1）。調査 1 は、

状態の把握とその方法の確立を目的にヒアリング

を行い、複数の対象者が 会 会と関わる団体

や 共施設での活動が の中 だったこと、同一対

象者に対する経時的調査の有 性が示 された。そこ

で、調査 2 にて地域 会と高齢者の関係性、調査 3 に

て時間経過を重 したヒアリングを行い、全ての調査

を まえて を 定し、調査 4 として検 を行った。 

1.3. ICF の  
本研究では、個人へのヒアリング調査の分析に参考

として国際生活機能分類（以下、ICF）を用いた。 
ICF は WHO が した と生活機能に関する国

際的分類であり（図 1）、 に されていた国際

分類（以下、ICIDH）の改 と 置付けられている。 
ICIDH が の機能

は生活機能の になると

えていたが、ICF は、生

活機能は個人を取り く全

てが し合うと考える。

そのため、活動の背景 子

に環境・個人 子を持ち、 環境を む生活全般の把

握が行える。そこで、介護医療 の現場では、多

ツールとして ICF の考え方が用いられている。 
1.4.  
本研究では、地域環境や経 性、家族形態が多様にな

るよう、 営 宅・既成 宅地・ 外大規模集合 宅・

外 建団地を 定し、調査 1,2,4 を行った。 
調査 1,3,4の個人へのヒアリング調査対象者26 （夫

3 組）の平均年齢は 75.1 であった（表 2）。 状

態は 1 がフルタイム 、その他は であり、介

護保 に関わる人は 2 のみであった。 形態は、

営 宅のみ 、その他は分 宅であった。また、

自宅改修を行ったのは 2 のみだった。 表 1 調査 要 
調査 1：様 な 形態の個人へのヒアリング 

対
象
地 

1. 営団地   ：新宿 ハイツ ：3  
2. 外型集合 宅： 大規模集合 宅：7  
3.既成 宅地 ：練 建・集合 宅：8  
4. 外 建 宅： 分 建団地：2  

形

 

形 ： 構造インタビ ー 
期間：2017 年 5 月 11 月 
時間： 1 時間 2 時間 度 

内
容 

生活・自宅の様子、 
ライフヒストリー等 

調査 2： 会 会へのヒアリング 
対
象
地 

1.新宿 会 会、 団体 
2.練 会 会、 団体 
3. 会 会 

形

 

形 ： 構造化インタビ ー 
期間：2017 年 10,11 月 
時間： 1 時間 度 

調査 3：時系 調査が行える個人へのヒアリング 
対象

 

1.施設 の男性と 
、かかりつけ医 

2. 宅改修を行った 性 

内
容 

1.施設入 前後の生活等 
2.改修前後の変化、今後の

まい方等 

形

 

形 ： 構造化インタビ ー 
期間：1.2017 年 11 月 30 日 12 月 4 日計 5 日/2.2017 年 8,10,12 月内 3 日 
時間： 30 分 1 時間 度 

調査 ： 定 の検 調査 

ヒ
ア
リ
ン
グ 

対
象
者 

ハイツ 者 
1.Y さん(76 男、 4 年) 
2.Z さん(77 、 47 年) 

実
施
日 

1.2017 年 1 月 10 日 
2.2017 年 1 月 11 日 

調
査
者 

学科学生（21 、 
ヒアリング調査経 ） 

場所

 

1.2 共に 
東新宿 付近 にて 

分析

 

実
施 ヒアリング調査者 期間

 

分析：2017 年 1 月 10 15 日 
報 ：2017 年 1 月 16,18 日 

図 1 ICF 図 

表 2 対象者一覧 

 no 地域  年齢 
性
別 

入 年 ヒアリング時間 場所 

調
査
1 

1 

 

A 88  1973 
①2 時間 38 分 
②1 時間 33 分 

自宅 

2 B 88 男 1973 1 時間 39 分 集会室 

3 C 79  1973 2 時間 2 分 自宅 

4 

 

大
規
模
集
合

宅 

D 74 男 2007 
1 時間 24 分 集会室 

E 不明  2007 

5 F 72 男 2007 
①1 時間 39 分 
②1 時間 23 分 

集会室 

6 
G 68 男 2007 

1 時間 25 分 集会室 
H 不明  2007 

7 I 70  2010 
①1 時間 36 分 
②2 時間 23 分 

集会室 

8 J 69  2016 
①1 時間 37 分 
②1 時間 1 分 

集会室 

9 K 68  2007 ①1 時間 46 分 
②2 時間 5 分 

集会室 
10 L 66  2007 

11 

練

 

既
成

地 

M 79  1968 1 時間 30 分 共施設 

12 N 77 男 2000 1 時間 45 分 共施設 

13 O 89 男 2016 1 時間 31 分 自宅 

14 
P 83 男 1998 

3 時間 59 分 自宅 
Q 72  不明 

15 R 77  1978 3 時間 17 分 自宅 

16 S 80 男 2007 1 時間 59 分 自宅 

17 T 84  2016 1 時間 51 分 自宅 

18 
 

U 65  1992 2 時間 1 分 自宅 

19 V 61  1998 2 時間 36 分 自宅 

3 
20  W 84 男 2007 ① 約 30 分 施設 

21  X 56  2007 ③1 時間 32 分 カフ  

4 
22 

 
Y 76 男 2013 1 時間 カフ  

23 Z 77  1959 1 時間 カフ  
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2. の と指標策定  
2.1. 居住 の の  
調査 1 では会 をするように 状態をヒアリング

した。その内容は にした後、対象者の った

ードを ICF の構成 子に当てはめるために 節

の要 へ分 した（図 2）。その後、全要 を構成

子ごとに上下関係を付けて集積し、 状態を ICF に

とし んだ図（以下、ICF 図）を 成した（図 3）。 
この図の分析結果から、① 状態は個人 子の3項

目の関係性を中 に分析すること、② 状態の分析

方法は 3 つあること、③ 状態の分析から にお

ける重要項目の抽出が行えることが分かった（図 4）。 
1） 3 の  
対象者ごとに 成した ICF 図は個人 子の「活動」

「経 」「関係」の 3 項目の関係性を中 に み くこ

とで、対象者の 状態を包括的に把握することが出

た。特に ICF の活動 子に対する 情や価 に

する個人 子の「活動」は対象者の「経 」や人・地域

との「関係」によって促進・ されていた。 
2） 居住 の  

ICF 図の分析方法には①時系 に った分析、②

情の変化に った分析③活動の背景 子からの分析の

3 類が抽出された。対象者の経 自体が 状態に

していた場合は①時系 、経 や関係に対する

情が 状態に していた場合は② 情の変化を

用できた。これらには時間経過が関わっていた一方、

③活動の背景 子は時間に されず、人・地域との

関係性や人生の中での最大の経 、それらに対する

情な が 状態に していた時に 用できた。 
3） 居住  
対象者の 状態を 3 つの方法のいずれかで分析す

ることで、3 項目の関係性と同時に の一 と

なる、 における重要項目を抽出することが出 た。

本調査では、対象者の における重要項目を自宅や

地域といった特定の空間である「場所」、家族や 人等

の「関係」、 味や家 等の「活動」行 そのもの、そ

して 述した 3 項目の中で、現 階では「 定はでき

ない」場合の 4 つに大別された。 
以上より、高齢者の 状況の把握と における

重要項目の抽出に、ICF を用いた分析は一定の有 性

があったと言える。この分析行 によって、他分野の

立場の人が対象者の考えや 状態について、共

を持つことが 能になる。また、それを まえた上

で、今後の に けた や調査時から行える

対 を考えることできる。  

図 2 R さんの 状態 
 

図 3 ICF に とし んだ R さんの 状態 
 

図 4 ICF 図と における重要項目 
 

  ハイツ周辺 練   

調
査
結
果 

高
齢
者
施
設 

・集会室等で活動 に

れない 者対  
・ 地内 点が周辺

との 場 

・ 立施設や訪問 護

所等に小規模カ

フ を 設し、 画

の実施 

・ 機能の多

くを 的にコ

テ ンター

に機能集約 

の
体
制 

・ 部会 調整部会

新宿 生活 体

制整備用 会の

トムアップ体制 

・ の会 に地域活

動団体 表者出  
・ を地域 活動

推進 と 置付け 

・ と 18 の地

が対等な

置で  

と
地
域
活
動 

・ から立ち上 た

全サ ン 要を 子

配  
課題 コ テ

形成の難しさ、 
活動場所の少なさ 

・ 施設を活動場所

として提供 
・地域活動の し 
・ 談に た方を日

的に する活動団

体に いで り 

・ でサ ン

を把握、 要を配  
課題 地 内高低

が激しく、 歩

域サ ンは 1 2 個 

地
域

会
と
の
関
係
性 

人
の

が
り 

・「サ ン」と「参加者」

の関係性 
・新規 と 少 

・ を基 に 
地域活動団体、個人の

ット ークを構築 

・地 よりも

小さい での活

動推進や把握が必

要 

施
設
関

 

・集会室や空 で大

学、NPO 等が活動 
・ 宅を や地域包

括、NPO で 点

化 

・ 団地自治会

を使用 

表 3 地域 会と高齢者の関係性 

 

関係性 居住状態 構成因子 
活動状態： 

状態⇔ 
活動・参加 
 
 
活動背景： 

参加 
 

個人 子 
( い)  
個人 子 
(経 ) 
 
活動状態： 
個人 子 参加 

R さんは 体に不自由を抱えながらも外出

度は下がらず、自らの興味のある 分野

への 会や活動に積 的に参加していた。

それはこれまで自分が「経 」してきたこと

を人に役立てたい、という いが 動力にな

っていたからだった。その経 は小学生の

に の自 をはじめ、これまでに 、う

つ病の 、 がんだった長 、 で

くなった夫の と き合ってきたこと

であった。家族の と き合った時の 情や

それを り えてきた経 は今、 た立場に

いる人や みを抱えている人に り うこと

ができると考えた。そこで、R さんはその経

を活かす活動として自ら や ートキー

パーといったスキルを求めた。 

状態 
活動 
参加 
個人 子 

 （ い） 
   

個人 子 
（経 ） 

 
 
 
 

個人 子 
 

参加 
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さらに、本調査の分析によって、①地域 会と高齢者

の関係性の明確化、②同一対象者に対する経時的調査

の有 性、③調査方法の確立を行う必要が えた。よ

って①・②に関しては 加調査を、③については全調

査を まえ、 定と調査方法の検 を行った。 
2.2. と の  
調査 1 で ハイツ・練 の 者は 地域に

ある活動団体や 共施設での活動が多く られた。特

に、活動団体は 会 会と関わりを持つ団体が

複数 在した。そこで、対象地域の 会 会と

主体の活動団体にヒアリングを行い、それ れの

地域における高齢者の活動を把握した。調査より、施

設 開や地域活動の 方法によって、地域 会と高

齢者の関係性は なり（表 3）、 状態の把握は

地域と高齢者の関係性を理 しておくことが有 だと

考えられた。また、活動の 方法として、 会

会や地域包括 ンターと NPO の による 宅の

転の有 性や、高齢者が個 に役割を持った活動

それを行うための の必要性が明らかになった。 

3. 居住選択のための指標策定 
3.1. た  
調査 3 として時間経過を重 したヒアリング調査を

同一対象者に複数回行った。本調査の対象者に、自立

している間に自ら高齢 け集合 宅に入 し、調査時

は介護施設で生活を っていた男性と、病気経 から

調査期間中に自宅改修を行った 性を 定した。調査

から、ICF 図は最 の 1 から の実行、また

は検 した時点ごとに加 修 することで、図の更新

ができた。また、いずれの時点においても、分析から抽

出される における重要項目は同じ項目であった。 
これらのことから、経時的な調査によって、 状態

を示す ICF 図は加 修 され、その時ごとに対象者を

包括的に え、 のための や対 の検

を行えると言える。また、それをデータとして 積す

ることで、他分野の立場から過 の 状態を まえ

た上で を行うことができる。これより、同一

対象者の経時的な調査は重要であり、調査方法の確立

には、その 組みが必要だと言える。  

 
 
 
 
 

 
図 5 成したヒアリングシート 

ヒアリング調査 結果分析から、 状態を把握する上で

となる活動と、それに関する経 や関係性を 入。 
における重要項目:ICF 図の分析から特定したものを  

ICF 図：調査 の対象者の りから抽出された

構成 子を 定。活動 子は項目 定の参考とし

て IADL を使用。ヒアリング時はメ に使用。 

分析方法：他者との情報共有のために、 成した ICF 図の分
析方法を明示。分析方法は調査 の分析にて得られた 3 類 

ICF 図個人 子：個人 子に関する分類は、

調査終 後に行うため、ヒアリング時の 問

項目と関 する構成 子を 。これを に

る内容に合わせて 生的な 問を行う。 
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3.2. 居住選択のための評価指標の策定 
1） 評価指標の策定 
これまでの調査を まえ、ICF の考え方を基 に用

いた評価 の 定を行った。 状態を把握するた

めに調査 1 の分析から ICF 構成 子の下 項目を 定

した。特に、個人 子は構成 子の項目とそれをヒア

リングで聞き出すための 問項目を 定した。活動

子は、調査 1 の対象者から抽出された項目が手 的日

生活動 （IADL）の評価項目に類 していたことか

ら、それを参考に 定した。 
定した項目によって把握される対象者の 状況、

個人 子の 3 項目に注目した分析から抽出される

における重要項目とその分析方法を 1 のヒアリング

シートにまとめた。これより、評価 のシートは

一した調査を行うツールになると同時に、調査実施者

以外も対象者に共 を持てるものとした（図 5）。 
2） 評価指標の検証 

定した評価 シートを用いて、研究者以外の

調査実施者による検 調査を行った（表 1）。その結果、

調査実施者は調査結果の分析から、対象者の にお

ける重要項目を抽出することができた。調査実施者の

シートの使用実感から、シートに 問や聞き出すべき

項目が明 されていることで、調査は を立てなが

ら 行できたと述べた。これらのことから、評価

シートには一定の有 性があったと言える。しか

し、シートの 入 れや分析方法の 定 実行の難

しさ等から、 改 の必要性が えた。また、本調査

では経時的な調査を行えなかったことも課題である。 
4. 結論 
4.1. まとめ 
一 の調査より、①ICF を 用した分析から高齢者

の 状態の把握と における重要項目の抽出がで

きること、②経時的な 状態と に対する希望の

ヒアリングによるデータの 積の有 性が示 された。

これらを基に評価 を 定し、ヒアリングシートと

して 1 にまとめた。これより、対象の高齢者につい

て、 なる 分野の人が 状態を分析し、共

を持って、 に関する対処や検 、そして

場所を することが 能になった。 
本研究の特 性は 2 点ある。1 点目は、調査時に対象

者の りを き出し、 った言 やその内容を重 し

て分析を行ったことである。このため、 定した評価

調査方法は、対象者の りを き出すことが

重要であり、対象者と自 な会 が行えれば特定の

分野に関わらず、使用が 能である。 

そこで、本研究は評価 を用いた調査実施者に し

た人物 に学生、そして調査実施 体に 地域にあ

る大学を る。その理由は、① 地域に理 をも

った上で対象者と自 な会 を行うことができる、②

同一対象者に経時的に調査を行える、③必要時に

な 機関に が 能なこと、の 3 つである。 
特 性の 2 点目は、評価 による経時的な調査を

行うことを の 1 つの 組みとしたことである。こ

れは調査 3 から、 における重要項目の 期抽出と

状態のデータを 積する必要性が示 されたため

であるが、それと同時に対象者には、過 に調査を行

っていれば、別の が考えられた者もいた。 
そこで本研究では、高齢期に し かる前後から、評

価 を用いた経時的な調査を開 することを提 す

る（図 7）。これより、より 広い から

の 能性を検 することが出 る。 
4.2. 今後の展望 
調査終 後の対象者の多くは れやかな様子であり、

対象者からお や再度調査を受けたい、 しかった等

の言 を した。これより、高齢者が りたい を

受け める機会は重要であり、その内容から最終的に

対象者の を行う本評価 は、今後、高齢化

会が進行する中で、重要な になると考える。 
その中で、 場所の の つである 宅は、建

て え等のハードから 等の フトまで、 宅

以外を 場所として する前に検 ・実行できる

が多 に る。よって、評価 を用いた

状態の分析は、 場所を する においても、高

齢期を過ごす場所として 宅を できるように、

状態に合わせた、 宅における新たな を

考 するための となる。 
そこで、 のための評価 は、検 調査より

明らかになった課題の改 と、経 的な 点から重要

になる を行うための項目や経時的な調査の中

で必要になる介護医療 分野の 点からみる評価

の改 点等、 に関 する他分野からの 導を受

け、改 することが必要である。 

図 6 評価 イアグラム 
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大災 における に る  

-東日本大震災の と の - 
 

 

  大  

 

． の と  

1923 年に発生した関東大震災では 東 市の 人

口 200 人に対し， 78 人が 域的な避難行動

（疎開）を行ったとされている 1）．東日本大震災の被

災地においても，市町村 を えた 域的な人口移

動が発生し， 町では 3 の人口が減少す

るな ，地域の人口動態に中 期的な影響を して

いる． されている南海トラフ巨大地震 下

地震等の巨大災害が発生した には，人口の 集する

大 市部が被災することから，住宅を めてさらに大

模な人口移動が生じる れが る． 

 しかしながら現 で，このような巨大災害から

域的な避難 中 期的な移住を行う人 の移動を

し， な を実現するための に を てた

研究は しい．本研究ではこのような市町村 を

えた 域的な避難行動

疎開行動等の人口移

動に関し，被災地域の

急激な人口減少を考

した ましい 市

の実現もにら で，

的 を確 する

ことを 的とする．な

お本研究では池田ら 2)

を参考に，住宅を失っ

た世帯が住宅を めて

移り住 行動を，図 1 に

示す 3 つの からな

るもので ると 定

し，疎開行動 移住行

動を するシミュレ

ーションを 築した． 

． の世帯 シ

ミュレーション 

「疎開期の世帯移

動」とは， 避難

から 住まい住宅に生

の場を移す疎開行動に って生じる世帯の移動を

す．ここでは，このような 住まいを めて市区町村

を移動する世帯数（以下，「疎開世帯数」と呼ぶ）の

算定を みる．この で 用できる住宅の は，

のため レハ ，みなし ， ・知人の

のみとした．なお，行 が り上 て被災者に提

する，みなし 住宅は一 に賃貸住宅のみを 用す

るが，ここでは賃貸な が 図されていなく市場に流

通していない「その他 き 」の一部を考 したパタ

ーンも計算している．新 震基 でかつ ・ の

ないその他 き の 合が 20.9%で ることから 3)，2

度が 住まいとして 用できると考えて計算

とした． 

. 災 シミュレーションの  

図 2 に計算の 要を示す．効用は 者らによる ン

の 数
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ケート調査の結果をもとに， 推定 を用いてパラ

メータを めた． 1 は推定した効用関数の 数と

数の 要で る．効用は， 数と 数の 形 の値を

とる． めた効用から ト デ を って各市区

町村 で疎開する確率を算出する． に，図 3 の

で，被害想定に基 く 数データと き の 数

データ 4)から各市区町村の 住まいの需要 数 �と

可能な 数 �
( )

を算出する． 住まいの 数を

制 として， ン によって需要 数を

分し， 的な疎開世帯数を算出している．なお本

シミュレーションでは，1 世帯は 1 の 住まいに

居し，世帯分 世帯合 は考えないものとしている． 

. 本地震 と シミュレーションの検証  

図 4 は NTT の 統計による， 本地震の

発生から 3 が経過した同年 7 14 日の 前 3 時

における 本 の増減人口と，本疎開シミュレーシ

ョンを 本地震の実被害をもとにして計算し，増減人

口を算出して 者を比較したもので る． 本 内の

人口減少については比較的に精度が高く てはまって

いるものの， 本 の人口増加は 市部（A は

市 区，B は 市，C は 市中央区，

D は 市，E は大分市，F は

大 田市）を中 として過 してお

り，精度の で課題が残った． 

図 4 28 本地震に シミュレーシ

ョンの検証 

.3 南海トラフ地震 の 例  

図 5 は，南海トラフ巨大地震の被害想定 5)に基 い

て災害時疎開シミュレーションを計算した数値例（世

帯の増減率）で る．制 としてケース 1 は 5

の レハ と 400 の賃貸 き のみが

された場合，ケース 2 はその他 き の 20%( 50

)が された場合の結果で る．ここで想定する

ハザードは，中央防災会議が想定する ケースで

り， れ被害が大きく，かつ 被害は東海地方で

被害が大きくなるもので る．なお地震 災について

は 期 ・ 8m のパターンを 用している．こ

のような 大な被害を想定した場合，い れの場合に

おいても， 平 沿岸部の市区町村で世帯数は大幅に

減少し，被害が さい内 部の市区町村の世帯数が増

加する．他方でケース 2 はケース 1 と比較して，西日

本の地方の 市 中 市を中 に世帯増加率が大き

くなる 向が確 でき， 平 沿岸部の世帯減少率も

比較的 かで る一方， の世帯増加率は少な

くなっている．これらの 向は， 住まいとして 建

住宅を選 する被災者が いことから，ケース 2 では

建住宅の いその他 き が されたことで，
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な の大 市 疎開する世帯数が減少し，被災地

から い中部 西日本の 市部で世帯数が増加したこ

とを示しているものと考えられる． 

3． の世帯 シミュレーション  

「移住期の人口移動」とは， 住まい住宅から

住宅に生 の場を移す移住行動に って生じる人口移

動を す．ここでは のため，移住行動は 住宅

の を決める「居住形態の選択」と「移住先の選択」

の 2 の スを経るものと 定し， デ 化を

みた．なお，移住先の自 で れが 可能で

る場合は，再度「居住形態の選択」を行うこととする． 

3.  

選択 デ における効用は，疎開期の検 と同様に，

者らによる ンケート調査の結果をもとに， 推

定 を用いてパラメータを めた．居住形態の選択に

おける 数の 要と効用関数の 数，移住先の選択に

おける 数の 要と効用関数の 数な については紙

幅の関 上省 するが，自宅 場 の 数の大き

さをみると， 場と自宅の が遠くなるほ ，中古

住宅の 賃貸住宅 の 居といった，居住地の移

動を う選択をする 向が高まることが分かった．こ

のように，これまでは学 研究においても まり わ

れてこなかった， 業地と居住地の関 を被災 の住

宅再建の 決定 に み み， デ を 築

した が本研究の で り，これにより東日本大震

災 に 化した産業の停滞 移転な が人口 復に

える影響を 的に することが可能となった． 

3. 災 シミュレーションの  

 本研究の「災害時移住シミュレーション」では，以

下2つの を推定する． え nは個人を する． 

1) 被災世帯が選択する居住形態：𝐻𝐻� 

2) 「2．新築住宅」「3．中古住宅」「4．賃貸住宅」

を選択した被災世帯については，その移住先：𝒕𝒕𝒕𝒕𝒕𝒕𝒕𝒕𝒏𝒏 

図 6 にシミュレーションのフ ーを示す．推定は

の 5 つの を経て行う． 

Step1 パラメータの 力 

 市区町村 との 世帯数，市区町村 の ，移

住行動 デ で推定した効用関数の 数，居住地と

業地の OD ，市町村統計(大世帯の 合・高 化率・

建て住宅に住 住 の 合・集合住宅に住 住 の

合・平 年 ・DID 人口率・人口 度・大

の数)のパラメータを 力する． 

Step2 個人データの生成 

 個人 n とに， 場の �と居住形態の選択にお

ける効用関数の 数 �,�, ,�… ,�を ン に

よって 定する．例え 場の �は，図 7 に示す

ように各居住地における 業地 との通 者の 合を

算出し，その 合と乱

数値に応じて決定す

る． 

Step3 居住形態のシミ

ュレーション 

 移住 デ の 数と

Step2 で 定した 数

の 形 から居住形態

との効用の大きさ

𝑉𝑉�
( )

の計算を行う．式

(1)より，選択確率 𝒏𝒏
( )

を算出する． 

𝑃𝑃�
( ) = ��� (��

( ))
∑ ��� (��

( ))
             …式(1) 

そして，乱数を選択確率 𝒏𝒏
( )

に基 いて識別し，個人 n

の居住形態𝐻𝐻�を決定する． 

Step4 居住地のシミュレーション 

図  災 シミュレーションのフ ー 

図  の の  

A市 B町 C村 合計
[人] 1 2 3
A市 1 50 40 10 100

B町 2 15 30 5 50

C村 3 7 1 2 10

A市 B町 C村 合計
1 2 3

A市 1 0.5 0.4 0.1 1

B町 2 0.3 0.6 0.1 1
C村 3 0.7 0.1 0.2 1

従業地(Destination)

(O
rig

in
) 居

住
地

居
住
地

従業地(Destination)

(O
rig

in
)
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 Step3 で決定した個人 n の居住形態が「1．自宅再建」

の場合は，移住しないものとし，「2．新築住宅」「3．

中古住宅」「4．賃貸住宅」の個人のみ，以下の計算を

行う．居住形態𝐻𝐻�を選択した個人 n が市区町村 i から

j に移住する効用の大きさ𝑉𝑉��,�
(��)

を算出する．式(2)から

現住地 i から移住先 j に移住する確率𝑃𝑃��,�
(��)

を算出し乱

数を識別して移住先𝒕𝒕𝒕𝒕𝒕𝒕𝒕𝒕𝒏𝒏を定める． 

𝑃𝑃��,�
(��) =

��� (���,�
(��))

∑ ��� (���,�
(��))�

        …式(2) 

Step5 結果の集計と出力を行う． 

3.3 東日本大震災におけるシミュレーションの検証  

東日本大震災の被害データを用いて上記に示した

移住行動のシミュレーションを行い，国勢調査におけ

る移動世帯数(以下，実態値と呼ぶ)と比較することで

シミュレーションの検証を行った．平常時の世帯移動

の影響を除くため，2010 年から 2015 年にかけての値

から，2005 年から 2010 年にかけての値の差分をとっ

た．図 8 にシミュレーション結果と実態値の散布図を

示す．実態値と比較して，被害の大きい地域は世帯減

少を過大に見積もり，被害の大きい地域に隣接した地

域は世帯増加を過大に見積もり，被災地から遠方の地

域は世帯増加を過少に見積もっている．被害が発生し

た地域では R2値で 0.407 とそれなりに高い相関が得ら

れたが，被害が生じていない地域では R2値で 0.185 と

精度が低く，災害時疎開シミュレーションの検証と同

様の結果となった．すなわち，移動が到達する地域の

推定が課題として残った． 

3.4 南海トラフ地震への適応例  

 2.3 節と同様のハザードによる被害世帯数をパラメ

ータとして，災害時移住シミュレーションを行った．

ここで産業が停滞・移転した効果を内生化しているた

め，いくつかの産業被災シナリオを想定し，これらの

各ケースに応じて結果をまとめている．紙幅の制限の

ため，ここでは被災地において被害率と同等だけ雇用

が減少し，この雇用減少分については被災を免れた他

地域に按分したシナリオの結果を示す（これが図 9）．

これにより東日本大震災時と同じく，被災をきっかけ

に急激に世帯減少する地域が明らかになったほか，雇

用喪失がない場合は雇用が喪失する場合を比べて自宅

再建を選択する世帯が減少するため，沿岸部の赤色の

地域では雇用喪失を防ぐことで流出世帯を抑制するこ

とが可能なことも分かった． 

4．結論 

本論では，疎開期および移住期の世帯移動を推定す

るシミュレーションを提案し，検証を経て南海トラフ

巨大地震時の計算例を示した．推定精度に課題が残る

萌芽的研究の性格を有するものの，疎開期・復興期に

被災をきっかけとして発生する課題を解決する糸口を

模索する基礎的知見が得られたものと考えられる． 
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江戸武家屋敷の庭園に関する研究 
 

修士 正会員 内藤 啓太（法政大学） 
 

0.はじめに	 

0-1.研究 景・ 研究	 

江戸時代、江戸には の藩が存在し、江戸後期に

は 300 の藩があった 1。 藩が上・中・ 屋敷を持

、それら全てに庭園があったとすると、かなりの

の武家屋敷庭園が存在していたといえる。これらの庭

園を見ていくと、庭園が作られた時期、立地環境、屋

敷の種類によって定型が存在していたことが分かるが、

その 大な えに 的に明らかになっていな

い。これらの庭園が作られた 景には、一 どのよう

な論理が存在したのか、 明する 要がある。大名庭

園を代表とする武家屋敷庭園は、これまで江戸の庭園

の中で最も多く研究されており、進士 2、白幡 3、飛

田 4などによって主に造園学、 学の面で論じられて

きたところが多いが、いずれも江戸武家屋敷の庭園を

一括りにする 向が強い。江戸には前 した によ

って様々な の武家屋敷庭園が まれていたにも

かかわらず、これまでの江戸の庭園研究においてはこ

のような での分析が欠けていたことを指摘できる。	 

0-2.研究目的・方 	 

本研究は、江戸武家屋敷の庭園における池泉、築山、

などの庭園構成要 の種類や配置の定型を明らかに

し、庭園が作られた時期、立地環境、屋敷の種類とい

った でどのように なるのか、その 作庭の

論理 を明らかにすることを目的とする。研究方 と

しては、『復元・江戸情報地図』 5 記 の大名屋敷の

内、屋敷絵図、真景図、 の 料から庭園の様

を できた 82 事例に えて、拝領年代の関 からこ

の地図には記 されておらず、同様に庭園の様 を

できた 7事例を主な研究対象とし、 地図と地形図

から庭園 の復元的 を行う。	 

1.江戸武家屋敷およ 庭園の 本構成と立地的 	 

1-1.江戸 周辺武家屋敷の庭園	 

十七世紀前期から江戸 周辺には政 を行う場で

あり藩主の の場でもある上屋敷が多く立地してい

た。これらには 本的に表御 と奥御 を持 、それ

ぞれの書 前に書 から鑑賞するための庭園を持つと

いう構成があった。これは時代を わず研究対象とし

た江戸 周辺武家屋敷の多くで しており、十七世

紀前期の から上屋敷を中心とした江戸 周辺武家

屋敷における 本構成であった。また、江戸 周辺武

家屋敷の池泉庭園について が できるものの多

くが玉川上 利用のものであったが、御三家である紀

藩 川家の屋敷を めた十七世紀前期の江戸 周辺

武家屋敷には池泉庭園を できないため、1654 年の

玉川上 を つまでは江戸 周辺武家屋敷には池

泉庭園がほとんど かった 性が高いことを示した。	 

また、明 の大 をきっかけに明 3年(1657)以後、

江戸 周辺武家屋敷の が くなったことによる

庭園面積の を示した。これらの庭園は け地と

しての意 も有していたが、これによって江戸 周辺

武家屋敷には、書 から鑑賞する けでなく も

な い庭園が作られるようになったことを指摘した。	 

1-2.江戸郊外武家屋敷の庭園	 

十七世紀前期から江戸郊外には、主に 荘として

屋敷を中心とした武家屋敷が多く立地していた。これ

らには図 1のように、江戸 周辺武家屋敷における

本構成に 後園 6と れる御 から分 した

庭園が わった 本構成があった。これも時代を

わず研究対象とした江戸郊外武家屋敷の多くで し

ており、十七世紀前期の から 屋敷を中心とした

江戸郊外武家屋敷における 本構成であった。	 

また、明 の大 以前に拝領された多くの江戸郊外

武家屋敷の庭園について、 面地と を利用した池

泉庭園を有すという特 を 、玉川上 が する

1654 年以前においては、江戸郊外武家屋敷では を

代表とした自 を し利用することで、十七世

紀前期から池泉庭園が作られていたことを指摘した。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図 1	 藩 部家 屋敷絵図（『 藩 部家

屋敷絵図』 化 3 年(1806)江戸東京博物館蔵より作成）	 

N

書院庭園

後園

表御殿奥御殿

書院庭園
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一方、明 の大 を に、十七世紀後期を中心に

屋敷や抱屋敷を中心とした武家屋敷が郊外に に

したことに合わせて、上 や埋立ての技術の に

より を得るのが しい平 な 地上や海岸沿いの

埋立地など眺望の利いた場所にも池泉庭園が作られる

ようになったことを示した。同じく明 の大 を に、

政 を行う場であり藩主の の場である上屋敷を江

戸 周辺からより い郊外の環境 と そうとする

きが見られ、その中には、元々 屋敷や中屋敷 った

武家屋敷を上屋敷に した場合、新たに郊外に上屋

敷を拝領した場合、名目上は 屋敷や中屋敷であった

が 的に上屋敷として 用していた場合があった。

その中で していたのは 後園 を作れる環境を有

している った。十八世紀以後は武家地の拡大がほ

とんど見られなくなったが、 対 による屋敷の獲得

や抱地を購入して抱屋敷とする きが見られた。その

中で作庭書の普及による定型庭園の があった一方

で、風光明媚な立地環境において藩主の 向が存分に

らされた庭園が作られていたことを示した。	 

2.江戸武家屋敷の庭園における主要 	 

研究対象とした江戸武家屋敷の庭園には、庭園が作

られた時代によって主に以 2-1~2-4の つの要 を

見ることができた。 
2-1. 事の庭園	 

江戸時代を して、江戸武家屋敷の庭園内には主要

施設として 事が な施設が設けられており、これ

らの施設から眺めた景 が園内における最上の景 で

あることが多かった。江戸武家屋敷の庭園においては

事の要 が 要 欠であったことを指摘した。	 

2-2.十七世紀後期の庭園における円錐形築山	 

	 十七世紀後期に拝領された江戸武家屋敷の庭園内の

多くで円錐形築山を でき、これらが園内における

主要な鑑賞対象であると同時に園外眺望のための施設

であったことが分かった。立地環境を わず多くの庭

園に作られており、十七世紀後期の江戸武家屋敷の庭

園における一つの 行であった。また、十七世紀前期

に拝領されていた武家屋敷の庭園においても十七世紀

後期以後になって新たに築かれていたことを指摘した。	 

2-3.十七世紀後期の庭園における見立て	 

	 江戸武家屋敷の庭園では特に十七世紀後期において

多くの見立てが表れることを指摘した。様々な日本や

中国の名所が ー とされ、同時にそれらは園内に

おける をなす景 として用いられており、園内主要

施設から眺められるよう作られていることが多かった。	 

2-4.江戸後期における ションの庭園	 

	 江戸後期になると、いわ ションの庭園と

べるような庭園が現れ めることを指摘した。以前か

ら、園内で として めた 物を てたりする行

はあったが な しい ものを園内に り め

る行 は江戸後期になって多く見られるようになった。	 

3.江戸郊外武家屋敷の庭園における主要施設とその

配置	 

	 研究対象とした江戸郊外武家屋敷の庭園における主

要施設とその配置に 目すると、江戸 周辺武家屋敷

の庭園よりも い分、時代や立地環境によって特 が

より に見られた。特に以 3-1~3-4の武家屋敷拝
領時期の いにより、作庭論理の 化を ができた。	 

3-1.十七世紀前期	 

	 研究対象の内、十七世紀前期に拝領された江戸郊外

武家屋敷の庭園における主要施設とその配置について

分析した結果、これらの施設からの池泉眺望の多くは

閉じた の中で完結していたことが分かった。十七

世紀前期に拝領された江戸郊外武家屋敷には 利用

の池泉庭園が多かったため自 地形としての 戸

を かしてこのような構成が多かった。十七世紀前期

の拝領 時は 屋敷 った 藩前田家上屋敷では、

図 2を見ると、池泉の に 御 という があり、

ここから池泉が奥行きを持つ方向に配置されている。

『東邸沿革図 』(1638 年)によると、この は十七世

紀前期にはあったことが分かっている。園内には十八

世紀前期に 時の 行で新たに作られた 山という

築山があるの で、それ以外に築山は見られない。

は、この池泉庭園は敷地内の 戸 に作られており

の築山をほとんど配置せず、自 地形をそのまま

かした閉じた の中で池泉眺望を完結させていた。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図 2	 藩前田家上屋敷庭園真景図（『 園』江戸

後期『東京市 』所 	 国会図書館蔵より作成）	 

一方、 戸藩 川家上屋敷は 戸 を持たず上

利用の池泉庭園があり、十七世紀前期の拝領 時は

屋敷 ったため 後園 を持っていた。図 3( )を見

ると、池泉の中央に かっている の中央に月見 が

設けられており、『後 園記事』(1736 年)によると 戸

光 時代の十七世紀後期には 学 を めてここから

庭園を眺め、 景と賞 していたことが分かっている。

この月見 の 面には池泉の 後に 山 という

栄螺山

傘御亭 池泉
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の築山が え立っていた。『 山記』(1640 年)

から、この山は 1640 年にはあったことが分かっており、

この景 も十七世紀前期にはあったと えられる。こ

こで、 目したいのがその立地環境で、図 3( )を見

ると、敷地の 部分を いて大部分が 地上の 地

部に立地している。庭園の から うど高 部分

になっているが、この部分は自 地形をそのまま か

し、園内の山の一つとして 見 山 と 名されてい

た。それ以外の部分では 山 を め、池泉を囲

むように 的に築山を配置することで周囲から閉じ

た を作り、その中に池泉眺望を完結させていた。	 

	 

図 3	 戸藩 川家上屋敷庭園図（『後 園

以前之図』1700 年前後( ) 府明 会蔵より作成）、

戸藩 川家上屋敷庭園地形図（ シ ー 3

より作成）	 

このように、 戸 に作られた庭園では、 存の

自 地形をそのまま かすことで築山を作ることなく、

周囲から閉 した環境を作り出していた一方、 戸

を持たない庭園では、池泉の周囲に 的に築山を

配置することで同様の環境を作り出していた。	 

3-2.十七世紀後期	 

明 の大 後、十七世紀後期を中心に江戸郊外には

上 や埋立ての技術の により を得るのが し

い平 な 地上や海岸沿いの埋立地など眺望の利いた

場所にも池泉庭園が作られるようになったが、研究対

象の内、十七世紀後期に拝領された江戸郊外武家屋敷

の庭園における主要施設とその配置について分析した

結果、これらの施設からの池泉眺望の多くは園内で完

結せず、園外にまで及んでいたことが分かった。この

は主要施設からの景 が園内で まっていた十七世

紀前期のものとは なる である。十七世紀後期に拝

領され、海岸沿いの埋立地にあった 取藩池田家 屋

敷では、図 4を見ると、園内には富士山を した象

的な築山が つ配置されているが、これは 2-2 で べ

た円錐形築山である。屋敷は 後に江戸湾が がる場

所に位置しており、 楼 という楼閣建築の鑑賞方

向に沿って池泉が奥行きを持つように配置され、その

に江戸湾が がる構成になっている。海岸沿いとい

う立地を かして遠方眺望を意識して作られていた。

また、同じく十七世紀後期に拝領され、平 な 地上

に立地していた 本藩細川家 屋敷では、図 5を見る

と池泉鑑賞のための施設が設けられており、そこから

池泉を眺めた には富士山を した築山が え立って

いる。池泉の周囲には、この築山以外に築山はほとん

ど見られない。ここで、池泉鑑賞方向に 目すると、

その方 は であり、本物の富士山がある の方

と近い。この屋敷の周囲は幕 まで田 が がるよう

な環境であり、池泉の 後に本物の富士山が望めた

性が高い。 はこの庭園構成は 本藩細川家の国元

にある 前 成 園と 似しており、図 6 のように、

この庭園にも富士山を した築山が池泉 後に配置さ

れており、 後に がる東方の の山々とともに望

むことができた。これを まえると、 本藩細川家

屋敷の庭園における池泉鑑賞施設からも、富士山を

した築山とともに本物の富士山を望めたと えられる。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図 4	 取藩池田家 屋敷絵図・庭園部分（『

江戸 荘園池図』 7 年(1836)国立 民

博物館蔵より作成）	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図 5	 本藩細川家 屋敷絵図・庭園部分（『戸 御

屋敷 御 図』 11 年(1671) 蔵より作成）	 

	 

	 

	 

	 

図 6	 前 成 園真景図（『 前 庭中之図』幕 	 

蔵より作成）	 
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このように十七世紀後期に拝領された江戸郊外武

家屋敷の庭園は、その立地から園外眺望を意識して建

物や築山の位置が決められていたものが多かった一方、

武家屋敷に囲まれ眺望の利かない場所に作られた庭園

の園内は閉鎖的に作られていたことが分かった。しか

し、そのような庭園においても園内に作られた円錐形

築山によって園外眺望が行われており、十七世紀後期

において眺望が欠かせないものであったことを示した。	 

3-3.十八世紀以後	 

十八世紀以後になると、武家屋敷の範囲の拡大は停

滞した上、作庭書の普及が重なり、立地環境、屋敷地

面積に関わらず似たような庭園構成を有す武家屋敷が

多く出現した。研究対象の内、十八世紀以後に拝領さ

れた江戸郊外武家屋敷の庭園を分析した結果、図 7の

ような定型があることを示した。この定型における庭

園の池泉は細長く座敷に対して池泉が奥行きを持つ方

向に配置されている。池泉の脇に配置された築山や池

泉にせり出た出島により遠近感を演出しており座敷か

らの鑑賞が主と分かる。そしてこの定型が元々、楼閣

建築からの園外眺望を意識して作られた構成であるこ

とを指摘した。しかし、園外眺望を目的としない庭園

においてもこの構成が用いられるようになったことを

示し、十八世紀以後、立地環境や屋敷地面積に関わら

ず、この構成が一つの定型になっていたことを示した。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図 7	 十八世紀以後江戸郊外武家屋敷定型庭園図	 

3-4.十九世紀前後	 

十八世紀以後、定型化した庭園が多く見られるよう

になった一方で、特に十九世紀前後になると、風光明

媚な郊外を中心に新たな作風の庭園が見られた。研究

対象の内、十九世紀前後に拝領された江戸郊外武家屋

敷は、そのほとんどが風光明媚な立地環境を有してい

た。これらの庭園における主要施設とその配置につい

て分析した結果、十七世紀後期に作られた庭園に比べ、

より園外眺望に対して積極的な意思が強く見られ、池

泉庭園よりもむしろ園外の風景を庭園と見立てて眺望

が行われていたことが分かった。十九世紀に抱地購入

によって作られ、深川の海岸沿いの埋立地にあった白

河藩松平家抱屋敷の庭園には、三つの築山があり、そ

れぞれの築山の上には眺望施設が配置されていた(図

8)。『深川御海荘の記』(十九世紀前期)によると、江戸

湾を池泉に見立てて作庭されたことが分かっており、

施設からは房総の山々や富士山など、遠方の風景が望

めていた。海に面しているため堤防が作られているが、

それよりも高い築山を築き、その上に施設を配置する

ことで遠方眺望を獲得していた。一方、同じく十九世

紀に抱地購入によって作られ、隅田川に面していた姫

路藩酒井家抱屋敷の庭園内の楼閣建築からは隅田川を

池泉と見立て眺望が行われていた(図 9)。これも堤防

があったが高楼にすることで園外風景を獲得していた。

以上のように、十九世紀前後に拝領された江戸郊外武

家屋敷の庭園には江戸時代において最も強い園外眺望

の獲得に対する積極性の表れを見ることができた。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図 8	 白河藩松平家抱屋敷庭園図（『深川入船町御邸松

月斎真写之図』江戸時代(写し)国会図書館蔵より作成）	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図 9	 姫路藩酒井家抱屋敷絵図・庭園部分（『隅田川

御屋鋪全図』江戸時代(写し)国会図書館蔵より作成）	 

4.結論	 

江戸武家屋敷の庭園 89 事例を分析した結果、庭園

が作られた時期、立地環境、屋敷の種類によって定型

が存在し、特に郊外の庭園を中心に、その作庭論理が

明らかになった。江戸武家屋敷の庭園は決して一括り

にすることは出来ず、様々なバリエーションに富んで

いたことが分かったが、これは現代東京の独自性・特

殊性に繋がるものであり、そのベースである庭園都市

としての江戸の姿を捉えることができたと言えよう。	 
【註釈】	 

1）東京都江戸東京博物館監修	 『大江戸図鑑［武家編］』朝倉書
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2）進士五十八『日本の庭園-造景の技術とそのこころ』中央公

論新社、2005 年	 

3）白幡洋三郎『大名庭園-江戸の饗宴』講談社、1997 年	 
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地域包括ケア病棟運営実態からみた施設類型と療養環境 に関する研究

　 　 間 　（ ）

1. 研究の背景と目的

1-1. 研究の背景　日本では急激な高齢化が進行し、

国は 2025 年を目処に地域包括ケアシステムの構築を

進めている。平成 26 年度の診療報酬改定で、同シス

テムの医療サービスの基幹となる、地域包括ケア病棟

が新たに創設された。診療報酬では、運営に関する施

設基準は定められているが、同病棟の構造設備に関す

る施設基準は明確に示されていない。

1-2. 既往研究　地域包括ケア病棟は、新設されたば

かりの病棟であるため、建築の分野からなされた研究

はない。著者らが平成 27 年度から取り組んできた研

究 1）では、地域包括ケア病棟の運営や療養環境の全国

的整備状況の一端は明らかにされているが、同病棟に

求められる具体的な機能や諸室等については明らかに

なっていない。

1-3. 研究の目的　本研究では、地域包括ケア病棟の

運営に関する分析と、運用や空間利用に関する実践状

況を把握することで、同病棟の運営からみた主要な類

型を導出すると共に、同病棟の療養環境に求められる

諸室・設備を明らかにすることを目的とする。

1-4. 研究の構成　本研究は 5 章構成である（図 1）。

第 1 章では、研究の背景と目的を示す。第 2 章では、

著者らが平成 27 年度に行った全国アンケート調査 1）

（表 1）で得られたデータを使用し、運営実態からみ

た地域包括ケア病棟の施設類型を析出する。第 3 章で

は、全国アンケート調査時に当該病棟の平面図を回収

できた病棟を対象に、建築的整備状況を把握する。第

4 章では、第 1・2・3 章の結果を受けて調査対象を抽

出し、同病棟に求められる諸室・設備を明らかにする。

第 5 章では、本研究の総括と到達点を述べ、今後の課

題を示す。

2. 地域包括ケア病棟の運営実態からみた施設類型

地域包括ケア病棟の施設類型を明らかにするため

に、全国アンケート調査で得られた当該病棟の病床数

と患者属性のデータを使用し、数量化Ⅲ類により算出

したサンプルスコアを用いて、ウォード法によるクラ

スター分析を行った。分析により5類型を析出した（表

2）。サンプル数が多い順に、主に自院の急性期病床か

らの患者を受け入れる「自院急性期・予定入院型」：

120 病棟、内科の患者が 7 割以上を占める「内科特化

型」：42 病棟、整形外科の患者が 7割以上を占める「整

形外科特化型」：25 病棟、主に自宅からの緊急の患者

を受け入れる「自宅・緊急入院型」：20 病棟、主に他

院の急性期病床からの患者を受け入れる「他院急性期・

予定入院型」：7病棟注1）、に分類することができた。

3. 地域包括ケア病棟の平面構成

地域包括ケア病棟の療養環境に関する建築的整備状

況を明らかにするために、全国アンケート調査時に平

面図を回収できた 146 病棟を対象に分析を行った。

3-1. 地域包括ケア病床の配置　当該病床の配置は、

病棟が当該病床のみで構成されている「病棟全体」と、

病棟が当該病床と他の病床で構成されている「病棟一

部」に大きく二分され、「病棟一部」さらに 3 つに分

かれる（表 3）。「病棟全体」に係る病棟が 77 病棟と

最も多い。一方、「病棟一部」の「分散・別階」に係

る病棟が 10 病棟あった。

4. 地域包括ケア病棟の事例分析

施設類型ごとの詳細な運営方法と、療養環境に求め

られる諸室を明らかにするために、16病院（計21病棟）

を対象に訪問ヒアリング調査を行った（表 4）。A病院、

E 病院、K 病院は地域包括ケア病棟を 2 病棟ずつ保有

しており、N 病院は地域包括ケア病床を 3 病棟に分け

て配置している。A 病院 4 階病棟は、自院急性期・予

定入院型の顕著な特徴がみられていないが、全国アン

ケート調査の結果により本類型に分類している。

4-1.施設類型ごとにみた地域包括ケア病棟の運営（表5）

（1）自院急性期・予定入院型　全 9 病院で、亜急性期

病床または一般病床転換して、地域包括ケア病棟を開

設していた。A 病院以外の病棟では、診療報酬で定め

られている、包括医療制度と入院期間の規定注 2）の関

係で、検査や高価な薬を必要とする治療を終えるまで、

または 60 日以内に退院できる目処が立つまで、自院

の他の病床で病状の経過をみて、その後地域包括ケア

病棟で患者を受け入れている。

（2）内科特化型　F病院は、内科の一般病棟を転換し、

地域包括ケア病棟を開設した。転換前の病棟の機能を

維持したまま地域包括ケア病棟の機能を付加し、レス

パイトや緊急の患者を受け入れている。G 病院は、急

性期から慢性期の病床 628 床を有する大規模な病院で

ある。整形外科の患者は、自院の回復期リハビリテー

ション病棟に入院できるため、内科の患者の占める割

合が高くなっていると推察される。P 病院は、整形外

科の患者が周辺の病院の回復期リハビリ病棟へ入院す

るため、内科の患者の受け入れが多くなっている。

（3）整形外科特化型　H 病院と O 病院はともに、整形

外科の治療に力を入れている。H 病院は当該病棟開設

以前から、整形外科のオペ検査が必要な患者や、回復

期リハビリ病棟に入院できない患者が多く、その様な

患者を受け入れるために当該病棟を創設した。O 病院

の当該病棟は、自院の急性期病床から転棟する患者が

77％を占めており、整形外科の術後にリハビリが必要

な患者を受け入れている。この使用方法は、当該病棟

開設以前の亜急性期病床の時から変わっていない。

（4）自宅・緊急入院型　J 病院から約 2km 東に、急性

期医療の提供に特化した、診療科目数 34・865 床を有

する総合病院の KS 病院がある。手術が必要な患者や、

J 病院にない診療科の治療が必要な患者は KS 病院で

治療しており、緊急度や重傷度の低い患者はＪ病院で

治療している。Ｊ病院は、KS 病院だけでは補いきれな

い地域の急性期医療を補完する役割を担っている。

（5）他院急性期・予定入院型 D 病院は、療養病床を

転換し、地域包括ケア病棟を創設している。同病棟の

他に、回復期リハビリ病棟と療養病棟を保有しており、

慢性期医療を提供している。平均在院日数は 41.2 日

と、訪問調査を行ったすべての病院の中で最も長い。

自院に急性期病床がなく、患者の 7 割以上は、他院の

急性期病床から受け入れている。また、グループの総

合病院の後方ベッドとしての役割も担っている。

4-2. 地域包括ケア病棟の療養環境

4-3-1. 空間利用に関する実践状況（表 6）

（1）リハビリ室　リハビリ室の設置を希望する 6 病棟

のうち 4 病棟で、在宅生活をイメージできる環境が望

ましいとしている。「その他」の項目にも、リハビリ

室ではなくとも、在宅生活をイメージできる環境や設

備を望む病棟が、3 病棟ある。一方、2 病院で、別階

のリハビリ室の設備が整っていること等の理由から、

病棟内に同室は必要ないとしている。このことから、

病棟内にある同室は、在宅生活を想定した生活リハビ

リが行える環境が必要であると推察される。O病院は、

整形疾患の患者が 8 割以上いるが、同患者は自力歩行

ができるため、むしろ内科系や要介護度の高い患者が

生活しやすい環境を望むという特徴がみられた。

（2）面談室　面談またはカンファレンス室に課題がみ

られる病棟は合わせて 10 病棟あり、すべての病棟で、

面談やカンファレンスの参加人数が多い場合に、病棟

外の部屋を使用しなければならない、または狭く感じ

るという課題を抱えている。同室の設置を希望する病

棟は、計 9 病棟あり、うち 3 病棟で複数の設置を希望

しており、2病棟で広い同室を希望していることから、

面談室またはカンファレンス室は 2 室以上あり、うち

1 室は広くなっていることが望ましいと考えられる。

患者との面談の参加者と人数が明らかになった病棟で

は、面談室は 6〜10 人で使用することが分かった。面

談で使用する部屋の面積が特定できた病棟についてみ

ると、広い面談室がある病棟では、同室に関する課題

がみられないことが分かった（図 2）。L 病院・面談室

1 の面積が 12.94 ㎡であり、面談室は約 13 ㎡以上あ

ることが望ましいと考えられる。

（3）収納　6 病棟で収納不足に関する課題があり、車

椅子やオムツを使用する患者が増加し、倉庫の容量が

足りていない様子や、廊下やカンファレンスルーム等、

想定していなかった場所に車椅子等を置かなければな

らない様子がみられた。

4-3-2. 地域包括ケア病棟の実践事例 空間利用や当

該病床の配置に特徴がみられた、5 病院の病棟平面図

と写真を示す（図 3）。

（1）F 病院 集団で過ごすことが苦手な男性患者の離

床を促すため、男性の興味があるスポーツ新聞等を備

えた男性コーナーを設けている。病棟内リハビリや院

内デイにも工夫がみられ、園芸療法は精神的な苦がな

く訓練に取り組めると患者から好評である。病室の前

のポケットには、車椅子がまとめて置かれている。

（2）H 病院 療養病棟から当該病棟へ転換する際に、

自力で活動できる患者が増えること等を想定し、病棟

の一部を改修している。EV 前には、パーテーション

を設け、患者との面談を行うスペースを確保している

が、使用人数が多い場合には病棟外の部屋を使用する。

（3）K 病院・1-5 階病棟 患者との面談は、少人数で

あれば医師研修室を使用するが、使用人数が多い場合

には病棟外の部屋を使用する。特別個室には、キッチ

ンや家族宿泊用のベッドがあり、患者の自宅に近い環

境を再現し、模擬外泊をする際に使用する。

（4）L 病院　同じ階にあり隣接する休床中の病棟の NS

や配膳室で、カンファレンスや面談を行っている。当

該病棟に足りない機能を補っている様子から、面談室

の必要性が明確になった。浴室は、スノコ等で浴槽の

高さ調節ができるようにし、自宅に近い環境を再現す

る工夫がみられた。キッチンがある部屋に、マットや

物干し台を設置し、床運動や模擬外泊ができるよう整

備している。

（5）N 病院　3 階病棟は、共用トイレが 1 箇所のみで、

病室にトイレがないため、トイレから離れている病室

には、患者が夜間に使用するためのポータブルトイレ

が置かれている。4 階病棟と 5 階病棟は、病室にトイ

レがあるため、トイレに関する課題は示されていない。

5. 総括

5-1. 結論 本研究では、全国アンケート調査と訪問

ヒアリング調査により、患者の受け入れ方と診療科に

着目した地域包括ケア病棟の主要な 5 類型と、その詳

細な運営実態を明らかにした。また、療養環境に求め

られる諸室・諸スペースを明らかにした。

5-2.今後の課題　本研究では、療養環境に必要な諸室・

諸スペースの具体的な面積と数、施設類型ごとの療養

環境計画について明らかにされていないため、今後の

課題とする。
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注釈

1）既報 1）の類型では、「他院急性期・予定入院型」を除く 4

類型を示した。4類型の「自宅・緊急入院型」は、5類型の「自宅・

緊急入院型」と「他院急性期・予定入院型」が混合していた。

しかし、第 4 章で訪問ヒアリング調査を行った D 病院は、①

最も多い整形外科の患者の割合が 7 割に満たないこと、②自

院に急性期病床を保有していないこと、③他院の急性期病床

からの受け入れが最も多く 78.4％をしめていることが明ら

かになり、4 類型の「自宅・緊急入院型」に当てはまるが、

同類型の特徴を示しているとは言い難いことが分かった。そ

こで、類型の分割数を 4 から 5 に変更し、再度クラスター分

析を行い、5類型の「他院急性期・予定入院型」が析出され、

D 病院は同類型の典型的な例であることが判明した。なお、

4類型の「自院急性期・予定入院型」と、「内科特化型」、「整

形外科特化型」は、5類型のそれらと変わりない。

2）地域包括ケア病棟の施設基準には、行った治療に関わら

ず患者から取得できる医療費が予め定められている包括医療

制度と、入院期間が 60 日を超えた患者からは医療費が取得

できないという入院期間の規定が設けられている。

第 1 章　研究の背景と目的
社会的背景と既往研究の到達点を示し、本研究の位置付けを明確にする。

第 2 章　地域包括ケア病棟の全国的整備状況と施設類型
運営実態からみた当該病棟の施設類型を明らかにする。

第 3 章　地域包括ケア病棟の平面構成
当該病棟の建築的整備状況を明らかにする。

第 4 章　地域包括ケア病棟の事例分析
当該病棟に求められる設備・諸室を明らかにする。

第 5 章　地域包括ケア病棟の施設類型と療養環境計画に関する基礎的知見
本研究の総括と、到達点、今後の課題を示す。

第 2 章
全国アンケート調査

地域包括ケア病棟の運営と療養環境に関
する全国的整備状況の把握と分析

2015 年 7 月時点で地域包括ケア病棟入
院料・入院医療管理料を届け出ている
全 1,239 病院

発送日  ：  2015.11.26
返送〆  ：  2015.12.18
回収率  ：  17％（213 票）

・  病院の概要
・  病棟の患者の退院先

・  病棟の患者属性
・  病棟の整備状況

・  病院の概要、周辺環境
・  病棟の運営状況

・  病棟の整備状況
・  空間の利用状況

・  平面構成、廊下形態
・  病床配置

・  病室構成
・  諸室構成

2017.5  ～  2017.7

2015 年度：4 病院（5 病棟）
2016 年度：5 病院（6 病棟）
2017 年度：7 病院（9 病棟）

全国アンケート調査時に、地域包括ケ
ア病床の特定ができる平面図を回収で
きた 146 病棟
地域生、病院の機能、地域包括ケア病
棟の運営、療養環境に特徴があると考
えられる 16 病院（21 病棟）

地域包括ケア病棟の平面構成と建築的整
備状況の把握

地域の医療情勢や、病院の機能が異なる
施設における、地域包括ケア病棟の運営・
療養環境に関する実践状況の把握と分析

第 3 章
収集資料・平面図分析

第 4 章
訪問ヒアリング調査

調査手法 調査目的 調査対象 調査日 調査内容
事務長記入用 病棟師長記入用

ヒアリング 病棟視察

図 1　研究

1　



1. 研究の背景と目的

1-1. 研究の背景　日本では急激な高齢化が進行し、

国は 2025 年を目処に地域包括ケアシステムの構築を

進めている。平成 26 年度の診療報酬改定で、同シス

テムの医療サービスの基幹となる、地域包括ケア病棟

が新たに創設された。診療報酬では、運営に関する施

設基準は定められているが、同病棟の構造設備に関す

る施設基準は明確に示されていない。

1-2. 既往研究　地域包括ケア病棟は、新設されたば

かりの病棟であるため、建築の分野からなされた研究

はない。著者らが平成 27 年度から取り組んできた研

究 1）では、地域包括ケア病棟の運営や療養環境の全国

的整備状況の一端は明らかにされているが、同病棟に

求められる具体的な機能や諸室等については明らかに

なっていない。

1-3. 研究の目的　本研究では、地域包括ケア病棟の

運営に関する分析と、運用や空間利用に関する実践状

況を把握することで、同病棟の運営からみた主要な類

型を導出すると共に、同病棟の療養環境に求められる

諸室・設備を明らかにすることを目的とする。

1-4. 研究の構成　本研究は 5 章構成である（図 1）。

第 1 章では、研究の背景と目的を示す。第 2 章では、

著者らが平成 27 年度に行った全国アンケート調査 1）

（表 1）で得られたデータを使用し、運営実態からみ

た地域包括ケア病棟の施設類型を析出する。第 3 章で

は、全国アンケート調査時に当該病棟の平面図を回収

できた病棟を対象に、建築的整備状況を把握する。第

4 章では、第 1・2・3 章の結果を受けて調査対象を抽

出し、同病棟に求められる諸室・設備を明らかにする。

第 5 章では、本研究の総括と到達点を述べ、今後の課

題を示す。

2. 地域包括ケア病棟の運営実態からみた施設類型

　地域包括ケア病棟の施設類型を明らかにするため

に、全国アンケート調査で得られた当該病棟の病床数

と患者属性のデータを使用し、数量化Ⅲ類により算出

したサンプルスコアを用いて、ウォード法によるクラ

スター分析を行った。分析により5類型を析出した（表

2）。サンプル数が多い順に、主に自院の急性期病床か

らの患者を受け入れる「自院急性期・予定入院型」：

120 病棟、内科の患者が 7 割以上を占める「内科特化

型」：42 病棟、整形外科の患者が 7割以上を占める「整

形外科特化型」：25 病棟、主に自宅からの緊急の患者

を受け入れる「自宅・緊急入院型」：20 病棟、主に他

院の急性期病床からの患者を受け入れる「他院急性期・

予定入院型」：7病棟注1）、に分類することができた。

3. 地域包括ケア病棟の平面構成

　地域包括ケア病棟の療養環境に関する建築的整備状

況を明らかにするために、全国アンケート調査時に平

面図を回収できた 146 病棟を対象に分析を行った。

3-1. 地域包括ケア病床の配置　当該病床の配置は、

病棟が当該病床のみで構成されている「病棟全体」と、

病棟が当該病床と他の病床で構成されている「病棟一

部」に大きく二分され、「病棟一部」さらに 3 つに分

かれる（表 3）。「病棟全体」に係る病棟が 77 病棟と

最も多い。一方、「病棟一部」の「分散・別階」に係

る病棟が 10 病棟あった。

4. 地域包括ケア病棟の事例分析

　施設類型ごとの詳細な運営方法と、療養環境に求め

られる諸室を明らかにするために、16病院（計21病棟）

を対象に訪問ヒアリング調査を行った（表 4）。A病院、

E 病院、K 病院は地域包括ケア病棟を 2 病棟ずつ保有

しており、N 病院は地域包括ケア病床を 3 病棟に分け

て配置している。A 病院 4 階病棟は、自院急性期・予

定入院型の顕著な特徴がみられていないが、全国アン

ケート調査の結果により本類型に分類している。

4-1.施設類型ごとにみた地域包括ケア病棟の運営（表5）

（1）自院急性期・予定入院型　全 9 病院で、亜急性期

病床または一般病床転換して、地域包括ケア病棟を開

設していた。A 病院以外の病棟では、診療報酬で定め

られている、包括医療制度と入院期間の規定注 2）の関

係で、検査や高価な薬を必要とする治療を終えるまで、

または 60 日以内に退院できる目処が立つまで、自院

の他の病床で病状の経過をみて、その後地域包括ケア

病棟で患者を受け入れている。

（2）内科特化型　F病院は、内科の一般病棟を転換し、

地域包括ケア病棟を開設した。転換前の病棟の機能を

維持したまま地域包括ケア病棟の機能を付加し、レス

パイトや緊急の患者を受け入れている。G 病院は、急

性期から慢性期の病床 628 床を有する大規模な病院で

ある。整形外科の患者は、自院の回復期リハビリテー

ション病棟に入院できるため、内科の患者の占める割

合が高くなっていると推察される。P 病院は、整形外

科の患者が周辺の病院の回復期リハビリ病棟へ入院す

るため、内科の患者の受け入れが多くなっている。

（3）整形外科特化型　H 病院と O 病院はともに、整形

外科の治療に力を入れている。H 病院は当該病棟開設

以前から、整形外科のオペ検査が必要な患者や、回復

期リハビリ病棟に入院できない患者が多く、その様な

患者を受け入れるために当該病棟を創設した。O 病院

の当該病棟は、自院の急性期病床から転棟する患者が

77％を占めており、整形外科の術後にリハビリが必要

な患者を受け入れている。この使用方法は、当該病棟

開設以前の亜急性期病床の時から変わっていない。

（4）自宅・緊急入院型　J 病院から約 2km 東に、急性

期医療の提供に特化した、診療科目数 34・865 床を有

する総合病院の KS 病院がある。手術が必要な患者や、

J 病院にない診療科の治療が必要な患者は KS 病院で

治療しており、緊急度や重傷度の低い患者はＪ病院で

治療している。Ｊ病院は、KS 病院だけでは補いきれな

い地域の急性期医療を補完する役割を担っている。

（5）他院急性期・予定入院型　D 病院は、療養病床を

転換し、地域包括ケア病棟を創設している。同病棟の

他に、回復期リハビリ病棟と療養病棟を保有しており、

慢性期医療を提供している。平均在院日数は 41.2 日

と、訪問調査を行ったすべての病院の中で最も長い。

自院に急性期病床がなく、患者の 7 割以上は、他院の

急性期病床から受け入れている。また、グループの総

合病院の後方ベッドとしての役割も担っている。

4-2. 地域包括ケア病棟の療養環境

4-3-1. 空間利用に関する実践状況（表 6）

（1）リハビリ室　リハビリ室の設置を希望する 6 病棟

のうち 4 病棟で、在宅生活をイメージできる環境が望

ましいとしている。「その他」の項目にも、リハビリ

室ではなくとも、在宅生活をイメージできる環境や設

備を望む病棟が、3 病棟ある。一方、2 病院で、別階

のリハビリ室の設備が整っていること等の理由から、

病棟内に同室は必要ないとしている。このことから、

病棟内にある同室は、在宅生活を想定した生活リハビ

リが行える環境が必要であると推察される。O病院は、

整形疾患の患者が 8 割以上いるが、同患者は自力歩行

ができるため、むしろ内科系や要介護度の高い患者が

生活しやすい環境を望むという特徴がみられた。

（2）面談室　面談またはカンファレンス室に課題がみ

られる病棟は合わせて 10 病棟あり、すべての病棟で、

面談やカンファレンスの参加人数が多い場合に、病棟

外の部屋を使用しなければならない、または狭く感じ

るという課題を抱えている。同室の設置を希望する病

棟は、計 9 病棟あり、うち 3 病棟で複数の設置を希望

しており、2病棟で広い同室を希望していることから、

面談室またはカンファレンス室は 2 室以上あり、うち

1 室は広くなっていることが望ましいと考えられる。

患者との面談の参加者と人数が明らかになった病棟で

は、面談室は 6〜10 人で使用することが分かった。面

談で使用する部屋の面積が特定できた病棟についてみ

ると、広い面談室がある病棟では、同室に関する課題

がみられないことが分かった（図 2）。L 病院・面談室

1 の面積が 12.94 ㎡であり、面談室は約 13 ㎡以上あ

ることが望ましいと考えられる。

（3）収納　6 病棟で収納不足に関する課題があり、車

椅子やオムツを使用する患者が増加し、倉庫の容量が

足りていない様子や、廊下やカンファレンスルーム等、

想定していなかった場所に車椅子等を置かなければな

らない様子がみられた。

4-3-2. 地域包括ケア病棟の実践事例　空間利用や当

該病床の配置に特徴がみられた、5 病院の病棟平面図

と写真を示す（図 3）。

（1）F 病院　集団で過ごすことが苦手な男性患者の離

床を促すため、男性の興味があるスポーツ新聞等を備

えた男性コーナーを設けている。病棟内リハビリや院

内デイにも工夫がみられ、園芸療法は精神的な苦がな

く訓練に取り組めると患者から好評である。病室の前

のポケットには、車椅子がまとめて置かれている。

（2）H 病院　療養病棟から当該病棟へ転換する際に、

自力で活動できる患者が増えること等を想定し、病棟

の一部を改修している。EV 前には、パーテーション

を設け、患者との面談を行うスペースを確保している

が、使用人数が多い場合には病棟外の部屋を使用する。

（3）K 病院・1-5 階病棟　患者との面談は、少人数で

あれば医師研修室を使用するが、使用人数が多い場合

には病棟外の部屋を使用する。特別個室には、キッチ

ンや家族宿泊用のベッドがあり、患者の自宅に近い環

境を再現し、模擬外泊をする際に使用する。

（4）L 病院　同じ階にあり隣接する休床中の病棟の NS

や配膳室で、カンファレンスや面談を行っている。当

該病棟に足りない機能を補っている様子から、面談室

の必要性が明確になった。浴室は、スノコ等で浴槽の

高さ調節ができるようにし、自宅に近い環境を再現す

る工夫がみられた。キッチンがある部屋に、マットや

物干し台を設置し、床運動や模擬外泊ができるよう整

備している。

（5）N 病院　3 階病棟は、共用トイレが 1 箇所のみで、

病室にトイレがないため、トイレから離れている病室

には、患者が夜間に使用するためのポータブルトイレ

が置かれている。4 階病棟と 5 階病棟は、病室にトイ

レがあるため、トイレに関する課題は示されていない。

5. 総括

5-1. 結論　本研究では、全国アンケート調査と訪問

ヒアリング調査により、患者の受け入れ方と診療科に

着目した地域包括ケア病棟の主要な 5 類型と、その詳

細な運営実態を明らかにした。また、療養環境に求め

られる諸室・諸スペースを明らかにした。

5-2.今後の課題　本研究では、療養環境に必要な諸室・

諸スペースの具体的な面積と数、施設類型ごとの療養

環境計画について明らかにされていないため、今後の

課題とする。
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注釈

1）既報 1）の類型では、「他院急性期・予定入院型」を除く 4

類型を示した。4類型の「自宅・緊急入院型」は、5類型の「自宅・

緊急入院型」と「他院急性期・予定入院型」が混合していた。

しかし、第 4 章で訪問ヒアリング調査を行った D 病院は、①

最も多い整形外科の患者の割合が 7 割に満たないこと、②自

院に急性期病床を保有していないこと、③他院の急性期病床

からの受け入れが最も多く 78.4％をしめていることが明ら

かになり、4 類型の「自宅・緊急入院型」に当てはまるが、

同類型の特徴を示しているとは言い難いことが分かった。そ

こで、類型の分割数を 4 から 5 に変更し、再度クラスター分

析を行い、5類型の「他院急性期・予定入院型」が析出され、

D 病院は同類型の典型的な例であることが判明した。なお、

4類型の「自院急性期・予定入院型」と、「内科特化型」、「整

形外科特化型」は、5類型のそれらと変わりない。

2）地域包括ケア病棟の施設基準には、行った治療に関わら

ず患者から取得できる医療費が予め定められている包括医療

制度と、入院期間が 60 日を超えた患者からは医療費が取得

できないという入院期間の規定が設けられている。

3　地域包括ケア病床の配置 の病棟

病床の配置 病棟数
77

12
47

10
146

52.7 ％

8.2 ％
32.2 ％

6.8 ％
100.0 ％

割合
病棟全体  …  病棟のすべてが地域包括ケア病床

集中　　　  …  当該病床が隣接
分散・同階  …  当該病床が同じ階に分散

分散・別階  …  当該病床が別の階に分散

病棟一部
   …病棟の一部の病床が
　   地域包括ケア病床

計

類型タイプと
類型別病棟数

自院急性期・
予定入院型

病棟数

24 20 %
34 28 %

62 52 %
19 16 %
82 68 %

18 15 %
49 41 %
68 57 %

0 0 %
47 39 %
70 58 %

0 0 %
41 34 %
77 64 %

41 34 %
0 0 %

92 77 %

0 0 %
0 0 %

92 77 %

0 0 %

15 36 %
10 24 %

17 40 %
11 26 %
27 64 %

3 7 %
0 0 %
0 0 %

41 98 %
0 0 %
0 0 %

41 98 %
2 5 %

11 26 %

3 7 %
0 0 %

23 55 %

0 0 %
0 0 %

23 55 %

0 0 %

7 28 %
7 28 %

11 44 %
4 16 %

14 56 %

7 28 %
25 100 %

0 0 %

0 0 %
0 0 %
0 0 %

25 100 %
5 20 %
3 12 %

6 24 %
0 0 %

25 100 %

0 0 %
0 0 %

25 100 %

0 0 %

4 20 %
6 30 %

10 50 %
4 20 %

12 60 %

4 20 %
9 45 %
8 40 %

3 15 %
8 40 %
7 35 %

5 25 %
3 15 %

11 55 %

3 15 %
20 100 %

0 0 %

0 0 %
20 100 %

0 0 %

0 0 %

2 29 %
1 14 %

4 57 %
0 0 %
7 100 %

0 0 %
1 14 %
5 71 %

1 14 %
5 71 %
2 29 %

0 0 %
1 14 %
4 57 %

0 0 %
0 0 %
0 0 %

7 100 %
0 0 %
0 0 %

7 100 %

120 病棟

～20 床病床数

～20 日平均在院日数

内科
（患者割合）

～3 割
3～7 割

7 割～
整形外科

（患者割合）
～3 割
3～7 割

7 割～

診療科

緊急入院

急性期からの予定入院
その他の予定入院

入院区分
（患者 7 割以上）

自宅
自院の急性期病床
他院の急性期病床

入棟前居場所
（患者 6 割以上）

20～40 床

40 床～

20～40 日

40 日～

脳神経外科（患者有り）

外科　　　  （患者有り）

その他　　  （患者有り）

42 病棟 25 病棟 20 病棟 7 病棟
割合 病棟数 割合 病棟数 割合 病棟数 割合 病棟数 割合

内科特化型
整形外科
特化型

自宅・
緊急入院型

他院急性期・
予定入院型

分析項目

2　施設類型に る分析 目と類型ごとの病棟 （N 214 病棟）



1. 研究の背景と目的

1-1. 研究の背景　日本では急激な高齢化が進行し、

国は 2025 年を目処に地域包括ケアシステムの構築を

進めている。平成 26 年度の診療報酬改定で、同シス

テムの医療サービスの基幹となる、地域包括ケア病棟

が新たに創設された。診療報酬では、運営に関する施

設基準は定められているが、同病棟の構造設備に関す

る施設基準は明確に示されていない。

1-2. 既往研究　地域包括ケア病棟は、新設されたば

かりの病棟であるため、建築の分野からなされた研究

はない。著者らが平成 27 年度から取り組んできた研

究 1）では、地域包括ケア病棟の運営や療養環境の全国

的整備状況の一端は明らかにされているが、同病棟に

求められる具体的な機能や諸室等については明らかに

なっていない。

1-3. 研究の目的　本研究では、地域包括ケア病棟の

運営に関する分析と、運用や空間利用に関する実践状

況を把握することで、同病棟の運営からみた主要な類

型を導出すると共に、同病棟の療養環境に求められる

諸室・設備を明らかにすることを目的とする。

1-4. 研究の構成　本研究は 5 章構成である（図 1）。

第 1 章では、研究の背景と目的を示す。第 2 章では、

著者らが平成 27 年度に行った全国アンケート調査 1）

（表 1）で得られたデータを使用し、運営実態からみ

た地域包括ケア病棟の施設類型を析出する。第 3 章で

は、全国アンケート調査時に当該病棟の平面図を回収

できた病棟を対象に、建築的整備状況を把握する。第

4 章では、第 1・2・3 章の結果を受けて調査対象を抽

出し、同病棟に求められる諸室・設備を明らかにする。

第 5 章では、本研究の総括と到達点を述べ、今後の課

題を示す。

2. 地域包括ケア病棟の運営実態からみた施設類型

　地域包括ケア病棟の施設類型を明らかにするため

に、全国アンケート調査で得られた当該病棟の病床数

と患者属性のデータを使用し、数量化Ⅲ類により算出

したサンプルスコアを用いて、ウォード法によるクラ

スター分析を行った。分析により5類型を析出した（表

2）。サンプル数が多い順に、主に自院の急性期病床か

らの患者を受け入れる「自院急性期・予定入院型」：

120 病棟、内科の患者が 7 割以上を占める「内科特化

型」：42 病棟、整形外科の患者が 7割以上を占める「整

形外科特化型」：25 病棟、主に自宅からの緊急の患者

を受け入れる「自宅・緊急入院型」：20 病棟、主に他

院の急性期病床からの患者を受け入れる「他院急性期・

予定入院型」：7病棟注1）、に分類することができた。

3. 地域包括ケア病棟の平面構成

　地域包括ケア病棟の療養環境に関する建築的整備状

況を明らかにするために、全国アンケート調査時に平

面図を回収できた 146 病棟を対象に分析を行った。

3-1. 地域包括ケア病床の配置　当該病床の配置は、

病棟が当該病床のみで構成されている「病棟全体」と、

病棟が当該病床と他の病床で構成されている「病棟一

部」に大きく二分され、「病棟一部」さらに 3 つに分

かれる（表 3）。「病棟全体」に係る病棟が 77 病棟と

最も多い。一方、「病棟一部」の「分散・別階」に係

る病棟が 10 病棟あった。

4. 地域包括ケア病棟の事例分析

　施設類型ごとの詳細な運営方法と、療養環境に求め

られる諸室を明らかにするために、16病院（計21病棟）

を対象に訪問ヒアリング調査を行った（表 4）。A病院、

E 病院、K 病院は地域包括ケア病棟を 2 病棟ずつ保有

しており、N 病院は地域包括ケア病床を 3 病棟に分け

て配置している。A 病院 4 階病棟は、自院急性期・予

定入院型の顕著な特徴がみられていないが、全国アン

ケート調査の結果により本類型に分類している。

4-1.施設類型ごとにみた地域包括ケア病棟の運営（表5）

（1）自院急性期・予定入院型　全 9 病院で、亜急性期

病床または一般病床転換して、地域包括ケア病棟を開

設していた。A 病院以外の病棟では、診療報酬で定め

られている、包括医療制度と入院期間の規定注 2）の関

係で、検査や高価な薬を必要とする治療を終えるまで、

または 60 日以内に退院できる目処が立つまで、自院

の他の病床で病状の経過をみて、その後地域包括ケア

病棟で患者を受け入れている。

（2）内科特化型　F病院は、内科の一般病棟を転換し、

地域包括ケア病棟を開設した。転換前の病棟の機能を

維持したまま地域包括ケア病棟の機能を付加し、レス

パイトや緊急の患者を受け入れている。G 病院は、急

性期から慢性期の病床 628 床を有する大規模な病院で

ある。整形外科の患者は、自院の回復期リハビリテー

ション病棟に入院できるため、内科の患者の占める割

合が高くなっていると推察される。P 病院は、整形外

科の患者が周辺の病院の回復期リハビリ病棟へ入院す

るため、内科の患者の受け入れが多くなっている。

（3）整形外科特化型　H 病院と O 病院はともに、整形

外科の治療に力を入れている。H 病院は当該病棟開設

以前から、整形外科のオペ検査が必要な患者や、回復

期リハビリ病棟に入院できない患者が多く、その様な

患者を受け入れるために当該病棟を創設した。O 病院

の当該病棟は、自院の急性期病床から転棟する患者が

77％を占めており、整形外科の術後にリハビリが必要

な患者を受け入れている。この使用方法は、当該病棟

開設以前の亜急性期病床の時から変わっていない。

（4）自宅・緊急入院型　J 病院から約 2km 東に、急性

期医療の提供に特化した、診療科目数 34・865 床を有

する総合病院の KS 病院がある。手術が必要な患者や、

J 病院にない診療科の治療が必要な患者は KS 病院で

治療しており、緊急度や重傷度の低い患者はＪ病院で

治療している。Ｊ病院は、KS 病院だけでは補いきれな

い地域の急性期医療を補完する役割を担っている。

（5）他院急性期・予定入院型　D 病院は、療養病床を

転換し、地域包括ケア病棟を創設している。同病棟の

他に、回復期リハビリ病棟と療養病棟を保有しており、

慢性期医療を提供している。平均在院日数は 41.2 日

と、訪問調査を行ったすべての病院の中で最も長い。

自院に急性期病床がなく、患者の 7 割以上は、他院の

急性期病床から受け入れている。また、グループの総

合病院の後方ベッドとしての役割も担っている。

4-2. 地域包括ケア病棟の療養環境

4-3-1. 空間利用に関する実践状況（表 6）

（1）リハビリ室　リハビリ室の設置を希望する 6 病棟

のうち 4 病棟で、在宅生活をイメージできる環境が望

ましいとしている。「その他」の項目にも、リハビリ

室ではなくとも、在宅生活をイメージできる環境や設

備を望む病棟が、3 病棟ある。一方、2 病院で、別階

のリハビリ室の設備が整っていること等の理由から、

病棟内に同室は必要ないとしている。このことから、

病棟内にある同室は、在宅生活を想定した生活リハビ

リが行える環境が必要であると推察される。O病院は、

整形疾患の患者が 8 割以上いるが、同患者は自力歩行

ができるため、むしろ内科系や要介護度の高い患者が

生活しやすい環境を望むという特徴がみられた。

（2）面談室　面談またはカンファレンス室に課題がみ

られる病棟は合わせて 10 病棟あり、すべての病棟で、

面談やカンファレンスの参加人数が多い場合に、病棟

外の部屋を使用しなければならない、または狭く感じ

るという課題を抱えている。同室の設置を希望する病

棟は、計 9 病棟あり、うち 3 病棟で複数の設置を希望

しており、2病棟で広い同室を希望していることから、

面談室またはカンファレンス室は 2 室以上あり、うち

1 室は広くなっていることが望ましいと考えられる。

患者との面談の参加者と人数が明らかになった病棟で

は、面談室は 6〜10 人で使用することが分かった。面

談で使用する部屋の面積が特定できた病棟についてみ

ると、広い面談室がある病棟では、同室に関する課題

がみられないことが分かった（図 2）。L 病院・面談室

1 の面積が 12.94 ㎡であり、面談室は約 13 ㎡以上あ

ることが望ましいと考えられる。

（3）収納　6 病棟で収納不足に関する課題があり、車

椅子やオムツを使用する患者が増加し、倉庫の容量が

足りていない様子や、廊下やカンファレンスルーム等、

想定していなかった場所に車椅子等を置かなければな

らない様子がみられた。

4-3-2. 地域包括ケア病棟の実践事例　空間利用や当

該病床の配置に特徴がみられた、5 病院の病棟平面図

と写真を示す（図 3）。

（1）F 病院　集団で過ごすことが苦手な男性患者の離

床を促すため、男性の興味があるスポーツ新聞等を備

えた男性コーナーを設けている。病棟内リハビリや院

内デイにも工夫がみられ、園芸療法は精神的な苦がな

く訓練に取り組めると患者から好評である。病室の前

のポケットには、車椅子がまとめて置かれている。

（2）H 病院　療養病棟から当該病棟へ転換する際に、

自力で活動できる患者が増えること等を想定し、病棟

の一部を改修している。EV 前には、パーテーション

を設け、患者との面談を行うスペースを確保している

が、使用人数が多い場合には病棟外の部屋を使用する。

（3）K 病院・1-5 階病棟　患者との面談は、少人数で

あれば医師研修室を使用するが、使用人数が多い場合

には病棟外の部屋を使用する。特別個室には、キッチ

ンや家族宿泊用のベッドがあり、患者の自宅に近い環

境を再現し、模擬外泊をする際に使用する。

（4）L 病院　同じ階にあり隣接する休床中の病棟の NS

や配膳室で、カンファレンスや面談を行っている。当

該病棟に足りない機能を補っている様子から、面談室

の必要性が明確になった。浴室は、スノコ等で浴槽の

高さ調節ができるようにし、自宅に近い環境を再現す

る工夫がみられた。キッチンがある部屋に、マットや

物干し台を設置し、床運動や模擬外泊ができるよう整

備している。

（5）N 病院　3 階病棟は、共用トイレが 1 箇所のみで、

病室にトイレがないため、トイレから離れている病室

には、患者が夜間に使用するためのポータブルトイレ

が置かれている。4 階病棟と 5 階病棟は、病室にトイ

レがあるため、トイレに関する課題は示されていない。

5. 総括

5-1. 結論　本研究では、全国アンケート調査と訪問

ヒアリング調査により、患者の受け入れ方と診療科に

着目した地域包括ケア病棟の主要な 5 類型と、その詳

細な運営実態を明らかにした。また、療養環境に求め

られる諸室・諸スペースを明らかにした。

5-2.今後の課題　本研究では、療養環境に必要な諸室・

諸スペースの具体的な面積と数、施設類型ごとの療養

環境計画について明らかにされていないため、今後の

課題とする。
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注釈

1）既報 1）の類型では、「他院急性期・予定入院型」を除く 4

類型を示した。4類型の「自宅・緊急入院型」は、5類型の「自宅・

緊急入院型」と「他院急性期・予定入院型」が混合していた。

しかし、第 4 章で訪問ヒアリング調査を行った D 病院は、①

最も多い整形外科の患者の割合が 7 割に満たないこと、②自

院に急性期病床を保有していないこと、③他院の急性期病床

からの受け入れが最も多く 78.4％をしめていることが明ら

かになり、4 類型の「自宅・緊急入院型」に当てはまるが、

同類型の特徴を示しているとは言い難いことが分かった。そ

こで、類型の分割数を 4 から 5 に変更し、再度クラスター分

析を行い、5類型の「他院急性期・予定入院型」が析出され、

D 病院は同類型の典型的な例であることが判明した。なお、

4類型の「自院急性期・予定入院型」と、「内科特化型」、「整

形外科特化型」は、5類型のそれらと変わりない。

2）地域包括ケア病棟の施設基準には、行った治療に関わら

ず患者から取得できる医療費が予め定められている包括医療

制度と、入院期間が 60 日を超えた患者からは医療費が取得

できないという入院期間の規定が設けられている。

4　 アリ 病院の

5　運営の実践状況

　空間利用状況に関する ・課題・設置 ごとの病棟 と内

図 2　面談室の面 と面談室に関する課題の
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1. 研究の背景と目的

1-1. 研究の背景　日本では急激な高齢化が進行し、

国は 2025 年を目処に地域包括ケアシステムの構築を

進めている。平成 26 年度の診療報酬改定で、同シス

テムの医療サービスの基幹となる、地域包括ケア病棟

が新たに創設された。診療報酬では、運営に関する施

設基準は定められているが、同病棟の構造設備に関す

る施設基準は明確に示されていない。

1-2. 既往研究　地域包括ケア病棟は、新設されたば

かりの病棟であるため、建築の分野からなされた研究

はない。著者らが平成 27 年度から取り組んできた研

究 1）では、地域包括ケア病棟の運営や療養環境の全国

的整備状況の一端は明らかにされているが、同病棟に

求められる具体的な機能や諸室等については明らかに

なっていない。

1-3. 研究の目的　本研究では、地域包括ケア病棟の

運営に関する分析と、運用や空間利用に関する実践状

況を把握することで、同病棟の運営からみた主要な類

型を導出すると共に、同病棟の療養環境に求められる

諸室・設備を明らかにすることを目的とする。

1-4. 研究の構成　本研究は 5 章構成である（図 1）。

第 1 章では、研究の背景と目的を示す。第 2 章では、

著者らが平成 27 年度に行った全国アンケート調査 1）

（表 1）で得られたデータを使用し、運営実態からみ

た地域包括ケア病棟の施設類型を析出する。第 3 章で

は、全国アンケート調査時に当該病棟の平面図を回収

できた病棟を対象に、建築的整備状況を把握する。第

4 章では、第 1・2・3 章の結果を受けて調査対象を抽

出し、同病棟に求められる諸室・設備を明らかにする。

第 5 章では、本研究の総括と到達点を述べ、今後の課

題を示す。

2. 地域包括ケア病棟の運営実態からみた施設類型

　地域包括ケア病棟の施設類型を明らかにするため

に、全国アンケート調査で得られた当該病棟の病床数

と患者属性のデータを使用し、数量化Ⅲ類により算出

したサンプルスコアを用いて、ウォード法によるクラ

スター分析を行った。分析により5類型を析出した（表

2）。サンプル数が多い順に、主に自院の急性期病床か

らの患者を受け入れる「自院急性期・予定入院型」：

120 病棟、内科の患者が 7 割以上を占める「内科特化

型」：42 病棟、整形外科の患者が 7割以上を占める「整

形外科特化型」：25 病棟、主に自宅からの緊急の患者

を受け入れる「自宅・緊急入院型」：20 病棟、主に他

院の急性期病床からの患者を受け入れる「他院急性期・

予定入院型」：7病棟注1）、に分類することができた。

3. 地域包括ケア病棟の平面構成

　地域包括ケア病棟の療養環境に関する建築的整備状

況を明らかにするために、全国アンケート調査時に平

面図を回収できた 146 病棟を対象に分析を行った。

3-1. 地域包括ケア病床の配置　当該病床の配置は、

病棟が当該病床のみで構成されている「病棟全体」と、

病棟が当該病床と他の病床で構成されている「病棟一

部」に大きく二分され、「病棟一部」さらに 3 つに分

かれる（表 3）。「病棟全体」に係る病棟が 77 病棟と

最も多い。一方、「病棟一部」の「分散・別階」に係

る病棟が 10 病棟あった。

4. 地域包括ケア病棟の事例分析

　施設類型ごとの詳細な運営方法と、療養環境に求め

られる諸室を明らかにするために、16病院（計21病棟）

を対象に訪問ヒアリング調査を行った（表 4）。A病院、

E 病院、K 病院は地域包括ケア病棟を 2 病棟ずつ保有

しており、N 病院は地域包括ケア病床を 3 病棟に分け

て配置している。A 病院 4 階病棟は、自院急性期・予

定入院型の顕著な特徴がみられていないが、全国アン

ケート調査の結果により本類型に分類している。

4-1.施設類型ごとにみた地域包括ケア病棟の運営（表5）

（1）自院急性期・予定入院型　全 9 病院で、亜急性期

病床または一般病床転換して、地域包括ケア病棟を開

設していた。A 病院以外の病棟では、診療報酬で定め

られている、包括医療制度と入院期間の規定注 2）の関

係で、検査や高価な薬を必要とする治療を終えるまで、

または 60 日以内に退院できる目処が立つまで、自院

の他の病床で病状の経過をみて、その後地域包括ケア

病棟で患者を受け入れている。

（2）内科特化型　F病院は、内科の一般病棟を転換し、

地域包括ケア病棟を開設した。転換前の病棟の機能を

維持したまま地域包括ケア病棟の機能を付加し、レス

パイトや緊急の患者を受け入れている。G 病院は、急

性期から慢性期の病床 628 床を有する大規模な病院で

ある。整形外科の患者は、自院の回復期リハビリテー

ション病棟に入院できるため、内科の患者の占める割

合が高くなっていると推察される。P 病院は、整形外

科の患者が周辺の病院の回復期リハビリ病棟へ入院す

るため、内科の患者の受け入れが多くなっている。

（3）整形外科特化型　H 病院と O 病院はともに、整形

外科の治療に力を入れている。H 病院は当該病棟開設

以前から、整形外科のオペ検査が必要な患者や、回復

期リハビリ病棟に入院できない患者が多く、その様な

患者を受け入れるために当該病棟を創設した。O 病院

の当該病棟は、自院の急性期病床から転棟する患者が

77％を占めており、整形外科の術後にリハビリが必要

な患者を受け入れている。この使用方法は、当該病棟

開設以前の亜急性期病床の時から変わっていない。

（4）自宅・緊急入院型　J 病院から約 2km 東に、急性

期医療の提供に特化した、診療科目数 34・865 床を有

する総合病院の KS 病院がある。手術が必要な患者や、

J 病院にない診療科の治療が必要な患者は KS 病院で

治療しており、緊急度や重傷度の低い患者はＪ病院で

治療している。Ｊ病院は、KS 病院だけでは補いきれな

い地域の急性期医療を補完する役割を担っている。

（5）他院急性期・予定入院型　D 病院は、療養病床を

転換し、地域包括ケア病棟を創設している。同病棟の

他に、回復期リハビリ病棟と療養病棟を保有しており、

慢性期医療を提供している。平均在院日数は 41.2 日

と、訪問調査を行ったすべての病院の中で最も長い。

自院に急性期病床がなく、患者の 7 割以上は、他院の

急性期病床から受け入れている。また、グループの総

合病院の後方ベッドとしての役割も担っている。

4-2. 地域包括ケア病棟の療養環境

4-3-1. 空間利用に関する実践状況（表 6）

（1）リハビリ室　リハビリ室の設置を希望する 6 病棟

のうち 4 病棟で、在宅生活をイメージできる環境が望

ましいとしている。「その他」の項目にも、リハビリ

室ではなくとも、在宅生活をイメージできる環境や設

備を望む病棟が、3 病棟ある。一方、2 病院で、別階

のリハビリ室の設備が整っていること等の理由から、

病棟内に同室は必要ないとしている。このことから、

病棟内にある同室は、在宅生活を想定した生活リハビ

リが行える環境が必要であると推察される。O病院は、

整形疾患の患者が 8 割以上いるが、同患者は自力歩行

ができるため、むしろ内科系や要介護度の高い患者が

生活しやすい環境を望むという特徴がみられた。

（2）面談室　面談またはカンファレンス室に課題がみ

られる病棟は合わせて 10 病棟あり、すべての病棟で、

面談やカンファレンスの参加人数が多い場合に、病棟

外の部屋を使用しなければならない、または狭く感じ

るという課題を抱えている。同室の設置を希望する病

棟は、計 9 病棟あり、うち 3 病棟で複数の設置を希望

しており、2病棟で広い同室を希望していることから、

面談室またはカンファレンス室は 2 室以上あり、うち

1 室は広くなっていることが望ましいと考えられる。

患者との面談の参加者と人数が明らかになった病棟で

は、面談室は 6〜10 人で使用することが分かった。面

談で使用する部屋の面積が特定できた病棟についてみ

ると、広い面談室がある病棟では、同室に関する課題

がみられないことが分かった（図 2）。L 病院・面談室

1 の面積が 12.94 ㎡であり、面談室は約 13 ㎡以上あ

ることが望ましいと考えられる。

（3）収納　6 病棟で収納不足に関する課題があり、車

椅子やオムツを使用する患者が増加し、倉庫の容量が

足りていない様子や、廊下やカンファレンスルーム等、

想定していなかった場所に車椅子等を置かなければな

らない様子がみられた。

4-3-2. 地域包括ケア病棟の実践事例　空間利用や当

該病床の配置に特徴がみられた、5 病院の病棟平面図

と写真を示す（図 3）。

（1）F 病院　集団で過ごすことが苦手な男性患者の離

床を促すため、男性の興味があるスポーツ新聞等を備

えた男性コーナーを設けている。病棟内リハビリや院

内デイにも工夫がみられ、園芸療法は精神的な苦がな

く訓練に取り組めると患者から好評である。病室の前

のポケットには、車椅子がまとめて置かれている。

（2）H 病院　療養病棟から当該病棟へ転換する際に、

自力で活動できる患者が増えること等を想定し、病棟

の一部を改修している。EV 前には、パーテーション

を設け、患者との面談を行うスペースを確保している

が、使用人数が多い場合には病棟外の部屋を使用する。

（3）K 病院・1-5 階病棟　患者との面談は、少人数で

あれば医師研修室を使用するが、使用人数が多い場合

には病棟外の部屋を使用する。特別個室には、キッチ

ンや家族宿泊用のベッドがあり、患者の自宅に近い環

境を再現し、模擬外泊をする際に使用する。

（4）L 病院　同じ階にあり隣接する休床中の病棟の NS

や配膳室で、カンファレンスや面談を行っている。当

該病棟に足りない機能を補っている様子から、面談室

の必要性が明確になった。浴室は、スノコ等で浴槽の

高さ調節ができるようにし、自宅に近い環境を再現す

る工夫がみられた。キッチンがある部屋に、マットや

物干し台を設置し、床運動や模擬外泊ができるよう整

備している。

（5）N 病院　3 階病棟は、共用トイレが 1 箇所のみで、

病室にトイレがないため、トイレから離れている病室

には、患者が夜間に使用するためのポータブルトイレ

が置かれている。4 階病棟と 5 階病棟は、病室にトイ

レがあるため、トイレに関する課題は示されていない。

5. 総括

5-1. 結論　本研究では、全国アンケート調査と訪問

ヒアリング調査により、患者の受け入れ方と診療科に

着目した地域包括ケア病棟の主要な 5 類型と、その詳

細な運営実態を明らかにした。また、療養環境に求め

られる諸室・諸スペースを明らかにした。

5-2.今後の課題　本研究では、療養環境に必要な諸室・

諸スペースの具体的な面積と数、施設類型ごとの療養

環境計画について明らかにされていないため、今後の

課題とする。
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注釈

1）既報 1）の類型では、「他院急性期・予定入院型」を除く 4

類型を示した。4類型の「自宅・緊急入院型」は、5類型の「自宅・

緊急入院型」と「他院急性期・予定入院型」が混合していた。

しかし、第 4 章で訪問ヒアリング調査を行った D 病院は、①

最も多い整形外科の患者の割合が 7 割に満たないこと、②自

院に急性期病床を保有していないこと、③他院の急性期病床

からの受け入れが最も多く 78.4％をしめていることが明ら

かになり、4 類型の「自宅・緊急入院型」に当てはまるが、

同類型の特徴を示しているとは言い難いことが分かった。そ

こで、類型の分割数を 4 から 5 に変更し、再度クラスター分

析を行い、5類型の「他院急性期・予定入院型」が析出され、

D 病院は同類型の典型的な例であることが判明した。なお、

4類型の「自院急性期・予定入院型」と、「内科特化型」、「整

形外科特化型」は、5類型のそれらと変わりない。

2）地域包括ケア病棟の施設基準には、行った治療に関わら

ず患者から取得できる医療費が予め定められている包括医療

制度と、入院期間が 60 日を超えた患者からは医療費が取得

できないという入院期間の規定が設けられている。

図 3　空間利用または病床配置に特徴がみられる地域包括ケア病棟の平面図と写真
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1. 

2000 年の建築基準法 等により、建物の外装材

として木材を 用する 例の が見 まれている。

木材は可燃物であるた 、 用する際は難燃処理する

ことが られることが多い。しかし、難燃処理木材

を外装材として 用する 合、 にさらされることで

薬剤が溶脱し、所要の性能を維 できなくなることが

される 1)。

では経年劣化を考慮した促進劣化試験として

NT FIRE 053 Method A 2) (以下、NT FIRE) が確 され

ているが、日本国内においては外装用に難燃処理木材

を 用した際の劣化試験方法が確 されていない。ま

た、 は日本と気 が なり、国内で 用する

た には試験方法の検討が 要である。

そこで本研究では、国内における外装用難燃処理木

材の経年劣化を考慮した防火性能評価方法を確 する

ことを 的とし、難燃処理木材の促進劣化試験方法お

よび防火性能評価試験の検討を行った。研究フ ーを

1 に示す。

2. 
2.1.  (SEM-EDS)
促進劣化試験サイク を検討するに際し、薬剤溶脱

の要因 定のた に、薬剤の注入 所の測定を行った。

無処理および難燃処理木材の 材を、 ー分

X 線分 装置 (EDS) を えた分 電

 (SEM) を用い、薬剤に含まれる ン 素 (P) の

クト 分 を行った。測定結果を 2 に示す。無処

理の 材と比較し、難燃処理された 材は 間

層および が になっており、薬剤が 内の

に していると される。そのた 、薬剤溶

脱には、 内の 間に作用する水分の量や の

度等が大きく影響することが考えられる。

2.2. 
木材中の水分は含水率が繊維飽和点 ( 30 ) 以

上になると 内の 間が 水で たされ、 内

に する薬剤の 内 の 水中 の溶出も、繊

維飽和点以上で になると考えられる。また、内部

で溶出した薬剤は、 時において 水の 流によ

り外部 ばれると考えられ、繊維飽和点以下の 合

は、内部に された 水が 中に り まれ、

水としての 流の 力が まり、薬剤の外部

の溶脱が減少すると考えられる。

以上のことから、薬剤の溶脱は 水が する、

もしくは、 時に 水が する、の 2 つの

の時に になると される。

上記を まえ、 水時間のみを 化させた水準、

水時間とサイク 数を 化させた水準、 時間のみ

を 化せた水準、を含 6 水準を設定し、 1 に示

す促進劣化サイク で実験を実施することとした。

2.3. 
2.3.1. 

1 水準当たり 4 体 つ試験を行った。試験体は さ

18 mm、 110 mm、長さ 495 mm の 材で、 注

入法により ン ミ 樹 の難燃薬剤を注入し、

水性のある 料で表面を 上 た。試験体の木口か

らの薬剤の溶脱を防 するた 、 木口に ド樹

を し、さらに ー ン 材で ー ン した。

2.3.2. 
実験概要を 3 に示す。恒温恒 内で と 水

1

(a) ( 500 1500 )

(b) ( 500 1000 )
2 SEM EDS  

劣化試験

劣化試験量
→

し
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→発熱 試験 量

劣化試験
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試験

試験

注入
低注入

内

間層



のサイク 試験を行い、木材試験体を促進劣化させる。

ただし、D20-W50-C4 は 水時と 時で試験 を入

れ えて試験を行った。木材試験体は繊維方向を横向

きにし、表面が 直になるよう設置した。 水時の

水の均等性を高 るた 1/4 試験時間ごと ( 水工

時点) に試験体を入れ えた。

2.3.3. 
促進劣化試験 に 60 ℃で 7 日間 させ、試験

量 Wbefore [kg]と試験 量 Wafter [kg]から試験 の

薬剤 量と薬剤 率を  (1) , (2) より 出した。

また、1/4 試験時間ごとに試験体を 1 体 つ り出し、

試験時間ごとの薬剤減少量を た。

薬剤 量[kg/m ] = 薬剤注入量[kg/m ] − Wbefore‐ Wafter

試験体体 [m ] (1)

薬剤 率[%] = 100 × 薬剤 量[kg/m ]
薬剤注入量[kg/m ] (2)

促進劣化試験直 の 量を測定し、木材 量に対す

る含水率を  (3) , (4) , (5) より 出した。

木材 量に対する含水率[%] = 100 × 水分量[g]
木材 量[g] (3)

木材 量[g] = Wbefore[g] − 薬剤注入量[g] (4)

水分量[g] = 出し直 の 量[g] − (木材 量[g] + 薬剤 量[g]) (5)

2.3.4. 
促進劣化試験 に試験体の端部から 100 mm 内 部

を 100 100 mm に ットし、ISO5660-1 に準 して

ーン ー ー 試験 (以下、CCM 試験) を行っ

た。試験 は 23 ℃ 50 RH の 下で 24 時間の

量 が 0.5 になるまで させた。試験は 熱

度 50 kW/m²、 熱時間 20 分で実施し、 素 法

により発熱速度を た。

2.4. 
各試験水準の試験時間ごとの木材 量に対する含水

率を 4 に、薬剤 率を 5 に、促進劣化試験を行

っていない試験体を えた CCM 試験結果および薬剤

量を 6 にそれぞれ示す。なお、含水率およそ

30 %は繊維飽和点、CCM 試験の総発熱量 8 MJ/m²は

防火材料の評価基準となる値である。

促進劣化試験中の含水率を高く維 している水準ほ

、薬剤 率が低い結果となった。薬剤溶脱は繊維

飽和点を超え、木材中に 水を多く含 ことによっ

て薬剤溶脱量が多くなると考える。

D20-W10-C12 は他の水準に比 て含水率は低い状

態が続いたが、CCM 試験での 10 分間の総発熱量では

大きい結果となった。 4 に示す含水率は材内の平均

値を示すた 、材内での水分分 に が生じる。この

水準は 1 サイク の 水時間が く 時間が長いた

、表層部は繊維飽和点を超え、表層部の溶脱が生じ

(a) (b) 
3

1

試験水準

合 試験時間

( ： 水)
[h]

薬剤注入量

[kg/m³]

D20-W10-C12 360 (240：120) 125.5~139.4

D20‐W30‐C4 200 (80：120) 125.4~138.9

D20‐W50‐C4 280 (80：200) 131.6~140.0

D5‐W10‐C12 180 (60：120) 123.1~138.3

D5‐W30‐C4 140 (20：120) 120.3~137.2

D1.5‐W2‐C60 210 (90：120) 125.4~138.8
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たと考えられる。

D20-W30-C4 および D20-W50-C4 は、1 サイク で

の 水 時間が長く、 分に した水分が

時に内部から表層部 したと考える。そのた 、

薬剤も水分と に表層部 したた 、燃焼性状が

えられたと 測する。

時間が い水準は、 時に木材中の水分が

分 され 、含水率が えた。また、D1.5-W2-C60
はサイク 数が多く、試験 内の高温多 状態が多

くなり、含水率が高い状態が続いた。そこで、試験時

間、薬剤 率および CCM 試験での総発熱量の結果

から、D1.5-W2-C60 劣化作用の い水準と した。

2.5. 
屋外暴露試験 1) ( ン ミ 樹 薬剤 料なし

の試験結果を 用) 、NT FIRE の ク ー ン 試験

3)、劣化作用の い D1.5-W2-C60 の 4/4 試験時間の

CCM 試験の結果を 7 示す。なお、総発熱量 8MJ/m²

は防火材料の評価基準となる値である。

暴露 3 年および 5 年において、当初の性能は たが

難燃材料の性能を たす結果となった。D1.5-W2-C60 も

同様に難燃材料の性能を たし、総発熱量の値から暴露

3 年に 当する防火性能を する結果と 測される。

3. 
3.1. 

CCM 試験は防火材料の評価方法として用いられて

いるが、通気層を設けた 合等の実施工での燃えひろ

がり性状の評価は 難である。そこで本 では、発熱

性試験および実規模ファサード試験を行い、防火性能

評価試験の 当性の検討を行う。

3.2. 
3.2.1. 
建材試験セン ー規 JSTM J 7001 を基に、 2. 促進

劣化試験方法の検討 で劣化 率が高い D1.5-W2-C60 
(以下、JSTM) の サイク にした試験、および、NT 

FIRE に準 した試験を行った。実験概要を 8,9 に示す。

試験水準については、JSTM はサイク 60  (以下、

JSTM-60) および 180  (以下、JSTM-180) 、NT FIRE は

サイク 4  (以下、NT FIRE-4) および 12  (以下、

NT FIRE-12) の 4 水準で実験を行った。

3.2.2. 
促進劣化させた水準に え、促進劣化していない水準 

(無処理、難燃処理、低注入) の試験体概要を 1 に示す。

注入法により ン ミ 樹 の難燃薬剤を注入

し、 水性のある 料で表面を 上 た。

促進劣化試験時に試験体の木口からの薬剤の溶脱を防

するた 、JSTM では ミ ー を り、NT FIRE

では ド樹 を し ー ン 材を施した。また、

JSTM-180 および NT FIRE-12 では、促進劣化試験 に

60℃で 7 日間 させた に 量を測定し、薬剤 量を

 (1) より 出した。

3.2.3. 
2.3.4. ーン ー ー 試験 と同様の方法

で CCM 試験を行った。試験体は各促進劣化試験 に

100 mm 100 mmに ットし させた。JSTM-180は

(a) (b) (a) (b) 
8 JSTM 9 NT FIRE 

2

試験水準
促進劣化時
表面 法

[mm]

平均薬剤注入量
(最 ～最大)

[kg/m³]

平均薬剤 量
(最 ～最大)

[kg/m³]

無処理
ファサード

CCM

劣化なし
ファサード 164 (119~196)

CCM

低注入
ファサード 51 (40~63)

CCM 45 (40~50)

JSTM 60 ファサード
1980

×1980
(×2 体)

118 (101~164)
CCM 142 (128~164)

JSTM 180 ファサード 128 (100~167) 102 (63~141)
CCM 135 (134~135) 101 (66~126)

NT FIRE 4 ファサード
2080

×1000
(×4 体)

126 (106~188)
CCM 136 (134~139)

NT FIRE 12ファサード 139 (108~174) 106 (60~131)
CCM 132 (130~133) 101 (94~108)

10  (JIS A 1310) 11

外気室 恒温恒湿室

試験体取付枠（2m×2m）

散
水
装
置人

工

光

源
試験体

空

調

機

空

調

機

散水ノズル 散水ノズル

試験体

810mm 2080mm

時間: 72 h
: 60 
: 

時間: 96 h
:

量: 0.3 L/m² min

: 4 , 12

時間: 1.5 h
: 80
: 

時間: 2 h
:

量: 1 L/m² min

: 60 , 180 

試験
: (mm)



CCM 試験用として長さ 495 mm の試験体を用いた。

3.2.4. JIS A 1310 
各試験体を 10 に示すように施工した。燃焼チャ

ンバーに試験体の開口部を合わせて設置し、チャンバ

ー内のバーナーに点火し開口部から 20 分間火炎を噴

出させた。試験体と下地間の通気層に噴出火炎が直接

入らないように開口部周りをセラミックファイバーブ

ランケットで覆った。

噴出火炎は、可燃物がない状態で試験 (ブランク試

験) を実施し、熱流束の値が開口上端から高さ 900 
mm で 30±5 kW/m2、高さ 1500 mm で 15±5 kW/m2 と

なるように調整した。また、 11 に示すように熱電

対を設置し、温度を測定した。

3.3. 
CCM 試験結果より発熱時間当たりの総発熱量の平均

値を 12 に、ファサード試験における各高さでの最大

外装表面温度を 13 示す。なお、CCM 試験結果の総

発熱量 8 MJ/m²は防火材料の評価基準、ファサード試

験結果の 500 ℃は燃えひろがりの基準として示した。

CCM 試験では JSTM および NT FIRE で劣化時間を長

くした方が発熱量は大きくなったが、ファサード試験

では劣化期間の長さに関係なく、同様の結果となった。

ファサード試験において無処理、劣化なし、低注入

を比較すると注入量の多い順で温度が低くなり、

CCM 試験の発熱量と同様の傾向であった。しかし、

開口上 2000 mm、2500 mm の点において 500℃を超え

たのは無処理のみであることから、薬剤処理を施され

ていれば、劣化操作により薬剤溶脱が生じても燃えひ

ろがる危険性は低いと考える。

3.4. 
CCM 試験の結果 (最大発熱速度 Qmax、着火時間τ、

減衰係数λ、比例係数 k (=0.015) ) を用いて、上階延

焼の評価 4)を行った ( 14) 。なお、λは発熱速度の

10 秒間平均を縦軸、時間 (第 1 ピーク時を 0 とする) 

を横軸として片対数で整理した時の直線の傾きとした。

燃えひろがり評価の結果、無処理はⅠ･Ⅱ、低注入は

Ⅲ、難燃処理はⅣに属し、促進劣化なしの試験体におい

ては、ファサード試験と比較して同等の結果となった。

一方、NT FIRE-12 はⅡに、JSTM-180 はⅠ～Ⅲにそ

れぞれ属し、ばらつきやファサード試験と比較して燃

えひろがる危険性がある結果となった。これにより、

促進劣化させた試験体においては CCM 試験の結果か

ら燃えひろがり評価を行うことは難しいと考える。

4. 
本研究では、促進劣化試験方法の検討および実規模

ファサード試験による防火性能評価の検討を行った結

果、以下の知見を得た。

(1). 難燃処理木材の促進劣化試験を行い、薬剤溶脱の

要因は木材中の含水率が高い状態 (繊維飽和点以上) 
を継続することだと分かった。しかし、促進劣化試験

中の含水率が低い水準であっても、表層部が繊維飽和

点を超えることで、表層部の薬剤溶脱が生じ、防火性

能が低下することを確認した。

(2). JSTM J 7001 を基にした促進劣化試験を行った結

果、発熱性試験では初期性能の低下が確認されたが、

JIS A 1310 ファサード試験における燃えひろがり性状

には影響が少ないことを確認した。
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風力の正負の向き

大庇を る梁に 用する風力の 的荷重効果 
 

正 （ 大学） 
 
1. は めに

e

1454

(2015)

1)  

 
2. 国 にお る庇の風力係数

2)(

)

( 1)

1 h/H

. 風力係数の提案方

2 (

)

( )

表 2 梗概中に 用する式

力係数と モーメント係数の定

2( ) ( ) / /M HC t M t q l (1) ( ) ( ) / /Q HC t Q t q l (3) n: ( = 5) 
Puk(t): t (u)

k
Pdk(t): t (d)

k
xk: k

qH: H
l: 
xk: k
MTL:  (

, 200N/m2 )

h: 
wA: 
σu(t): 

σl(t): 

A*max (A*min): ( )

Mmax (Mmin): ( )

Qmax (Qmin): ( )

σ: 
m: 
N: 
C0: 
(=2×106× σfm)
σf: 2×106 ( = G )

σy: 
σa: 
σm: σa

σmax: 
σmin: 
σw: 
j: Rainflow 1

ni: i
σwi

u d1
( ) ( ( ) ( ))n

k k k kk
M t P t P t x x


   k k k kM t P t P t x xk k k kM t P t P t x xk k k kM t P t P t x x   M t P t P t x xk k k kM t P t P t x xk k k k   k k k kM t P t P t x xk k k k (2) u d1

( ) ( ( ) ( ))n
k k kk

Q t P t P t x


  k k kQ t P t P t xk k kQ t P t P t xk k kQ t P t P t x  Q t P t P t xk k kQ t P t P t xk k k  k k kQ t P t P t xk k k (4)

風 力による 応力 の

( ) ( ) TL wt M t M Ah  (5) sgn ( ) 1 ( 0)t   (8)

( ) sgn ( ) ( ) TL wt t M t M Ah  (6) ( ) ( )u TL wt M t M Ah  (9)

sgn ( ) 1 ( 0)t   (7) ( ) sgn ( ) ( )l TL wt t M t M Ah  (10)

力中 の

*
max max max/A M Q (11) *

max max max/A M Q (12)

接接 の疲労 度と Rainflow 法と 正 Miner による疲労損傷値の

0
m N C (13)

1
( ) ( ) 1 ( )w a m yj j j


  (16)

max min 2a   (14) 0
m

i wiN C (17)

max min 2m   (15) 0/ /m
i i i wii i

D n N n C   (18)
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図 1 国と 本に定めら る

庇の風力係数の比較

国 地 と算 方法 算 方法

本

14 4 に定めら る 面の

圧係数と 面の 圧係数の

正建 法の

関係 定の 的

国

定の表から数値を み る
British Standard i)

ーストラ ・ ー ーラン

定の表から数値を み る
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Standards (AS/NZS) ii)

合

定の表から数値を み る
DIN EN 1991-1-4 iii)

ン

定の表と式から数値を算 する
Indian Standard iv)

 i)British Standard: loading for buildings – Part2: Code of practice for wind loads, 
1997   ii)Standards Australia: Australian/New Zealand Standards, Structural 
Design Actions, Part 2: Wind actions, 1170.2, 2002   iii)DIN EN 1991-1-4, 
Einwirkungen auf Tragwerke - teil 1-4: Allgemeine Einwirkungen - Windlasten, 2010   
iv)Bureau of Indian Standards: Indian Standard code of practice for design loads 
(other than earthquake) - (Part 3-wind loads) for buildings and structures, 2015

H h 
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-4. 2 の最大荷重効果を 現する庇の風力係数
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表 4 本論文の提案する庇の風力係数と国交省の方法

本論文の提案 国交省の方法

正負双方 風力係数の向き 負の係数のみ

全風向（最大の荷重効果） 風向 2 風向から選択可能

 
表 5 本論文の疲労照査モデルの仕様

表 2，文献 )並びに次の条件で 0 34( )下の疲労損傷度を算定する

・建設地の地表面粗度区分 ・想定する接合形式 混用接合型柱梁接合部

・想定する鋼材 – 400×200×8×13(SS400) ・ 法 法

・梁のスパン 一様に ( ) ・両振応力への置換 S 法 (梗概式(1 ))

 



有 る の による の 法

1. に

　風 換気による換気量の算 には一 に以 の

ス式が用いられる。

  PCVAQ ∆= α   . 　...(1)

ここで、 Aは有効開口面積 [ m2] 、CP は風圧係数 [ -] 、

V は 部風速 [ m/ s] である。この式では単一開口や風

圧係数差がない複数開口の場合、平均的な換気 動

が 0 となるが、実 には気流の乱れが 動 となる換

気が生じる。乱れによる換気の研究として単一開口に

関する研究は く られ、換気メカニズムは開口部で

の乱流 による混合現象と空気の圧 性による脈動

現象の 2 で 1, 2)、実現象はこれらが複合して生じてい

ると考えられる。複数開口においても脈動と混合のメ

カニズムで換気が行 れ、楢崎・山中ら 3, 4)、河野・加

藤ら 5) による研究 も られるが、風圧係数差が微小

な場合での換気効果は不明な も い。そこで本研究

では風圧係数差が微小な条件を対象に、室内 度に基

づく換気量である Purging Flow Rate (PFR)6, 7) と開口部

風速に基づく通気量である Air Flow Rate (AFR) で換気

量評価を行い、最 的に乱れによる換気量の簡易予測

手法を 2 の換気メカニズムに基づいて提案する。

2. による CFD 検 の の

　以 で行 CFD 解析の精度 時の 値を す

るた に風 実 を実 し、モデル周 風速、風圧係

数、換気量の 3 を する。実 は大 大学

研究用風 で測定 高さ 1,200 mm、 1,500 mm の

ル で実 を行 （図 1）。風 上 800 mm に

ー を設置し、この位置で風速 10 m/ s に設定した。

図 2 に I 線流速計（日本カ ス , 0251R-T5 

  5 m ス ）により 1.0 kHz、60 s で測定

した ー ーの一 を示す。対象室モデルは

壁 2 mm、 一 200 mm の ル で、モ

デル周 風速および風圧係数の には開口のない

シールドモデルを用い、換気量の には 40× 40 mm

の開口を 2 有するモデルを用い、 ー ス法に

より換気量を測定する。開口 置条件は する Case 

LR-1、Case LR-4、Case LR-7において換気量を測定した。

1 に測定 の を示す。

　換気量の評価には対象 域内で の ・

に有効な換気量を す Purging Flow Rate （PFR）により

次式で評価する。

 
/s][m  3

or cc
mPFR
−

=
  　...(2)

ここで、m は単位時 当たりの室内 CO2 生量 [ m3/ s] 、

cr は室内定 度 [ -] 、co は 気 度 [ -]  である。

3 . によるパ スタデ

3 .1 概要

　乱れによる換気の 向を するた 、開口を ラ

メ に 置した 21 条件において風 実 を実

した。 2 に開口条件の を示す。なお、開口中

心高さは 中心高さの 100 mm で 一した。測定は

ー ス法による換気量の測定と各条件の開口中

心想定位置における風圧係数差の瞬時値を測定した。

3 .2 結果

　図 3 に風圧係数差（以 CP）と PFR の関係を (1)

式による算定結果（ =0.65 で 結合）とともに示す。

Case FR は全条件において CP が大きくなるとともに

換気量が 加し、(1) 式によく一 した。Case BR も同

様の 加 向が られたが、(1) 式より小さい結果と

なった。これは ー ーの 流 や室内の分 によ

り 的に 度が高くなることで換気量を小さく評価

した可能性がある。一方、Case LR は換気量は 一

定の値をとり、気流の乱れが換気の支 的な 動 と

図 1 の概要
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なっている可能性が考えられる。そこで図 4 に示す風

圧係数差の 差（以 σΔCp）とPFRの関係を ると、

Case LR は σΔCp が同 度であることが換気量が同 度

になった の一 として考えられ、乱れによる換気

メカニズムを考えると σΔCp は空気の圧 性に する

脈動成分を す ラメー になり ると える。

4. CFD 解析の 検

4.1 解析概要

　風 実 を 現した LES による CFD 解析を行い、

実 で した 値との比較を行 。図 5 に解析 域

およびメ シ の一 を示す。流 境 は

実 で た ー ーを採用し、Smirnov ら 9)

の手法により 動風を えた。 3 に以 で行 解析

を含 て をまと て示す。換気量は実 と同じ 4

の 生 から 1/ 2000 s とに 子を 生さ 、対象

域内（-95< x< 95, 5< y< 195, -95< z< 95）の室内 子

数 度から PFR を算 して 現した。

4.2 解析結果

　モデル周 風速は、 線に する方向の瞬時風速

2 成分（ v x , v y ）の合成 ルとし、以 の式で実

値の 現とした。

 VLES hotwire = vx2 + vy2
t

  　...(3)

次 以 の解析は先行研究 8) の解析手法に って解析

しているが、図 6 に示す (X , Y, Z )=(0, 100, -110) におけ

る ース ルの解析値 (Previous Grid) の ー

が高周 で大きく ていることから、シールドモデ

ルの解 度不 が考えられたた 、先行研究の解析

子 (Previous Grid) と 子数を やした解析 子 Refined 

Grid) の 2 で解析精度の向上を した。図 7 に

側面近傍の平均風速の分 を、図 8 に風圧係数の結果

を実 値とともに示す。モデル周 風速は解 度を上

たことによりさらに実 値に近づき、風圧係数の分

は 面に加え 面も によく一 し、 側面にお

いても実 値と同様の 向を示した。加えて図 6 の

ース ルもより高周 まで実 値に近づく結果

となり、解 度が解析精度不 に する の一

であることが示された。換気量に いて、PFR は

の通り定 度から算 する があるが、解析の

計算時 が不 分で定 に らない可能性を考慮し、
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以 の 度予測式を用いて最小二乗法により換

気 数 n [ 1/ s] を同定することで PFR(=nV) を算 した。

 ( ) ( )ntp
r e

nV
q

tC −−= 1 ][   　...(4)

図 9 に Case LR-1, Case LR-4, Case LR-7 における換気

量の解析値・実 値をともに示す。換気量に いては

実 値とよく一 し、CP が分 が実 値と異なってい

ても、モデル周 風速の気流場の解析精度が比較的高

かったことから先行研究の解析手法で換気量の解析精

度は比較的高くなったと考えられる。

5 . 係 に る による 果

5 .1 解析概要

　風 での 小 実 を した LES 解析を行 。

解析 域は 、高さ、 さがそれぞれ 1,000 mm、1,000 

mm、3,200 mm の流 とし、40× 40 mm の開口を 2

有する 一 200 mm、壁圧 2.0 mm の 方 を室

3 CFD 解析概要

　開口条件は 4 の 置 ー を設定し、各 の開

口位置を 平方向に して計 22 条件を解析条件と

した。 4 に開口条件の を示す。換気量の評価は

の PFR に加え、風速 ースの通気量で換気量を評

価した。評価方法は、開口面法線方向の瞬時風速のモ

ニ ー を各開口 64 ず 均 に設置し、両開口の

瞬時流 風量 Qin, Qout をそれぞれ 、 の式よ

り Air Flow Rate（AFR）として算 した。

 
 

]sm[
2

3

t

inout QQ
AFR

+
=   　...(5)

5 .2 解析結果 考察

　図10に各条件の換気量と CP の関係を (1)式（ =0.65

で 結合）と て示す。ここで (1) 式の換気量 Q
は開口部を通 した空気量を すた 、AFR の解析結

果と比較している。結果、CP が 0.1 [ -] 度以 では (1)

式の精度が大きく低 し、 なくともこの範囲では気

流の乱れによる換気が行 れていると考えられる。図

11 に σΔCp と AFR の関係を示す。全開口 ー で正

の 関が されたが、SS-F と SS-B の結果に す

ると、 CP が 0 か 脈動成分に関 すると考えられる

σΔCp も同 度の条件同 でも AFR に差異が られる。
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乱れによる換気メカニズムを考えると、各条件の開口

部における混合性状の差異によって両条件の差異が生

じた可能性がある。以上のことから、換気量予測にあ

たっては脈動成分だけでなく混合成分も考慮した予測

手法が好ましいと考える。

6. による の の

　乱れによる換気量予測の手法として、近年 Daish ら
10) により提案された予測式を次式に示す。

 PCPPre bCaVAQ ∆⋅+∆⋅= σα 1  　...(6)

彼らは (1) 式に σΔCp を組み込み、乱れによる換気量を

予測した。係数 a, b はそれぞれ 0.343 と 0.084 が提案

されている。本研究の全条件の AFR（QCFD）と (6) 式

による予測値（QPre）の関係を図 12(1) に示す。なお、

破線は誤差 30% の範囲である。(6) 式では開口での混

合性状のみが異なる場合の換気量の差異が評価でき

ず、結果的に SS-F で精度が低い。そこで本研究では

脈動と混合の両者を組み込んだ次式で予測を試みる。

  21 AVcbCaVAQ
PCPPre Σ⋅+⋅+∆⋅= ∆σα ...(7)

σΔCp は瞬時の通風による脈動成分と捉え、Daish ら 10)

と同様に平方根中に含む。一方、混合成分は山中ら 4)

や先行研究 8) に基づき、開口部近傍風速 V2 に開口面

積 Aを乗じて加算することで、実現象に基づく予測式

を意図した。なお、V2 はシールドモデルの開口中心想

定位置から法線方向に 20 mm 離れた位置のスカラー平

均風速を採用した。図 12(2) に最小二乗法による各係

数の同定結果（a=0.149, b=0.262, c=0.053）に基づいた

予測値 QPre と解析値 QCFD の関係を示す。混合性状が

異なる SS-F と SS-B の違いが予測結果に反映されてお

り、全条件においてより高精度で換気量が予測される

ことが示された。

7. 

　本研究では微小な風圧係数差を有する 2 開口条件を

対象に気流の乱れによる換気量の簡易予測手法を提案

した。結果、乱れによる換気メカニズムである混合現

象と脈動現象の両者を考慮し、実現象に基づた予測手

法が妥当であることが示された。
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図 12 の 解析 の関係

(2)(1)Daish

図 10 係 図 11 係 の

4 CFD 解析に る 条件

0

0.001

0.002

0.003

0.004

0 0.001 0.002 0.003 0.004 0 0.001 0.002 0.003 0.004

Q
P

re

QCFD QCFD

DS

SS-L

SS-F

SS-B

DS

SS-L

SS-F

SS-B

0

0.001

0.002

0.003

0.004

0 0.1 0.2 0.3 0 0.2 0.4 0.6
ΔCP [-]

DS

SS-L

SS-F

SS-B

DS

SS-L

SS-F

SS-B

A
FR

 [m
3 /s

]

σΔCp [-]

Orifice Equation

Wind Wind Wind Wind

DS 0-0
L=100, R=100

DS 0-1
L=80, R=80

DS 0-2
L=60, R=60

DS 0-3
L=120, R=120

DS 0-4
L=140, R=140

DS 1
L=80, R=100

DS 2
L=80, R=40

DS 3
L=80, R=120

DS 4
L=80, R=130

DS 5
L=80, R=140

SS-L 1
L1=100, L2=55

SS-L 2
L1=100, L2=50

SS-L 3
L1=100, L2=45

SS-L 4
L1=100, L2=40

SS-L 5
L1=100, L2=35

SS-L 6
L1=100, L2=30

SS-F 1
F1=40, F2=40

SS-F 2
F1=30, F2=30

SS-F 3
F1=50, F2=50

SS-B 1
B1=40, B2=40

SS-B 2
B1=30, B2=30

SS-B 3
B1=50, B2=50

SS-BDS SS-L SS-F
ii

L

R

L1L2

F1
F2

B
1

B
2

D
es

cr
ip

tio
n

C
as

e



- 1 - 

 
   

 
 

 
 

1)

2)

1 2
2

 

 

1934( 9) 26
1937( 12)

(
A) 1939( 14)

( B)

 

A B
2

C-1
C-2 ( 1)  

 
A

1941( 16)

 



- 2 - 

 

 1937( 12)  1938( 13)  1939( 14)  1940( 15)  
  ( A)  ( B) 

   ( )*1 

  
 

 
 

   
   

   

 1937( 12)  1938( 13)  1939( 14)  1940( 15)  
 

 

 ( C-1)  ( C-2) 

  
  

   

   
 

  ( B )*1 
*1  
 

A

A

 
 

B

A

A
B

 
 

C-1 A

B

C-1

A

 
 

C-2
C-1

3

C-1 C-2
B
B

 

( 2)

 

 

  
 
 

 
 

 

 
 

  
 
 

 
 

 
   

 
 

  
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

  
 
 

 
 

 
  

 
 



- 3 - 

 
 

 
A

B

 
 

 
 

1939( 14) 12

 

 

( 3)

1939( 14)
9

C-1

 

 

1937 
( 12) 

4  A  
3  ( 19 ) 

1938 
( 13) 

8  ( ) 
8 10  A  

1939 
( 14) 

 C-1  
5   
9   

12   
3  C-1  

*1 
3   

1940 
( 15) 

4  ( ) 
10  ( ) 

*1  
 

  

( 4)

1940(
15) 7 9

8

11



- 4 - 

 

 
8

( ) (
)

 

4  

1939 
( 14) 

  
8   

( ) 
12   

1940 
( 15) 

4   
 

 C-2  
6   
7   

 (8 ) 
( ) 

9   
( ) 

11   
1   
3   

1941 
( 16) 

5   
11   

( ) ( )

 
 

2

 

 
 

1) :  , 

, 1988.8 

2) : , , 1991.6 



．

の 1)では，強震動により地盤が液状化し，

地盤の水平 性が 下した場合に，上部構造 の

期や地盤 性 の 合わ によっては， モー

メントによる変動軸力と水平力を受ける鋼管杭が動座

屈崩壊する可能性を示した。一方，一回の強震動では

崩壊しない場合でも，地震動を長時間または複数回経

験することで，杭体の損傷が増大し，鋼管杭が動座屈

崩壊する可能性がある。本論文では上部構造 ・鋼管

杭基礎 地盤系の遠心載荷実験を い，長時間または

複数回地震動 以降，長時間地震動と する により

動座屈崩壊する鋼管杭の累積損傷度を らかにする。

． 杭 地盤 の

図 1(a) (d)に試験体及び計 位置を示す。試験体は

上部構造 ・鋼管杭基礎 液状化地盤系とする。地盤

に いては， 中 下 により を 積さ

た後，間 水として 性を水の 40 倍に したメ

ト ー 液を し作 している。杭に いて，試

験体 側の 2 本のうち 側を A， 側を B とし，

れ れの の杭を C，D とする。 バネは 側を X，

側を Y とする。歪 ー は図 1(c)，(d)のように

している。 部 杭下 ，基礎部，上部構造

部に加 度計を設置しており，地盤中には地表面から

85，145，205mm の位置に間 水 計，加 度計を

れ れ設置している。また， ー ー変位計により基

礎部の水平変位を計 している。実験は， 大学

所の遠心載荷装置を用いて 40g 場で った。以

下実大ス ールで示す。

表 1 に 型及び実大ス ールでの試験体 元，表 2

に杭に 用した C2680 の 特性を示す。杭の

は中 鋼管杭を 定して，杭 400mm または

440mm， 8mm としている。初期 軸力比 N0/Ny

は実構造 における鋼管杭の設計軸力を に

0.3~0.33 とする。なお バネの は ル A5052，

の の部 は SS400 である。表 3 に試験体

メータを示す。地盤 対 度は比較的水平 性の小さ

い 30%と 性の大きい 60%とする。上部構造は中 層

から 層建築 を 定し， 期を 0.53~2.2s， 状

比を 2.4~3.3 とする。表 3 中の加振回数は，上部構造

が傾 し， 壊するのに要した回数である。

液状化地盤における鋼管杭の 状

図 2 に 力 の時 歴，図 3(a)~(c)に地盤 対 度

30%で 期の なる Case2 と Case5 の応 時 歴

を示す。図 3(a)は基礎部の水平変位，(b)は杭頭の曲げ

歪，(c)は杭頭 力の応 時 歴である。図 3 中の

は，水 計から推定した液状化 時 である。図

3(b)の曲げ歪は，加振方向の杭 後面に した歪

試験体 元
型

ス ール
実大

ス ール
上部

構造
重量 m1(N) 66.7 4.27×106

バネ tb(mm) 2 80
基礎部 重量 m2(N) 13.0 0.83×106

杭
( )

長さ l(mm) 265 10600

外 D(mm) 10 400
11 440

tp(mm) 0.2 8

試験体 メータ

試験
体

地盤
対 度

Dr(%)
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D(mm) t(mm)
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バネ
長さ
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期

Ts(s)
上
比

力
力最大

加 度
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加振
回数

Case1
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400

8

0.33 35 0.53 2.4

5.0

3
Case2 55 1.08 2.8 1
Case3 440 0.30 2
Case4 400 0.33 70 1.51 3.0 1
Case5 90 2.20 3.3 1
Case6

60 400 8 0.33
55 1.08 2.8

5.0
2

Case7 70 1.51 3.0 2
Case8 90 2.20 3.3 1

バネ長さ以外実大ス ール 

杭の 特性( 位(N/mm2))
弾性比例限界応力度 l 275

降 応力度 y 398
引 強度 u 498

ン 率E 103000
歪硬化 Est 17200

200
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ー 値の の 分の値bi=(xiyi)/2 として してい

る。上部構造 が最終的に 壊した側の杭の杭頭曲げ

歪が最大となる時 図 3(b)中の または を終局

時とし，さらに曲げ歪応 が片振りを め，曲げ

歪が急激に増大し終局時に する直 までの範囲

図 3 範囲 を終局 程と 。図中のlc は初期

軸力を した弾性比例限界歪である。図 3(c)は，杭

の曲げモーメント分 を 分して した杭頭

力応 である。杭の曲げモーメントを する は，

文献 1)の曲げモーメント 曲げ歪関係を用いた。

上部構造の 期が 1.08s である Case2 に いて，

図 3(c)の杭頭曲げ歪応 は，液状化 後の 力加

度が大きい範囲 22s 近 から片振りし め，29s

近でlc を えた後，急激に増大し 32s 近で最大とな

った。上部構造の 期が 2.2s である Case5 では，

液状化 後の 力加 度が大きい範囲 20~33s

近 における曲げ歪応 は と 変動していない。

しかし，曲げ歪応 は の後長時間にわたって漸増し

ていき， 力加 度が小さくなる 74s 近でlc を え

て急激に増大し，79s 近で最大となった。

 図 4(a)，(b)に，Case2，Case5 の終局時における 杭

の曲げ歪分 ， 1 に最終変形状態を示す。図 4(a)

には，黒 線及び 線で，初期軸力を したlc と降

歪yc を示している。 1 に示す り， 試験体の

上部構造 は最終的に杭 A 側に 壊した。図 4(a)，(b)

より，杭頭部と杭下 部の曲げ歪はい れの試験体も

yc に しており，終局時において杭頭と杭下 で塑性

ン を形成したことが分かる。

 図 5 に Case2，Case5 の杭頭 力と基礎部水平変

位 以降，基礎変位と の関係，図 6(a)，(b)に終

局 程における杭頭 力と構造 性力の関係を

示す。構造 性力 F は，基礎部の 性力と バネの

力の として している。図 5 より， 試験

体の加振中の杭頭 力と基礎変位の間には，杭の

終局時まで な 関が られる。また，図 6 の杭頭

力と構造 性力の関係より，(a)の Case2 では

終局 程 黒実線 における構造

性力と杭頭 力は概ね しくなっ

ている。Case2 の終局 程 20~29s

近 では，図 2 より 力加 度が大き

くなっており，上部構造の 性力によ

り 間的に杭に大きな 力が

たことで，杭が塑性化し崩壊したもの

と えられる。一方，図 6(b)の Case5

では，終局 程 黒実線 において，

杭頭 力に対し構造 性力が小さくなっている。

Case5 の終局 程においては，構造 性力に加えて，

地盤からの強 変位による水平力が作用したため，基

礎部水平変位が増大し，最終的に杭が崩壊したものと

えられる。本論文では Case5 のように長時間地震動

を経験し，杭の損傷が増大して杭基礎が崩壊する場合

を累積損傷評価の対 とする。

．液状化地盤における鋼管杭の

 図 7 は，遠心載荷実験における杭の作用軸力と作用

曲げモーメントの関係と， の設計指針の M-N 耐力

線との比較を示している。縦軸は杭の作用軸力 Nb を，

文献 1)の修正一般化細長比 cを適用した杭の弾塑性座
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屈耐力 Ncr0
2)で除したものであり，横軸は 加振時の杭

の最大曲げモーメント Mmax を全塑性耐力 Mp で除した

ものである。 線及び 線は，鋼構造限界状態設計指

針 2)及び建築基礎構造設計指針 3)の M-N 耐力曲線であ

り，実線は文献 4)の終局耐力曲線である。図中 は崩

壊までの加振回数が 1 回の試験体 Case2,4,5,8 の終

局時の耐力を示し， ， ， ， は崩壊までの加振

回数が 2 回以上の試験体 Case1,3,6,7 の 加振後の

最大曲げモーメントの履歴を示している。1 回の加振

により崩壊した試験体の終局耐力 は，全ての試

験体で建築基礎構造設計指針 3)の M-N耐力曲線 線

を えており，文献 4)の終局耐力曲線 実線 が上限

値となっている。一方，複数回の加振により崩壊した

試験体の終局時の耐力 , , , は，Case3,6,7 で

は 線を えるものの，1 回の加振により崩壊した試

験体の終局耐力よりも小さくなる。複数回の加振によ

り，長時間の震動を経験した杭が動座屈崩壊するとき，

地震動や地盤条件 によっては，杭の終局耐力が設計

指針 2)3)の M-N 耐力曲線や終局耐力曲線 4)を下回り，

の終局耐力評価 1)では杭の 性能を適

に評価できない可能性が示唆された。 こで次

以降では，終局耐力評価とは なる累積損傷の

から，杭の累積損傷度評価を試 る。

．鋼管杭の累積損傷度評価

杭の累積損傷度の

本 では，遠心載荷実験における杭の累積損傷

度を 定する。図 8 に 定 ーを示す。ま 歪

ー から得られた歪応 時 歴より， ン

ー を用いて歪振幅a を する。次に，塑性

歪の影響が 的となる ル 壊を対 と

するため，歪振幅 時において歪の 大値 ま

たは 小値 が弾性比例限界歪l を える場合の

振幅を塑性歪振幅pa とし，この累積値pa を求め

る。本論文では，pa を弾性比例限界歪l で無次

元化した値pa /lを杭の累積損傷度と なし，pa

を累積塑性歪振幅と定 する。なお累積塑性歪振幅は，

杭中で歪値が最大となる ー 位置 1 所 に

いて最大歪時 までを対 範囲とする。

鋼管杭の累積 の

本 では実験結果の累積損傷度評価に ち， 限

要素解析を い，杭の累積塑性歪振幅と基礎部水平変

位の関係を らかにする。図 9 に数値解析モデルを示

す。解析モデルはシェル要素で構成し，文献 5)の鋼管

杭を に ン 率と降 耐力を E=2.09×105N/mm2，

y=308N/mm2 とする。塑性硬化 には複合硬化 を用

いる。 界条件は杭頭 定 ー 下 定としてお

り，杭頭の変位 にて正 の漸増載荷を う。

載荷 ターンは繰返しの基 として杭の全塑性時の変

形量p を設定し，地震動を受ける杭を 定して p，

1.25p， 1.50p となる漸増型とする。

図 10 に最大荷重時の杭頭部軸歪分 と，遠心載荷実

験試験体杭頭部の最終変形状態の一例を示す。数値解

析結果による軸歪の集中範囲と試験体の局部変形位置

は概ね対応している。図 11(a)に杭頭部の荷重 変位関

係の 表例を示す。図 11(a)は，鋼管杭の弾性比例限界

時 降 時 の作用曲げモーメント Mlc 及び水平変位

lc で無次元化したものであり，図中のmax /lc は 曲

図 数値解析モデル

図 最大荷重時の杭頭 
 軸歪分 と最終変形状態
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線における最大荷重時の無次元化水平変位である。ま

たlcmax は累積塑性変形倍率であり，最大荷重時までの

総面積から弾性変形分を引いた値である。さらに本論

文では，載荷履歴曲線をループごとに分解し，除荷時

の最終変位と次ループの初期荷重時の変位を繋いで作

成した累積履歴曲線より，最大荷重時までの総面積か

ら弾性変形分を引いた履歴吸収エネルギーBlcmax を

求めている。なお，B はバウシンガー効果係数である。

図 11(b)，(c)は，図 10 のシェル要素最外層の局所歪

が杭中で最大となる位置での歪履歴及び累積塑性歪振

幅の推移を示している。図 11(b)では載荷振幅の増加に

より，最大耐力以降歪が急激に増大している。

 図 12(a)~(c)に，図 11 の数値解析結果より得られた

max/lc，lcmax，B，pa /l の関係と，回帰的に求めた

(1)~(3)式の比較を示す。(1)~(3)式は図中に示しており，

図 12(c)の縦軸は対数軸表記としている。図 12(a)では，

図 11(a)においても示されたように，lcmax は歪硬化に

よる耐力上昇分によりmax/lc よりも大きくなり，lcmax 

max/lc 関係は(1)式のような直線式で表される。図

12(b)，(c)では，文献 6)よりB は繰り返し回数が大き

くなるとき増加し，lcmax は減少する傾向にあることか

ら，(b)のB lcmax 関係は(2)式の反比例式，(c)のpa /l

B 関係は(3)式の直線式で近似できる。以上の(1)~(3)

式より，累積塑性歪振幅と杭頭水平変位，すなわち基

礎部水平変位の関係は，以下のように表される。

  2
max

1500
1.8 1

pa l

lc

 
 

 
  

(4)

５．液状化地盤における鋼管杭の累積損傷度評価

 図 13(a)，(b)に，遠心載荷実験および数値解析の累

積塑性歪振幅pa/l と無次元化基礎変位max/lc の関係

を示す。図 13(a)は最大荷重時の数値解析結果，(b)は

最大荷重の 90%劣化時の結果と，Case1 及び Case3~8

の累積損傷時の結果を比較したものである。図 13(a)

中には，(4)式を黒線で示す。図 13(a)より，数値解析

結果と(4)式は実験結果の傾向を概ね捉えていること

が分かる。また図 13(a)の横軸max/lc は 1 以上の範囲で

は塑性変形となることから，縦軸の累積塑性歪振幅が

増加すると，(4)式はmax/lc=1 に漸近する。図 13(b)中

の実線は，(4)式を 4 倍した(5)式より求めている。図

13(b)より解析結果と(5)式は概ね対応することから，最

大荷重の 90%劣化時には，最大荷重時の 4 倍程度のエ

ネルギー吸収量となることが分かる。

 以上より，液状化地盤において長時間地震動を経験

し，杭が崩壊するときの杭の累積塑性歪振幅と基礎部

水平変位の関係は，(4)，(5)式により概ね捉えられる。

６．結

1) 遠心載荷実験より，液状化地盤において長時間また

は複数回地震動を経験し崩壊する鋼管杭の終局耐力は

強震動により早期に崩壊する場合よりも小さくなる。

2) 本論文の試験体の範囲では，液状化地盤における鋼

管杭の終局耐力は，修正一般化細長比 1)による杭の弾

塑性座屈耐力を適用した鋼構造限界状態設計指針 2)の

M-N 耐力線により，安全側に評価できる。一方で 1)

の知見により，地震動や地盤条件によっては，長時間

または複数回地震動により崩壊する杭の終局耐力が，

設計指針 2)3)のM-N耐力線を下回る可能性を示唆した。

3) 液状化地盤において長時間の震動を経験し鋼管杭

が崩壊する場合，累積損傷時の杭の累積塑性歪振幅

pa/l と無次元化基礎変位max/lc の関係は，(4)，(5)式

により概ね捉えられることを示した。
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ダンパー ン ー 方 の有 に関 る  
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1. 論 

年，鉄筋コンクリート（以下，RC）造 構造壁で

ある方立壁の構造スリットに，鋼 のエネルギ デ

イス（以下，ダンパー）を 置する，耐 性能向上

を した方立壁の有効 用に関する研究 え 1)が行

われている。しかし，方立壁に軸力が生じるとい

が されており，実 に大変形域においてダンパ

ーが有効に 能しないことが確認されている。そこで

本研究では，図 1 のよ な たなダンパーを提案する。

上下方立壁の相対水平変位を棒鋼ダンパーに与え，エ

ネルギを する 構である。特 は ダンパー

への軸力伝達の である。図 1 のよ にダンパー

の上部定着部に ン ン 材を し，コンクリートと

の付着を切る。加えて，ダンパー上部にスタイロフ

ームを 置し，ダンパーが 直方向に変位した にコ

ンクリートとの接 を ける。本研究では，提案する

ダンパーを有する方立壁のみ り出した要素実験，そ

の方立壁を有する RC フレームの実験及び FEM 解析

を行い，提案するダンパーの力学的 を把握し，そ

の有効性を示すことを 的とする。 

2. ダンパー RC 方 の要素  

2.1. 概要 

 図 2 に試験体詳細を，図 3 にパラメータ詳細を，

1に試験体 を， 2にコンクリートの材料特性を，

3 に鋼材の材料特性を示す。試験体は RC 造集合

等に用いられる方立壁  =180（：厚さ[mm]）と構造

スリット a =40 （a：スリット [mm]），1 の方立壁

に適用するダンパー（せん断耐力 100kN 程度）を想定

し，その 1/2 ス ールで した。試験体は 4 体で

あり，ダンパーの 様をパラメータとし，試験体 を

次のよ に S16P，S20P，S16H，D16P と定める。 

 

 

 

ダンパーのせん断耐力 Q _cal は式(1)で いた。 

� _��� � � � �� ��� ・・・(1) 

ここに，�：ダンパー本数[本], � ：全 性モーメント

[Nmm],����：可撓長さ[mm] 

可撓長さは構造スリットに構造スリット部のスタ

イロフ ームによる上下それ れ 20mm を加えた 60mm

である。方立壁はせん断 とし，ダンパーのせん

断耐力に対して 3 以上の せん断耐力で した。

  

700
90

（ ）   S      16       P 
用する鋼材 棒鋼のせい 下側方立壁との定着方法 

S：角棒鋼            
            

 

H： 付き棒鋼 
 P： あき鋼 ル 

（ ） 
 D：異形棒鋼 

c

[N/mm2] [N/mm2] [N/mm2]
試験体名

S16P 23400 32.2 2.5

S20P 25700 32.4 2.5

S16H 23900 32.3 2.1

D16P 23100 29.4 2.2
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壁補強筋

D6(SD295A)
端部補強筋

D10(SD295A)
棒鋼ダンパー

D16(SD345)
角棒鋼ダンパー
PL16(SN400B)
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211000 292 461
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 の 特性 

60
26

0
25

44
0

222000
10

0

450

PL
16

-4
555000

×1
00

(S
N

40
0B

)
PL

16
-2

0×
44

0(
SN

40
0B

)75 75 75 75

60
21

2
25

333999
2

222000
10

0

450

75 75 75 75

PL
16

-4
555000

×1
00

(S
N

40
0B

)
5-

D
16

×3
92

(S
D

34
5)

21
2

25
222000

75 75 75 75

44
4

21
2

16

5-
PL

16
-1

6×
44

4(
SN

40
0B

)
5-

PL
16

-2
9×

29
(S

N
40

0B
)

図  パ ータ詳細 
S16  16  S  

図  詳細 S16  
- 断  

図 1 るデ ス 

（ c コンクリートの ング係数，

圧縮強度 引張強度  

 ｰ の 特性 

棒鋼

棒鋼ダンパー

ダンパー

方
立
壁

方
立

壁

フ ー

フ ー

（ ン ン ）

ー

ブ

ブ

62
0

30
0

30
0

20

フ
ー

あ
鋼

ル 20 l f=
60

20

2-D6@37.5(SD295A)

A’

B B’

A

2-
D

6@
20

(S
D

29
5A

)
60

21
2

25
39

2 20
10

0

450

75 75 75 75

PL
16

-4
50

×1
00

(S
N

40
0B

)
5-

PL
16

-1
6×

44
4(

SN
40

0B
)

2-
D

10
(S

D
29

5A
)

6-
25

,D
6@

75

- 断  

方

立

壁

端部補強筋 4-D10(SD295A)

D6@37.5ダブル

（SD295A）

c [N/mm2] 21

×D × [mm]

横筋

90×700×620

D6@20ダブル

（SD295A） =3.5%

縦筋

1  

（ ：厚さ，D：せい  ：高さ， 
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S16P，S20P の あき鋼 ルは 1 の鋼 から角

棒鋼の部分とともに切り出した。D16P は， あき鋼

ルの 面に異形棒鋼を千鳥配置で 接した。図 4

に ット ップを，図 5 に加力及び 位置を示す。

下スタブを 力 に 結し，上スタブは加力 に

結した。加力 に り付けた ク ュエータにより，

上スタブを して構造スリット部にせん断力 Q を与

えた。加力は正負 し加力で行い，スタブ間変

形角 RS で制御し，RS =1/800，1/400，1/200，1/100，1/50，

1/33，1/25，1/20rad.で 2 サイクルずつ加力した。RS は

上下スタブ間相対水平変位を方立壁高さ S で除して

めた。 

2.2. 結果及び考察 

2.2.1.せん断力 Q-スタブ間変形角 RS 関係 

図 6 に Q-RS 関係を示す。いずれの試験体も方立壁

のせん断変形及び 変形は なものであった。

S16P と S16H を すると，正側 で概ね同様の

を示し，負側では S16P の方が高い耐力を示した。

角棒鋼ダンパーは可撓域端部の降伏後も大きい剛性

を した。一方，D16P の異形棒鋼ダンパーは可撓域

端部の降伏前に剛性低下が生じた。 

2.2.2.  

1 に RS =+1/33rad.の D16P スリット部の損傷

を，図 7 に RS =1/50rad.加力後除 時のコンクリート

の損傷 を示す。RS =1/50rad.では，いずれの試験体

もピーク時の最大ひび割れ が 0.2mm 以下であり，除

時の最大ひび割れ が 0.1mm 以下であった。S16P

と S16H を すると，概ね同様の損傷を示し，損傷

に 位差は見られなかった。一方，D16P では，S16P

と S16H に ， ひび割れ が大きくなる 向が

見られた。また， 1 のよ に，いずれの試験体も

構造スリット付 のダンパー のコンクリートが

面 に 離する性 を示した。D16P では，ダンパーが

千鳥配置のため，この損傷が顕著であった。 

3. ダンパー RC 方 有 る RC

ー の  

3.1. 概要 

2 の知見を に， RC フレームに適用する上で有

効なダンパーとして， 工性 コストな も考 して

要素実験の S16H を び，そのダンパーを有する RC

フレームの実験を行った。図 8 に試験体詳細を， 4

に試験体 を， 5 にコンクリートの材料特性を，

6 に鋼材の材料特性を示す。試験体は一 的な中低

の RC 造集合 から り出した 1 1 スパン RC

フレーム（ スパン 6m， 高 3m）とし，その 1/2 ス

ールで した。試験体は 2 体であり，ダンパー

と方立壁との付着の有 をパラメータとし，試験体

を次のよ に MD-SS-U，MD-SS-B と定める。 

 

 

 
 

 
 

RS[rad.]

Q[kN]

-0.06 0.06

-100

100

RS[rad.]

Q[kN]

-0.06 0.06

-100

100
Q _cal =49.8kN Q _cal =43.8kN 

図 6 Q-RS関係 
S16  16  S16  

負側最大 ： 
-70kN(RS=-1/25rad.) 

図 7 RS 1 5 力  
S16  S16  16  

※RS = 1/177rad. 
を 2 ，その後 

R S =1/100rad.以降 
のサイクルを加力 

1 16 ス の 

RS 1  

負側最大 ： 
-52kN(RS=-1/21rad.) 

負側最大 ： 
-79kN(RS=-1/36rad.) 

正側最大 ： 
70kN(RS=1/35rad.) 

実験結果 
Q _cal 

可撓

域端部降伏 

正側最大 ： 
70kN(RS =1/27rad.) 

正側最大 ： 
46kN(RS=1/20rad.) 

Q S

Sl S

反力床

加力治具

ブ

ブ

方立壁

方立壁

図 5 力及び  

Q _cal =49.8kN 

図   

カ ン ー ト

加力治具

反力壁

ー
反力床

+

パン フ

試験体

ブ

ブ

-

面 への 離 

ダンパー 
スリット部 

下側方立壁 

上側方立壁 

（ ）                 
ダンパー位置   ダンパー    付着の有  

（方立壁中 ）  （  ）   ：付着なし 
 ：付着あり 

正 時 生 負 時 生 0.05mm未 0.05mm以上0.1mm未



- 3 - 

試験体は 降伏 行 とした。方立壁構造スリット

のデ テールは要素実験の S16H と同様であるが，

MD-SS-B ではダンパーの 端を 付きとし，上下方立

壁に定着した。図 9 に ット ップを，図 10 に加力

及び 位置を示す。全 端部をピン とし， ク

ュエータにより加力 を して，フレームに水平

Q を与えた。正負 し加力を行い， 間変

形角 R で制御し，R=1/1600，1/800，1/400，1/200，1/100，

1/67，1/50 rad.を 2 サイクル，R=1/33 rad.を 1 サイク

ル，最後に R=1/25rad.まで正側に加力した。R は

の 間変形の平 を 高 で除して めた。 

3.2. 結果及び考察 

3.2.1. Q- 間変形角 R 関係 

図 11 に Q-R 関係を示す。 及び壁の鉄筋とダンパ

ーの降伏に関して， 試験体とも最 にダンパーの

降伏が確認され，次いで 筋が降伏した。その後，

MD-SS-B は壁 筋以 全て降伏に ったが，MD-SS-

U では の鉄筋のみ降伏に り，壁 強筋は降伏に

らなかった。 特性を見ると，R=1/100rad.までは概

ね同様であった。その後，大変形域においても安定し

た を示し， 研究 1) からの が見られた。 

3.2.2. 方 間 直変  - 間変形角

Σ|R|関係 

図 12 に  -Σ|R|関係を示す。 サイクル正負ピーク

時に 線が下に となった。R=1/67rad.以降の大変形

域では，MD-SS-B の方立壁の相対 直変位が顕著にな

った。ダンパーにより上下方立壁同 が引き寄せられ

るロープ効果が生じたためと考えられる。 

3.2.3.  

図 13 に R=1/50rad.加力後除 時の方立壁コンクリ

ートの損傷 を示す。方立壁の ひび割れは，

MD-SS-B が R=-1/100rad.で生じ，R=-1/50rad. でその

が 加した。一方，MD-SS-U は R=-1/50rad.に めて生

じた。これは，ロープ効果の影響による差である。 

2.2.3. 価 性 の  

図 14 に等価 性減衰定数の を示す。 は，式

(2)で めた。ここでは， 研究における 構造スリ

ットに れ め筋のみを用いた RC フレーム実験 の

実験結果 1)を せて示す。まず MD-SS-U と MD-SS-B

を すると，R=1/100rad.まで同様な減衰性能を示し

た。MD-SS と れ め筋のみの試験体を すると，
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いずれの変形角においても，MD-SS 試験体は高い減衰

性能を示し，ダンパーにより減衰性能を付与できるこ

とを確認した。 

4.有限要素法解析による検討 

4.1.解析概要 

汎用有限要素法プログラム 2)を用いて要素実験の

S16H の解析を行った。図 15 にモデル詳細及び境界条

件を，図 16 にダンパー接合詳細を示す。解析モデル

は，Z 軸方向に方立壁厚さの半分をモデル化した。コ

ンクリート及びスタブ，ダンパーは立体要素，鉄筋は

トラス要素でモデル化した。自己融着テープ及びダン

パーの付着は接合要素でモデル化した。実験ではダン

パーのほぼ全体に自己融着テープを巻いたため，解析

ではそれも再現した。コンクリートの応力度‐ひずみ

関係は，引張側はひび割れまで線形とし，ひび割れ後

は，cut-off モデルとした。圧縮側には修正 Ahmad モ

デル 3)を用いた。鋼材の応力度‐ひずみ関係は，鉄筋

は bilinear モデルとし，ダンパーは材料試験より得た

値を用い，数値入力により多点折れ線で定義した。図

17 に自己融着テープの垂直方向特性を示す。自己融着

テープの厚さを 1mm とし，圧縮方向は 1mm 変位する

まで弾性的に応力を伝達し，1mm 変位後は剛に応力を

伝達すると仮定した。ダンパー付着要素は圧縮方向に

のみ剛に応力を伝達し，せん断，引張方向は応力を伝

達しないこととした。加力は，要素実験と同様のスタ

ブ間変形角で 1 サイクルずつとした。

4.2.解析結果及び考察 

4.2.1.せん断力 Q-スタブ間変形角 RS 関係 

図 18 に Q-RS 関係を示す。RS =±1/100rad.まで良好な

対応を示した。その後は，RS =±1/50rad.で耐力を低めに

評価し，RS =±1/20rad.では耐力を高めに評価した。 

4.2.2.ダンパーの降伏域 

図 19 に RS ＝+1/25rad.ピーク時における壁芯のダン

パー降伏域を示す。降伏範囲は，想定可撓域の端部か

らコンクリート内部に約 4D，想定可撓域内に約 1D で

あった。 

4.2.3.最大耐力の評価 

S16H では，最大耐力時は可撓長さが lf より 2D 程度

短くなると考えられる。そこで，lf から 2D を差し引い

た値 lmax_f（=28mm）を用いて，式（3）で Qmax_cal を算

出した。図 18 に Qmax_cal を示しているが，実験におけ

る最大耐力を精度よく評価した。 

5.結論 

本研究では，提案するダンパーの要素実験，フレー

ム実験及び解析を行った。以下に得られた知見を示す。 

1）要素実験について，ダンパーの方立壁への定着方法

の違いが与える影響に関しては，損傷を抑制する効果

はわずかであり，ダンパーの性能にも概ね寄与しない

ことを把握した。また，千鳥配置した異形棒鋼ダンパ

ーは，方立壁の損傷を顕著にすることを把握した。 

2）フレーム実験について，ダンパーの付着があるフレ

ームは，大変形域において方立壁にロープ効果が生じ

ると考えられる。従って，損傷制御の点ではダンパー

の付着を除去する方がよい。 

3）解析について，S16H モデルは，RS =±1/100rad.程度

まで要素実験を良好に再現することを示した。また，

ダンパー降伏域から可撓長さを検討し，その結果から

ダンパーの最大耐力を精度よく評価した。 
【参考文献】 
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の を た 線  
仮想線源モデルの  

 
 

 
1. の

2011 の東 本 災に い発 した 一原

力発 事故で,広 囲の環境 に 放射性

が した . 発災後 の広い地域が 示区

域 に設定されたが,近 , 示の解除に い, く

の地域で が し に向け き出している. し

かし放射性 は 全には除 され ,地域によって

は,建築 , 囲の放射能汚染の考慮が まれる

がある. 適 な放射線 性能を持 建築を

するには 地 の汚染状 に対して の建

築 が の 度 可能か らなければ しく,建築空

間の放射線環境を予測できる手法が必要と える.

建物空間の放射線環境は建物に入射する γ 線と建物

の 果で決定するため,正 な γ 線 の再現 が

可能な放射線解析 に,正 な建物モデル び 線

源モデルを与えることで再現できる. しかし建物

の放射性 の 状 は 地 に異なる. そのため

正しい線源条件の設定には現地の放射能汚染の調

査 が必要となる. 建物を対象とした解析では空 の

γ 線の を考慮した 100[m] 上の解析領域を

設 定する必要があることから,実線源モデル 1)を用い

た解析で 建物内の放射線環境を予測する場合,線
源 条件設定のための調査は建物を とした

100[m] 上の領域におよ . これは現実的でない.

そこで本研究では が 想した”仮想線源モデル”
の開発を行う. 仮想線源モデルとは建物 近の境

面を する γ線を再現する線源モデルで,解析 は

図 2 のように建物 囲にこれを 4 面設置し使用する. 
仮想線源モデルは 100mの線源面を高さ方向に 11 分

した面 A-K(表 1)それ れに,0.05-0.75[Mev]を 7 等分

した ル 2) の放射角度分布 ee1/Z1-Z2(θ,φ) 3)を

与える必要があるが,これは現地測定で られる各面

に対する各 ル の入射角度分布 E e1/Z1-Z2 (θ,φ) 

4)から与える. そのため調査 囲は面上に られる.

しかしながら測定のみですべての放射角度分布を

与するのもまた しい. そこで 示が解除され

た被災地域で 的と考えられる線源状態を想定した

解析で求めた,面 A から 放射方向(θmax,φmax) 5) に

ル (0.65-0.75[Mev])で放射される γ 線

数 e0.65-0.75/A(θmax,φmax) ( 下,線源強度 I)で した

対的な放射角度分布( 対放出角度分布)を仮想線源モ

デルに予め 与し,これに現地の方向線量 h( 定方向

からの線量 )から けた線源強度 I を与えるこ

とで線源条件は決定されるとした(図 3). これは屋

解析において予め与える”べき乗 ”に,現地で測定

されたある高さの を 1 入れて決定する境 条件

の設定と た手 である.

しかし仮想線源モデルに関する研究は本研究が

のため,方向線量測定が可能な測定器と 対放出角度

分布,実測で た方向線量と解析で入力する線源強度

を けるための強度換算係数のい れもない. 本研

究はこれらを開発し,仮想線源モデルを用いた解析手

法を 立することを 的とする. 尚,本研究では も

的なモデルとなる, 出土壌面の広がる平地におけ

る線源状態を想定した 対放出角度分布を持 仮想線

源モデルを開発することとした.

2. 仮想線源モデルの 出 度 の算出

2.1仮想線源モデルの想 線源

線源状態は事故 の放射線 137Cs の地 の

分布,平面分布で定 されるが,建物 で ると

出土壌の広がる平地の線源状態の くは表 2 の 3 の

線源状態に近 される. そこで本研究ではこれら 3
の線源状態 に仮想線源モデルを開発する. 尚,建物

空間を対象とした予測解析は 期の使用が いと考

えられるため,地 の線源状態は事故後 5-20[ ]の
期のものを想定している. 

図 1 実線源モデル使用時の解析体系 1) 図 2 仮想線源モデル使用時の解析体系

図 3 仮想線源モデルの使用 想

表 1 面 A-Kの Z1[m], Z2[m]
A B C D E F G H I J K

Z1 0 1 2 3 4 5 10 20 30 40 50
Z2 1 2 3 4 5 10 20 30 40 50 100

実線源モデル

0.662[Mev]の
線 方
放出

100[m
] Z
1 [m

]
Z

2 [m
]

A
B
C
D

K

E
F
G
H
I
J 仮想線源

モデル

強度換算係数i
線源強度I 換算

線源強度

の方向線量

放出角度分布=Iee1/Z θ φ

I[本]=h[Sv] i[本/Sv]

1

面A
0.65-0.75Mev

(θmax φmax)方向
放出さ 線

対放出角度分布=ee1/Z θ φ
I
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全面線源モデルは建物前方の平地が全て未除染,ま
たは全て除染された際の な線源状態を想定してお

り図 4 のように前方に が広がる立地の線源状態はこ

れに近 される. 平面分布は一様とし,除染前の

分布は 数関数分布(β 6)=10[g/cm2]) ,除染後の 分

布は除染 では一 に 5cm 厚の 土がなされるこ

とより さ 0-5[cm]の 137Cs 度は 0[Bq/m3]としてい

る. 一方, 遠方線源モデルは建物近 のみが除染され,
遠方が除染されていない線源状態を想定しており,図 5
のよう除染された区域の先に除染対象とならない囲い

林がある立地の線源状態はこれに近 される. 
2.2 度 の算出

対入射角度分布 Ee1/z1-z2( , )は,図 6 のように地

面に に 置した w[m],高さ Z1-Z2[m]の面に建物

囲から建物側に ル e1 で入射する 線の入

射角度分布 E*e1/z1-z2 ( , )を E*0.65-0.75/A( max, max)
で したものである(式 1). 本研究では PHITS を

用いて求めた A-K 各面に対する各 ル の入射

角度分布 E*e1/z1-z2( , )を式 3 に代入し 対入射角度

分布を算出した. 図 8,9 に入射角度分布 E*e1/z1-z2 ( ,
)算出 の解析体 を示す. 解析は A-K 各面に入射

する 線数を方向 に した. 角度は , と

も 5[ ]分 とした. 図 10 に面 A の各 ル の

対入射角度分布の φ=270-275[ ] 面 (図 7 )を
示す. 全面線源状態と比較し遠方線源状態の 対入射

角度分布は θ=90[ ] 近に していたり,同じ全面

線源状態でも土壌の 果が きい除染後は,低
ル の 合が除染前より高かったりと,線源状態

により分布は異なっていた. 

⁄
⁄

0 0 ⁄
 式 1

2.3 仮想線源モデルの 出 度

仮想線源モデルの A-K各面には 0.05-0.75[Mev]を 7
等分した ル に 対放出角度分布を与える. 

対放出角度分布は 3.2 で求めた 対入射角度分布よ

り決定する (式 2). 表 3 に面 A-K の各 ル の

対入射角度分布の φ=90-95[ ] 面を示す. 
対放出角度分布は,e0.65-0.75/A( max, max)を 1 とし

た放射角度分布として されている. そのため,
位 間・ 位線源 たりの e0.65-0.75/A( max, max)

が I[本/m・h]の際,解析上に入力される w[m],高さ

Z1-Z2[m]の面での ル e1 の放出角度分布

e*e1/z1-z2 ( , )は,式 3 で表される. 下では I[本/m・

h]を線源強度とする. 
⁄ ⁄  式 2 

⁄ ⁄  式 3 

3. 線 線 測 の

本研究では仮想線源モデルの線源強度を ける方

向線量 h は ,1[m]高さで境 面の法線方向を

に 90°の 状の 測 囲を持 測定器で測定され

る値を用いることとした. 下にこの 的に適した方

向線量測定器の開発に いて示す. 
3.1 線 測 の測

開発した測定器は, 図 11 に示す り 向性検出

器による 測値と検出器前面に 体を設置した際

の 測値の 分を方向線量としている. 本測定器の

測 囲は 形状,および 体形状, 体

と検出器の の 合 で決定する. 
3.2 測 の

本測定器の検出器は 3’ φ ’の を えた

機器, 体は 50[mm]厚の の とし,適 な 測

囲となる 体 φ[mm], 体と検出器の  

表 2 各線源モデルの想定 線源

全面線源

(除染前)モデル
全面線源

(除染後)モデル 遠方線源モデル

137Cs
分布

建物前方の

137Cs
平面分布

全面線源分布 全面線源分布 遠方線源分布 

図 4 全面線源分布と 立 図 5 遠方線源分布と 立

図 6 高さ Z1-Z2[m]の
仮想 面と角度体系

図 7  全面線源 (除染前)の
E0.65-0.75/A(θ,φ)

図 8 全面線源 角度分

布算出時の解析体系

図 9 遠方線源 角度

分布算出時の解析体系

全面線源 (除染前) 全面線源 (除染後) 遠方線源

図 10 各線源 面 Aの各 ル の 対 角度分布断面

( は表 3 )
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[mm]を検 した(図 12). また測定 の しも考

慮し,測定器 量 W[kg]の上 は 15[kg]とした. 本検

では表 4の 9 の(φ, )を設定し,各 の 測

囲と測定器 量を算出することで 適な 合 を選定

した. 下に 測 囲,測定器 量の算出方法を示す. 
測 囲は各方向の 対 R(θ)より求めた. 対

R(θ)は θ 方向からの γ 線に対する 向性測 定器

の測定値を 1 とした際の方向線量測定器の測定値で,
本測定器の場合,式 4で表される. しかし全 の h1, 
h2 を実 で求めるには な 力を要する. そこで本

研究では放射線解析 PHITS1)を用いて算出した.  
図 13 に h2(θ0)算出 の解析体 を示す . 解析は θ= 

0-180 [°]を 5[°] に行い,その間の R(θ)は線形 で求

めた. 測定器 量 W[kg]は 体・検出器(3.4[kg])の
量の とした(式 5). の 度は 11.34[g/cm3]とした.

各 の 測 囲を算出したとこ , も 想に

近い 測 囲は i であった(図 14). 全 の

内, 角がおよそ 90[°]となる は a,e,i の 3 あ

るが,その で i は も けが さかった. けと

は 想とする 測 囲に対する 測 囲の みのこと

で,同等の 角の場合,φ[mm]と [mm]が きい ,
けは さくなる . 一方これは , けが さい

測 定器 量 W が きくなることを し,W=21.1[kg]
の i は しの より 適とした . 上よ

り , W<15[kg]との条件下で も けの さい

e が 適と結 け,図 15 の測定器を開発した.

表 3 各仮想線源モデルの各面, 各 ル の 対放出角度分布

全面線源

(除染前)モデル
全面線源

(除染後)モデル 遠方線源モデル

面 K
(50-100m)

面 J
(40-50m)

面 I
(30-40m)

面 H
(20-30m)

面 G
(10-20m)

面 F
(5-10m)

面 E
(4-5m)

面 D
(3-4m)

面 C
(2-3m)

面 B
(1-2m)

面 A
(0-1m)

 
[Mev]  

表 4 各 のφ[mm], [mm]
a b c d e f g h i

φ 100 100 100 150 150 150 200 200 200
10 30 50 10 30 50 10 30 50

図 11 方向線量の測定

図 12 測 の 定 図 13 H2(θ)算出時の解析体系

 
図 14 A,E,Iの 測 図 15 測定

 式 4 
方向からの 線による の線量  
方向からの 線による の線量  

 

 式 5 

時の
測値

時の
測値

方向線量

出

θ

の 線 平

ℓ[mm] 出

50[mm]

φ
[m

m
]
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4. 強度換算係数の算出

線源強度の決定には,実測結果と入力すべき線源強

度の関係性を表す強度換算係数を必要とする(式 8). 
本係数は解析上の方向線量が 1[Sv/h]となる際の線源

強度 [本/m・h]を表すため,前述の方向線量測定器を仮

想線源モデルの法線方向に向けた状態で再現した解析

(図 16,17)から求めた I=1[本 /m・ h]の際の方向線

量 h’(=h’1-h’2)[(Sv/h)/(本/m)]を,式 7 に代入し算出した

(表 5). 尚,本値は前述の測定器を使用する場合を想定

しており,その他機器を使用する場合は適用できない.  

[本 ・⁄ ] [本⁄ ] 式 6 

[本 ∙⁄ ]
′[ 本⁄⁄ ]

 式 7 

5. 仮想線源モデルを用いた予測手法の妥当性検証

提案する予測手法の精度を検証するため ,被災地

域 の木造平屋建物(図 18)の空間線量分布の解析結果

を実測結果と比較した.

解析は実建物を模した建物モデル, 現地の放射能汚

染を模した仮想線源モデルを PHITS に入力し行った

(図 19). 建物モデルは建物形状,および使用 する建材と

その厚みは本建物の図面をもとに設定した (図 20).
表 6 に各仮想線源モデルの線源条件に示す. 使用す

るモデルは各方位の立地条件を踏まえ選定した. 東面

を遠方線源モデルとしたのは除染された区域の先 に

未除染の囲い林があるためであり,その他面を全面線

源(除 染後)モデルとしたのは各面前方に除染後の土壌

面が 一様に広がるためである. 尚,前出の図 9 は本建物

南側,図 10 は東側である. 各面の線源強度は図 21 のよ

うに前述の測定器を 1m 高さに設置して測定した方

向 線量に強度換算係数 i を乗じ算出した.

表 7 より,現地調査をもとに各面異なる線源条件を

設定したことで南東側に平面分布が偏っていたり,正
しく放出角度分布を与えたことで下方より上方が線

量 が高くなっていた等,実現象と同様の傾向が再現で

きていることがわかる. 一方,解析値は実測値より全体

的に数値が低くなっていたが,これは解析では解析領

域内の放射能汚染(建物自体の汚染等)を考慮していな

いためと考えられる. そのためこれらの汚染を考慮す

ることで実測値に近い結果になると期待される.
6. 結論

本研究では新築等,解析領域内に汚染を持たない物

件を対象として,原発事故被災地における建物内の放

射線環境の予測手法を開発した. 今後,領域内の汚染を

模した線源モデルを開発し仮想線源モデルと併用すれ

ば,改築等を対象とした予測に発展可能である. 

【参考文献】1)Tatsuhiko Sato et al.： ”Features of Particle 
and Heavy Ion Transport code System ver3.02”, J.Nucl. 
Sci.Technol, 2017 2) 湊進：「応答行列法による環境ガンマ線
波高分布の解析,特集空間放射線量測定法」JCAC,1998. 3)” 
ICRU report 53”,ICRU,1994 
【注釈】注 1)建物空間を対象とした既往の放射線解析に用いら
れた,放射性核種自体から放出されるγ線を放出する線源モデ
ル(図 2) 注 2)137Csの放出γ線が 0.662[Mev]のため建物に飛
来するγ線のエネルギは 0.662[Mev]以下であること, 湊の応答
行列法 2)で 0.05-1.25[Mev]のエネルギについては 0.1[Mev]幅
に等分したエネルギ帯で考えていることを参考にエネルギ帯分割
を決定した. 注 3)図 22 のように高さ Z1-Z2の面からエネルギ帯
e1で放射されるγ線の方向(仰角θ,回転角φ)別の本数分布(図
23) 注 4)各面に入射するγ線の方向(θ,φ)別の本数分布 
注 5)全方向の内, 最も放射本数の多い方向(図 23 赤方向) 注
6) 地中へ浸透することで 137Cs の鉛直分布は指数関数式(式 8)
で表されるが,β[g/cm2]はその際の 137Csの浸透度合を示す. 尚,
βは事故後 0-1年は 1,1-5年は 3,5-20年は 10 とされている 3). 

0 ∙ 𝑡𝑡 𝛽𝛽⁄  ・・・ (式 8)  A0:地表面の 137Cs 濃度
[Bq/m3], A(t):深さ t[g/cm2]の 137Cs濃度[Bq/m3] 

  
図 22 高さ Z1-Z2[m]の線源面と角度体系 図 23  ee1/Z1-Z2(θ,φ)
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図 16 h’2算出時の解析体系(平面) 図 17 h’2算出時の解析体系(断面)

表 5 各線源モデルの強度換算係数 i[(Sv/h)/(本/m)]
全面線源(除染前)モデル 2.70 107

全面線源(除染後)モデル 1.39 107

遠方線源モデル 8.67 106

図 18 対象建物(手前は北側立面) 図 19 解析体系

図 20 建物モデル(手前は北側立面) 図 21 方向線量測定

表 6 各線源モデルの条件
使用線源モデル 線源強度 I[本/m・h] 方向線量[µSv/h]

東面線源 遠方線源モデル 0.77 0.090
西面線源 全面線源(除染後)モデル 0.61 0.044
南面線源 全面線源(除染後)モデル 0.85 0.061
北面線源 全面線源(除染後)モデル 0.40 0.030

表 7 空間線量分布の実測値と解析値

実測値 解析値

平面分布
(FL+1m/
右が

北方向)

断面分布

(A-A’断面)

スケール

μ

φ150[mm])
検出領域 φ3[inch])

本 の仮想線源モデル 1[
m

]
10

0[
m

]

東面
線源

北面
線源

西面
線源

南面
線源

単位は[m]

10
0

A’

0.380 0.19 0.220 0.11


